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1 調査の概要 

 背景と目的 

1.1.1 背景 

我が国をはじめ、世界各国において、Internet of Things(以降、IoT)やビッグデータ、人工知能（以降、

AI）等の台頭により、産業・就業構造に大変革が進みつつある。このような新技術のもたらす大変革を企業

等の経営改革や働き方改革、ひいては経済成長のひとつのチャンスと捉え、その流れに対応するため、我が

国では「日本再興戦略改定 2015」（平成 27 年 6 月 30 日閣議決定）に基づき、産業構造審議会に「新産業

構造部会」を設置し、今後のビジョンや推進すべき施策等について検討を行っている。 

2017 年 4 月に公表された「新産業構造ビジョン中間整理1」では、第 4 次産業革命下における戦略として

7 つの対応方針が示された。人材及び雇用に関する戦略については、「産業政策、雇用労働政策に留まら

ず、教育・人材育成、社会保障等、様々な政策を総動員した改革パッケージが必要2」との考えに基づき、

「人材投資・人材育成の抜本拡充」、「柔軟かつ多様な働き方の実現」及びこれら 2 つの政策を支える「IT

による変革の加速化」、の 3 つの政策の柱が示されたところ。 

このうち、「人材投資・人材育成の抜本的拡充」を実現する重要施策として、「第 4 次産業革命に対応

した IT 人材力の強化」が掲げられた。具体的には、「IT トップ人材の創出・獲得」、「各産業における中

核的 IT 人材育成のため IT 人材の抜本的な能力・スキルの転換」及び「全てのビジネスパーソンを対象とし

た IT リテラシーの標準装備」の 3 つの軸が示されており、これら各人材層に応じた実効ある支援策を講じ

ることで、第 4 次産業革命による産業構造の変化や人材の流動化に対応しうる労働者の能力開発を実現す

る、とされている。うち、「全てのビジネスパーソンを対象とした IT リテラシーの標準装備」について

は、図表 1.1-2 に示すように、各企業のニーズに応じたオーダーメイド型の在職者訓練の実施及び社会人の

基礎的 IT リテラシーの習得機会の拡充を推進する施策が掲げられた。 

このような政策を背景に、厚生労働省では、平成 30 年度より、公共職業訓練を活用し、離職者及び在職

者訓練において「基礎的 IT リテラシー」の習得を目的としたコースを新設することとなった。しかしなが

ら、これまで、第 4 次産業革命下において幅広い産業、特に IT のユーザー側企業の人材に必要とされる基

礎的な IT リテラシーとは何か、その定義や内容に関する具体的な検討が行われていない。そのため、今後

全てのビジネスパーソンが標準的に身に着けるべき「基礎的 IT リテラシー」の具体的な内容を明らかにす

るとともに、それを効果的・効率的に習得することのできるカリキュラムのモデルを構築することが必要で

ある。 

  

                                                   
1 新産業構造ビジョン～第４次産業革命をリードする日本の戦略～中間整理

（http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/pdf/ch_01.pdf） 

2 新産業構造部会 人材・雇用パート（討議資料）

（http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/pdf/013_07_00.pdf） 

http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/pdf/ch_01.pdf
http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/shin_sangyoukouzou/pdf/013_07_00.pdf
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図表 1.1-1 第 4 次産業革命に対応した IT 人材力の強化に関する政策の全体像 

 

出典：新産業構造部会（第 13 回） 

 

図表 1.1-2 第 4 次産業革命に対応した IT 人材力の強化政策に係る具体的施策 

 

出典：未来投資会議（第 8 回） 
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1.1.2 調査の目的 

本調査は、以下を目的として実施する。 

 第 4 次産業革命下において、幅広い産業（IT のユーザー側企業）における全てのビジネスパーソン

が標準的に身に着けるべき基礎的 IT リテラシーの構成要素を明らかにすること 

 基礎的 IT リテラシーを効果的・効率的に習得するための公共職業訓練のモデルカリキュラムを、離

職者向け及び在職者向けそれぞれに構築すること 

なお、モデルカリキュラムの構築にあたり、離職者については 1 日 6 時間、計 200 時間（約 2 か月）程

度、在職者については 1 日 6 時間、計 6～18 時間（1 日～3 日）程度を訓練時間とし、構築する。 

 

 調査の実施手順及び内容 

本調査では、図表 1.2-1に示すように、はじめに文献調査及びデータ分析を行い、アンケート調査及び

ヒアリング調査の実施にあたり必要となる情報の収集を行った。文献調査では、政府や官公庁等の公共機関

や民間企業等の公表文献より、企業の求める ITに係る人材要件を明らかにした。データ分析では、本調査

において構築する公共職業訓練のモデルカリキュラムがハローワーク利用者を対象とするため、ハローワー

クにて募集している求人データを対象に分析した。具体的には、IT関連の求人動向及び企業の求める ITに

係る人材要件を明らかにした。文献調査及びデータ分析により明らかになった ITに係る人材要件のうち、

基礎的 ITリテラシーに該当すると考えられる人材要件を抽出し、アンケート調査及びヒアリング調査の設

問内容を検討する際の参考とした。 

次に、アンケート調査及びヒアリング調査を行い、その調査結果に基づき基礎的 ITリテラシーの構成要

素及び定義の構築を行った。アンケート調査では、ITのユーザー側企業を対象に、IT活用状況、従業員の

IT 活用レベル、中途採用者に求める IT活用レベル等を明らかにした。ヒアリング調査では、ITのユーザー

側企業及び民間教育訓練機関を対象に、調査を行った。前者については、アンケート調査と同様に、IT活

用状況、従業員の IT活用レベル、中途採用者に求める IT活用レベル等を明らかにした。後者については、

IT に関連する訓練内容の動向、受講者の IT活用レベル、企業の求める ITに関する人材要件等を明らかに

した。アンケート調査及びヒアリング調査より得た結果に基づき、基礎的 ITリテラシーとは何か、それを

構成する要素とは何かを検討し、その構成要素及び定義を構築した。 

最後に、構築した基礎的 ITリテラシーの構成要素、定義及び各種調査より把握した企業の IT活用に係る

ニーズに基づき、基礎的 IT リテラシーを効果的・効率的に習得するための公共職業訓練カリキュラムとし

て、離職者及び在職者それぞれを対象としたモデルカリキュラムを検討、構築した。カリキュラムの検討の

過程では、実際に公共職業訓練を実施している民間教育訓練機関へ、実現性の検証に係る意見収集を行っ

た。 

なお、ここに述べた一連の手順についてより効果的な検討を行うため、当該分野に関する知見を有する有

識者による研究会を設置し、本調査を推進した。研究会の開催概要については、次項にて述べる。 
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図表 1.2-1 本調査の実施手順 

 

 

 研究会の開催 

基礎的 ITリテラシーの構成要素、定義及び公共職業訓練カリキュラムの構築にあたり、より効果的な検

討を行うため、有識者による研究会を設置した。委員は、ITを活用する産業・企業現場に求められる ITス

キルの状況やその習得方法について知見を有する 6名の有識者にて構成した。図表 1.3-1にその一覧を示

す。 

研究会は計 4回開催し、基礎的 ITリテラシーの構成要素、定義及び公共職業訓練カリキュラムの内容

等、本調査の骨子となる議題について検討を行った。各回における具体的な検討内容は図表 1.3-2 の通りで

ある。 

 

図表 1.3-1 委員一覧 

役割 氏名（敬称略） 所属 

座長 伊藤 健二 明治学院大学 

学長特別補佐（戦略担当） 

法学部 客員教授 

委員 高橋 秀典 特定非営利活動法人スキル標準ユーザー協会（SSUG） 

専務理事 

寺崎 映子 株式会社日立インフォメーションアカデミー 

理事 兼 副学院長 

冨田 伸一郎 一般社団法人人材育成と教育サービス協議会（JAMOTE） 

Ⅰ.「基礎的ITリテラシー」の構成要素の調査

①文献調査 ②データ分析

Ⅱ.「基礎的ITリテラシー」の構成要素及び定義の検討

⑤企業等アンケート及び企業等ヒアリング結果考察

③企業等アンケート ④企業等ヒアリング

Ⅲ.「基礎的ITリテラシー」を効果的・効率的に習得するための
公共職業訓練カリキュラムの構築

⑥離職者向けモデル
カリキュラムの検討、構築

⑦在職者向けモデル
カリキュラムの検討、構築

アンケート調査及びヒアリング調査実施にあたってのインプット
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研修サービス部会長 

松下 正夫 特定非営利活動法人 ITコーディネータ協会 

基幹業務部部長 

西山 祐次 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（JEED） 

公共職業訓練部 

部長 

和田 純一 厚生労働省 

大臣官房審議官（人材開発担当） 
 

図表 1.3-2 各回の検討内容 

回 開催日 議題 

第 1回 2017年 11月 2日（木）  事業目的、実施内容 

 基礎的 ITリテラシーを構成する要素の文献等調査

について 

 企業等アンケートについて 

 企業等ヒアリングについて 

第 2回 2017年 12月 11日（月）  基礎的 ITリテラシーを構成する要素の文献等調査

について 

 企業等アンケートについて 

 企業等ヒアリングについて 

 カリキュラムの構築について 

第 3回 2018年 2月 14日（水）  カリキュラム案について 

第 4回 2018年 3月 14日（水）  カリキュラム修正案について 

 リーフレット案について 
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2 基礎的 IT リテラシーの構成要素の検討 

 文献調査 

2.1.1 調査の目的及び実施方法 

（１） 目的 

ITユーザー側企業における「全てのビジネスパーソン」が習得すべき基礎的 ITリテラシーの構成要素を

検討するにあたり、図表 1.1-1「第 4次産業革命下で求められる人材」をもとに、「内外トップレベルの

IT テクノロジスト、ビジネスプロデューサー（以降、トップレベル IT人材）」、「各産業における中核的

IT 人材（以降、中核的 IT 人材）」及び「全てのビジネスパーソン」の各人材層に期待される役割及び能力

を整理するため、官公庁や企業等の公表文献を調査した。 

期待される役割及び能力については、従来就業現場にて求められてきたものと、今後第 4次産業革命下に

おいて求められであろうものはそれぞれ異なることが考えられるため、その 2つの観点に基づき調査を行っ

た。 

 

（２） 実施方法 

政府や官公庁等の公共機関及び企業等が公表している調査レポートや資料のうち、「第 4 次産業革

命」、「IT」及び「人材」に関連する文献を調査対象とした。これらの観点に基づき調査対象文献として抽

出した文献は、図表 2.1-1 の通りである。 

これら文献より抽出、整理したトップレベル IT 人材、中核的 IT 人材及び全てのビジネスパーソンに関す

る従来及び第 4 次産業革命下において求められる役割及び能力について、次項以降に記す。 

 

図表 2.1-1 調査対象文献一覧 

公表元 文献名 公表年月 

厚生労働省 構造改革徹底推進会合・第４次産業革命 人材育成推進会議合同会

合 厚生労働省提出資料 

2017年 2月 

第４次産業革命 人材育成推進会議（第２回）厚生労働省提出資料 2017年 2月 

第１回 第４次産業革命 人材育成推進会議 厚生労働省提出資料 2016年 12月 

IoT･ビッグデータ･AI 等が雇用・労働に与える影響に関する研究

会報告書 

2017年 3月 

第 4次産業革命に対応した IT人材力の強化について 2017年 5月 

第 10次職業能力開発基本計画 ～生産性向上に向けた人材育成戦

略～ 

2017年 4月 

平成 29年版労働経済白書（労働経済の分析） 2017年 9月 

働き方の未来 2035 ～一人ひとりが輝くために～ 報告書 2016年 8月 

第８回雇用仲介事業等の在り方に関する検討会（資料 3-2）関係

データ等について 

2015年 11月 

労働市場分析レポート第 69号「正社員求人の動向」 2016年 7月 
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ハローワークインターネットサービス 求人データ - 

経済産業省 「産業構造部会 新産業構造部会」の討議について 2017年 2月 

情報セキュリティ人材の調査について 2017年 3月 

産業界のニーズの実態に係る調査結果 2017年 3月 

経済産業省における第 4次産業革命に向けた取組の検討状況 2017年 2月 

第４次産業革命による産業構造の転換と人材育成 2016年 12月 

「新産業構造ビジョン」〜第４次産業革命をリードする日本の戦

略〜新産業構造部会 中間整理 

2016年 4月 

企業価値向上に向けた経営リーダー人材の戦略的育成についての

ガイドライン 

2017年 3月 

「人生 100年時代」を踏まえた「社会人基礎力」の見直しについ

て 

2017年 10月 

「新産業構造ビジョン」～第４次産業革命をリードする日本の戦

略～産業構造審議会 中間整理 

2016年 4月 

「IT人材の最新動向と将来推計に関する調査結果」 2016年 6月 

「第 4次産業革命スキル習得講座認定制度(仮称)」について（報

告） 

2017年 6月 

選択と集中に基づくＩＴ人材戦略の展開 2007年 4月 

攻めの IT活用指針 不明 

2017年版中小企業白書 2017年 4月 

2016年版中小企業白書 2016年 7月 

中小企業・小規模事業者の現状と課題 2016年 10月 

文部科学省 第 4次産業革命 人材育成推進会議（第 1回） 文部科学省提出

資料 

2016年 12月 

第 4次産業革命 人材育成推進会議（第 2回） 文部科学省提出

資料 

2017年 2月 

「2020 年代に向けた教育の情報化に関する懇談会」最終まとめ 2016年 7月 

平成 29年度データ関連人材育成プログラム公募説明資料 2017年 5月 

総務省 未来投資会議 構造改革徹底推進会合 第四次産業革命人材育成

推進会議(第２回） 

2017年 2月 

未来投資会議 構造改革徹底推進会合 第四次産業革命人材育成

推進会議(第１回） 

2016年 12月 

ユーザ企業等に必要な IoTスキルセット（案）について 2016年 12月 

経済センサス基礎調査 2014年 

ICT の進化が雇用と働き方に及ぼす影響に関する調査研究 2015年度 

内閣官房 人材層別（IT活用人材）取組の現状と課題 2017年 4月 

中小企業庁 第四次産業革命と中小企業について 2017年 5月 

情報処理推進機構 IT 人材白書 2017 2017年 4月 

AI 白書 2017 2017年 7月 

日本商工会議所 中小企業等の IT活用に関する実態調査 2012年 9月 



 

8 

公益財団法人全国中小

企業取引振興協会 
平成 25年度中小企業の情報利活用に係る実態調査 

2014年 3月 

日本情報システムユー

ザー協会 
企業 IT動向調査 2017  

2017年 5月 

一般財団法人 ニュー

メディア開発協会 
ICT 利活用による高齢者の社会参画促進に向けた実証報告書 

2015年 3月 

金丸 恭文（人材育成

推進会議 座長） 

日本の「人材力」の抜本的強化について（IT力強化集中緊急プラ

ン） 

2017年 5月 

- 求められるスキルイメージ（議論用：仮説） 2017年 3月 

連合 各企業のＩＴ化人材構成とその育成について 2017年 4月 

日鉄住金総研 「創造的ＩＴ人材育成方針」の推進にかかる基本調査 2015年 4月 

野村総合研究所 中小企業の成長に向けた事業戦略等に関する調査 2016年 11月 

 

2.1.2 調査結果 

（１） トップレベル IT 人材に期待される役割及び能力 

a） 従来、就業現場にて求められてきた能力 

トップレベル IT 人材に、従来、就業現場において求められてきた能力は、図表 2.1-2 の通りである。IT

に関して専門的な知見を有し、新たなビジネスを創造しリードする等、市場全体や世界の舞台でも該当分野

におけるプロフェッショナルとして認識され、信頼されるレベルである。 

 

図表 2.1-2 従来、求められてきた能力（トップレベル IT 人材） 

能力 

 ＥＡ（エンタプライズ・アーキテクチャ）等企業活動・個別プロセスをモデル化・構造化する能力、隣

接するプロセス関連知見（例：発電所の制御方法）をＩＴ実装する能力、特定の企業における各種デー

タの構造化に関する知見と実装能力 

 プロフェッショナルとしてスキルの専門分野が確立し、社内外において、テクノロジーやメソドロジ、

ビジネスを創造し、リードするレベル。市場全体から見ても、先進的なサービスの開拓や市場化をリー

ドした経験と実績を有しており、世界で通用するプレーヤとして認められる。 

 

b） 第 4 次産業革命下で就業現場にて求められる役割・能力 

トップレベル IT 人材に、第 4 次産業革命下の就業現場において期待される役割及び能力は、図表 2.1-3

の通り整理された。高い専門性や新たなビジネス創造等が期待されている点については従来と変わらな

い。加えて、AI やビッグデータ等、第 4 次産業革命において重要となる先端技術に関する知識やそれらを

活用する能力をアップデートし、ひいては ITを起爆剤としたイノベーションによって日本経済の活性化

を実現することも期待されている。 
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図表 2.1-3 第 4 次産業革命下で求められる役割・能力（トップレベル IT 人材） 

分類 内容 

役割  ITを起爆剤としたイノベーションによって日本経済活性化を実現するため、チャレン

ジ精神溢れ将来の起業へとつながるＩＴ等のトップ⼈材 

 先端技術の利活用や投資対効果の知識を習得し、新技術を活用したビジネス投資の判

断をできる人材 

 AI やビッグデータといった新しい技術の変化に対応し、新しいビジネスモデルをつく

りだす 

 ITを駆使してイノベーションを創出することのできる独創的なアイディアと技術を有

するとともに、これらを活用する優れた能力を持つ、突出した若い人材 

 トップレベルの AIエンジニア、⾼度なセキュリティ人材 (ホワイトハッカー) 

 トップレベルのビジネスプロデューサー 

能力  ディープラーニング理論を駆使し大量データの AIエンジニアとしての地位を確立 

 情報収集能力や課題解決能力、論理的思考等の業務遂行能力、チャレンジ精神や主体

性、行動力、洞察力等の人間的資質、コミュニケーション力やネゴシエーション力等

の対人関係能力、変化への柔軟性、企画発想力や創造性 
 

（２） 中核的 IT 人材に期待される役割及び能力 

a） 従来、就業現場にて求められてきた能力 

中核的 IT 人材に、従来、就業現場にて求められてきた能力は、図表 2.1-4 の通りである。IT に関して専

門的な知見を有し、新たなビジネスを創造しリードする等、主に社内において該当分野におけるプロフェッ

ショナルとして認識され、信頼されるレベルである。 

 

図表 2.1-4 従来、求められてきた能力（中核的 IT 人材） 

能力 

 特定の開発モデル・手法の知見・習熟・特定のＩＴソリューショ ン戦略におけるハード、ソフト、ネ

ットワークの最適組合構築能力、プロジェクトマネジメント能力（資源配分についての統率能力）、各

種のエンジニアリング能力（見積、品質等）、コミュニケーショ ン能力、グローバルなＩＴ資源調達

能力 

 プロフェッショナルとしてスキルの専門分野が確立し、社内においてテクノロジーやメソドロジ、ビジ

ネスを創造し、リードするレベル。社内において、プロフェッショナルとして自他共に経験と実績を有

しており、企業内のハイエンドプレーヤとして認められる。 

 

b） 第 4 次産業革命下で就業現場にて求められる役割・能力 

中核的 IT 人材に、第 4 次産業革命下の就業現場において期待される役割及び能力は、図表 2.1-5 の通り

整理された。トップレベル IT 人材と同様に、AI やビッグデータ等、第 4 次産業革命において重要となる先

端技術に関する知識やそれらを活用する能力をアップデートしビジネスに活かすことが求められている。主

に社内の業務場面、例えばビジネスセクターの現場側においては、データサイエンティストと、データのこ

とをよく分かっている現場、データ整備の重要性やビジネスをよく分かっている経営の三者を融合させ、権

限を持ってビジネスを回していく、といった立ち回りが期待されている。 
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図表 2.1-5 第 4 次産業革命下で求められる役割・能力（中核的 IT 人材） 

分類 内容 

役割  ビッグデータを活用した販売戦略の企画立案、IoT等の新技術を活用した新製品や新サ

ービスの企画・実現、IoTで取得したデータを活用した OC活動や営業・提案、スマー

トデバイスを用いた工場自動化ができる人材 

 情報活用能力を備えた創造性に富んだ人材 

 ビジネスの企画立案・カスタマイズされた商品・サービスの設計に IT・データの力を

フル活用（ベンダー企業だけでなくユーザー企業で活躍） 

 データ分析技術を駆使し、事業部門と連携した新システムの企画立案 

 ディープラーニング理論を理解し AIエンジニアに転身 

 ITスキルに加えデザイン思考を駆使し、デジタルビジネスを企画立案 

 ビッグデータや人工知能なども駆使した、いわゆる HRテクノロジー3等を活用できる人

材 

 ビジネスセクターの現場側においても、データサイエンティストを採用するだけでな

く、データサイエンティストと、データのことをよく分かっている現場、データ整備

の重要性やビジネスをよく分かっている経営、これら 3つを融合させ、権限を持って

ビジネスを回していく人材が必要 

能力  AI活用における適用分野の検討、試行、データの読み込ませや補正、アルゴリズムの

見直しなど、メンテナンス力 

 事務処理などを論理化しルールエンジンや AIのデータベースに格納し、チューニング

できる技能 

 ロボットのマネジメントができる。ロボットにさせるべき仕事、させてはいけない仕

事の峻別を行い、ここに何らかの標準化を持ち込んだり、ルールづくりができる。 

 アプリケーション開発に向けたアジャイル開発手法やビジネスプロセスマネジメント

手法を実践 

 クラウド上でのアプリケーション開発技術を実践 

 AI（人工知能）の活用にはさまざまなステップがあるため、AIの活用が一般化する時

代における重要な資質能力は、多岐にわたる可能性がある。例えば、AIの企画・設

計・開発において、AIを使用する対象を選定し、システムをデザインすることが重要

になるが、そのような場面では、企画発想力や創造性等の資質が要求される一方、ア

ルゴリズムを設計・開発する場面では、情報収集能力や課題解決能力、論理的思考等

の業務遂行能力が要求される。また、AIの運用において、カルチャーやビジネスの考

え方が異なる組織間の意向を調整することが重要になるが、そのような場面では、コ

ミュニケーション能力やコーチング等の対人関係能力が要求される一方、不正利用を

抑止する場面では、倫理観や正義感等の資質が要求される。 

 情報収集能力や課題解決能力、論理的思考等の業務遂行能力、チャレンジ精神や主体

性、行動力、洞察力等の人間的資質、コミュニケーション力やネゴシエーション力等

の対人関係能力、変化への柔軟性、企画発想力や創造性 

 

  

                                                   
3 Human Resource テクノロジー。テクノロジーの活用によって人材育成や採用活動、人事評価などの人事

領域の業務の改善を行うソリューションを指す。 
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（３） 全てのビジネスパーソンに期待される役割及び能力 

a） 従来、就業現場にて求められてきた能力 

全てのビジネスパーソンに、従来、就業現場において求められてきた能力は、図表 2.1-6 の通り、IT スキ

ル及びリテラシーの 2 種類に分類することができる。IT スキルについては、パソコンや各種アプリケーシ

ョンの操作に関する能力が主である。リテラシーについては、それらを安全に使用するための知識や、検索

した情報から必要な情報を精査・抽出する技能等である。 

 

図表 2.1-6 従来、求められてきた能力（全てのビジネスパーソン） 

分類 能力 

ITスキル  パソコン基礎（ハードウェア・ソフトウェア基礎知識、ファイル・フォルダの仕組、

保存とバックアップ ） 

 OS 操作基礎（Windows 操作、タイピング、文字入力、保存、ファイル・フォルダ管

理） 

 インターネット基礎（インターネットの仕組、ブラウザ・メールの操作、セキュリテ

ィ・モラル、 ビジネスメール、トラブルと対処、知的財産権） 

 Word 、Excel、PowerPoint の知識および操作 

リテラシー  情報の読解・活用力（検索できる、目的にあった情報を選ぶ、信頼できる情報を選

ぶ、読み解くことができる（課題設定ができる）、解決策を考えることができる） 

 情報の創造・発信力（新たな考えやアイディアを創造できる、考えを形にできる、電

子メールによる発信、WEBページ、SNSなどのツールによる発信、受け手・社会への影

響を考慮した発信） 

 情報の安全性に関する知能・技能（ID・パスワード管理、個人情報の取り扱い、利用

する製品に対する確認、コミュニケーションの危険性に対する理解、経済的損失・違

法行為の回避） 

 情報社会における規範に関する知識・技能（有害サイトへのアクセス回避、著作権へ

の対応、肖像権への対応、インターネットを介した安易な契約回避、発言に対する責

任と配慮） 

 

b） 第 4 次産業革命下で就業現場にて求められる役割・能力 

全てのビジネスパーソンに、第 4 次産業革命下の就業現場において期待される役割及び能力は、図表 

2.1-7 の通り整理された。従来より求められてきた IT スキルやリテラシーに加え、IoT や AI 等の新技術を理

解し、それらに業務を代替されるのではなく、その使い手となり業務の生産性向上等に繋げる能力が求めら

れると捉えられる。 

 

図表 2.1-7 第 4 次産業革命下で求められる人材像・能力（全てのビジネスパーソン） 

分類 内容 

役割  IoTや AI等の技術がビジネスで活用されていることや、その具体的な活用場面の概況

を知っており、それらの活用が自分たちの業務上の課題を解決する可能性のあるもの

であることを理解している人材 
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 IoTや AI等の技術が自分の身の回りの業務や、発見した業務課題にどのように活かせ

るかの接続点が具体的にイメージでき、中核的 IT人材等の指揮命令や支援を受けなが

ら実際に業務場面で活用し、その生産性向上に繋げることのできる人材 

能力 IT活用スキル／リテラシー 

 AI等を取り入れた新しいツールやシステムを使いこなす力 

 AI等の活かし方を考えるための創造性やデザイン力 

 データ、セキュリティ、プログラミング等の基礎的な知識や仕組み・考え方などの理

解 

 AI、IoT 等を活用して、社員を通じて顧客に価値を提供する際の、コンサルティング

力、提案力 

 システム（関係者）に的確に要望を伝える力。そのために作業手順等の外形的な部分

だけでなく事務の仕組みや本質を理解したうえで要望を整理する力。一定程度のシス

テムリテラシー 

 

データ活用スキル／リテラシー 

 一定のデータ分析や統計学の知識。データサイエンティストのような能力はいらない

が、彼らが出した結果を読んで評価できる程度の知識 

 母国語＋世界語＋問題解決能力＋データリテラシー。データリテラシーとは、分析

的、データドリブンな思考力と基礎的な素養・分析力・統計的素養・情報学の基本・

データエンジニアリングの基本 

 

汎用的なビジネススキル・ヒューマンスキル 

 今までにないような IoTのトレンドを知ることや、外部のシステム会社やスタートア

ップ企業と連携をとれるコミュニケーション力 

 より常識的な判断力。バランスの取れた常識的な思考 

 課題設定力 

 分野を超えて専門知や技能を組み合わせる力 

 AI（人工知能）の運用において、不正利用を抑止する場面では、倫理観や正義感等の

資質 

 AI等に代替されにくい能力・スキル 

 代替が難しいともいわれている、文章の読解力や対話力 

 情報収集能力や課題解決能力、論理的思考等の業務遂行能力、チャレンジ精神や主体

性、行動力、洞察力等の人間的資質、コミュニケーション力やネゴシエーション力等

の対人関係能力、変化への柔軟性、企画発想力や創造性 
 

 データ分析 

2.2.1 調査の目的及び実施方法 

（１） 目的 

本訓練の主な対象者となる、IT ユーザー側企業における「全てのビジネスパーソン」層、具体的には管

理職を除く一般社員層が就業現場にて求められる IT 活用の姿やそのレベル等を明らかにし、基礎的 IT リテ

ラシーの構成要素の抽出やモデルカリキュラム案の検討に繋がる情報を収集するため、厚生労働省「ハロー

ワークインターネットサービス」に掲載されている求人データを分析しその動向を明らかにする。また、当

該求人動向をもとに、企業の IT に関する人材の募集要件を整理する。 
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（２） 実施方法 

ハローワークインターネットサービスに掲載されている 1,012,303 件の求人データを対象に、以下の観点

に基づき、IT ユーザー側企業の一般社員層の求人動向の集計・整理を行った。 

 IT に関連する経験や免許・資格の有無を募集条件として設定しているか 

 IT に関連するスキルや経験について、どのような条件を設定しているか 

 第 4 次産業革命に関連する求人にはどのようなものがあるか 

 

2.2.2 調査結果 

（１） 募集就業地域、業種及び企業規模 

a） 就業地域 

ハローワークに掲載されている求人の就業地域として、 東京が最も多く、次いで大阪、愛知が多い。 

図表 2.2-1 募集就業地域 
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0.02 
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0.01 
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0.01 
0.01 
0.01 
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0.01 
0.01 
0.01 
0.01 
0.01 
0.01 
0.01 
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0.01 
0.01 
0.01 
0.01 
0.01 
0.01 
0.01 
0.01 

0.00 0.02 0.04 0.06 0.08 0.10 0.12

東京

大阪

愛知

神奈川

福岡

埼玉

北海道

兵庫

千葉県

静岡

広島

長野

新潟

京都

岡山

茨城

宮城

岐阜

熊本

福島

栃木

山口

三重

鹿児島

岩手

愛媛

群馬

富山

山形

長崎

宮崎

大分

香川

滋賀

石川

青森

秋田

沖縄

奈良

島根

福井

佐賀

鳥取

山梨

和歌山

⾼知

徳島

N=1,012,303



 

14 

b） 業種 

ハローワークに掲載されている求人について、募集が最も多い業種としては、「医療・福祉」が 26.3%

と最も多く、次いで「卸売業・小売業」「サービス（他に分類されないもの）が多い。 

図表 2.2-2 募集業種 

 

c） 企業規模 

企業規模としては、「30 人以下」の企業が 25.0％と最も多く、次いで「100 人以上～300 人未満」が

19.7%と多い。 

図表 2.2-3 募集企業の規模 
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50人以上～100人未満
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300人以上～500人未満
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無回答

N=1,012,303
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（２） 経験や免許・資格の有無 

a） 経験や免許・資格の設定有無 

1,012,303 件のうち、経験の有無及び免許・資格について条件を設けていた企業は、それぞれ 23.6％と

56.1%である。 

図表 2.2-4 経験や免許・資格を条件として設定している求人の割合 

 

 

b） 必要となる IT 関連の資格 

免許・資格について条件を設けていた企業のうち、IT 関連の免許・資格を応募条件として設けていた企

業は 32 社4である。IT 関連の免許・資格としては、「システム監査技術者」「応用情報技術者」や「シス

コ技術者認定」等、高度なスキルや豊富な知識が必要となる免許・資格保有に対するニーズが高い傾向にあ

る。一方で、自由記述欄に記入された内容を見ると、「PC 初心者レベル」「ワード・エクセルが使える」

等、初級レベルのスキルに対するニーズもあると考えられる。 

図表 2.2-5 IT 関連の資格の内訳 

資格名 件数 

システム監査技術者 3 

応用情報技術者 3 

基本情報技術者 3 

プロジェクトマネージャー 3 

マイクロソフト認定技術者（MCP（MCSE以外）） 3 

シスコ技術者認定 3 

ITコーディネーター 3 

ITパスポート試験 3 

情報セキュリティスペシャリスト 3 

                                                   
4 免許・資格について「必要」と回答した 568,236 社のうち、必要となる具体的な免許・資格を回答したの

は、563,738 社である。（4,498 社が未回答）このうち IT 関連の免許・資格を回答したのが 32 社である。 

23.6%

必要

76.4%

不問

経験の要否

23.6%

必要

76.4%

不問

免許・資格の要否

N=1,012,303
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その他情報関係技術者 3 

NWスペシャリスト 2 

DBスペシャリスト 2 

MCSE 2 

オラクルマスター 2 

Java認定資格 2 

Linux技術者認定 2 

VBプログラミング 2 

VBAエキスパート 2 

C言語認定 1級 2 

Webクリエイター初級 2 

ウェブデザイン技能士 2 

情報処理技能検定 SE 2 

情報処理技能検定 2級 2 

情報処理技能検定 3級 2 

システムアーキテクト 1 

技術士（情報工学） 1 

ITサービスマネージャー 1 

エンベデッドシステムスペシャリスト 1 

C言語認定 3級 1 

Webベーシック 1 

ホームページ作成検定 1 

情報処理技能検定 1級 1 
 

（３） 第 4 次産業革命に関連する仕事内容 

ハローワークインターネットサービスに掲載されている求人のうち、IoT や AI 等のいわゆる新技術に関

わる等、第 4 次産業革命に関連する求人案件を抽出した。求人は「トップレベル IT 人材」及び「中核的 IT

人材」のレベルに該当すると考えられる案件が過半であった。一方で、それら新技術を商材としたアシスタ

ント職等、「全てのビジネスパーソン」層に開かれた求人も見受けられた。その一部を、図表 2.2-6 に示す

（図表内下線部分が該当箇所）。 

 

図表 2.2-6 ハローワーク求人における第 4 次産業革命に関連する仕事内容（例） 

産業分類 職種 仕事の内容（関連部分抜粋） 
必要な経験/ 

年齢制限等 

電気機械器

具卸売業 

情報機器の営

業、営業支援

業務 

情報機器の新規事業（IoT関連システム等）に

おける営業及び営業支援業務。 

不問 

（PCパーツの

販売経験優遇） 

他に分類さ

れない事業

サービス業 

IT営業（おも

てなし電話） 

IoT商材をお客様にご提案、販売を行います。

新規開拓が主となります。街の店舗など小～中

規模店舗（企業）などが対象。取り扱う商品・

サービスは、CTIシステムをはじめ、話題の

Pepper、IoT商材等です。 

不問 

（44歳以下：

経験不問・新卒
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者と同等の処

遇） 

情報処理・

提供サービ

ス業 

IoT開発ソリ

ュ－ション営

業 （SW／FW

開発） 

顧客ニーズに最適な IoTソリューション、ソフ

トウェアやファームウェア開発プロジェクトの

提案。 

・社内の技術者から技術サポートを受けられる

ので一人で提案に悩むようなことはありませ

ん。 

・顧客へのアプローチは全社をあげてバックア

ップします。 

・営業事務処理はアシスタントがフォローする

ので営業活動に専念できます。 

・高度な技術知識、コミュニケーションスキル

を獲得できるお仕事です。 

不問 

（ＭＳワード、

エクセル、パワ

ーポイント使用

できる方） 

他に分類さ

れない事業

サービス業 

プロジェクト

支援業務 

主な業務は IoT関連プロジェクト支援。収集さ

れた様々なデータ＆画像等の解析、分類、照

合、整理等の補助業務。 

ＰＣ作業３年以

上 

計量証明業 技術 環境分野においてビッグデータを扱う IoT の評

価測定分析装置の開発と実際の測定を行いま

す。ハードウェア、ソフトウェア、AI、評価技

術のいずれかの分野でも歓迎します。未経験で

も向上心があれば指導しますので、ご安心下さ

い。 

不問 

（パソコン操作

（エクセル・ワ

ード）） 

ソフトウェ

ア業 

人工知能

（AI）開発 

人工知能の開発に携わって頂きます。家の中の

家電とリンクして自動で動かしたり、利用者と

会話のできる AIの開発を目指します。未経験

の方でも、まずはテスト等の簡単な業務から行

って頂き、ご希望の分野に進むための経験を積

んでから本格的な開発に進んで頂きます。 

不問 

（29歳以下：

長期勤続による

キャリア形成を

図る為） 

ソフトウェ

ア業 

ロボット開発

支援 

業務用作業ロボットの開発支援に携わって頂き

ます。１テスターとして手を動かす他、開発管

理のドキュメントも作成して頂きます。Python

に触れる機会もあります。 本格的な開発への

スキルアップも可能ですので、ITの道に進み

たい方・将来ロボットや AIの開発に携わりた

い方はぜひご応募ください。 

不問 

（29歳以下：

長期勤続による

キャリア形成を

図る為） 

ソフトウェ

ア業 

ビッグデータ

のデータ整

理、ユーザ対

応（SQL） 

ビッグデータの整理やユーザからの問い合わせ

に対するデータチェックや確認を行います。DB

へのアクセスが必要な為、SQLの使用がありま

す。メンバーサポートからのスタートなので安

心して作業開始が出来ます。 

SQLの使用経験 
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経営コンサ

ルタント業 

エンジニアア

シスタント 

（RPA5仕様作成等のバックオフィス業務）弊社

では「人事×IT」をキーワードとして人事業務

の自動化を進めています。 社内エンジニアの

指示のもと、クライアントや社内の要望にあわ

せて RPAシステムの作成・仕様変更等の業務を

行っていただきます。 

htmlに触れた

経験があるこ

と、日常会話レ

ベルの英語に抵

抗感のない方を

歓迎。 

 

 企業等アンケートの分析結果 

2.3.1 調査の目的及び実施方法 

（１） 目的 

基礎的 IT リテラシーとして全てのビジネスパーソンが身に着けるべき能力や要件を明らかにするため、

IT のユーザー側企業を対象にアンケート調査を行った。アンケート調査では、企業における IT の活用状

況、従業員の IT の活用レベル及び中途採用者に求める IT に係る人材要件を明らかにすることで、基礎的 IT

リテラシーの構成要素の抽出を行った。 

 

（２） 実施方法 

アンケート調査は、無作為に抽出した全国 5,000 社の企業及び札幌商工会議所会員企業 1,685 社のうち以

下の条件に合致する企業を対象に行った。 

 IT ユーザー側企業 

 従業員 300 人以下の中小企業 

アンケートは、インターネット上で回答する形式で実施した。調査は、2017 年 12 月 7 日から 2018 年 1

月 9 日の約 1 か月間実施し、360 社から回答を得た。 

 

（３） IT 活用レベルの設定 

企業における従業員の IT の活用レベル及び中途採用に求める IT に係る人材要件を把握するため、IT 活用

レベルの設定を行った。設定にあたり、日本商工会議所による「クラウド等の活用に関する小規模・中小企

業者への取組みについて」において記された「中小企業・小規模事業者の IT 利活用段階6」を参考に、IT 活

用レベルの検討を行った。また、表計算ツールや文書・資料作成ツール等、従来の IT については従来技術

として、IoT や AI 等、第 4 次産業革命に係る技術については、新技術としてそれぞれ整理を行った。 

従来技術については、就業現場での利用頻度やあらゆる業種に汎用的な技術という観点から、以下の 4

つの技術について活用レベルを整理した。 

                                                   
5 Robotic Process Automation の略。ロボットによる業務自動化の取り組みを表す。 

6 http://www.soumu.go.jp/main_content/000365828.pdf 
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 表計算ツール（Excel 等） 

 文書・資料作成ツール（Power Point、Word 等） 

 コミュニケーションツール（電子メール、ウェブサイトや SNS 等） 

 業務システム（顧客管理システム、販売管理システム、生産・製造管理システム、教育訓練システ

ム等） 

従来技術に関する活用レベルとして、図表 2.3-1 に示すように、「使用なし（使用場面がない）」、「基

本操作（基本操作ができる）」、「応用操作（ある程度の応用操作ができる）」、「高度活用（高度に使い

こなせる）」及び「価値創造（新たな価値を生み出せる）」の 5 段階で整理した。 

新技術については、今後、様々な業種において活用される可能性がある技術という観点から、以下の 5

つの技術について活用レベルを整理した。 

 IoT 

 ビッグデータ 

 AI 

 ロボット 

 クラウド 

新技術に関する活用レベルも従来技術と同様に 5 段階でレベルを整理した。ただし、新技術については

まだ研究開発途上にあり、実世界において広く普及していないため、「認知（技術等の概要を知ってい

る）」というレベルを設けた。したがって、図表 2.3-2 に示すように、「使用なし（使用場面がない）」、

「認知（技術等の概要を知っている）」、「操作可能（機器等の操作ができる）」、「高度活用（高度に使

いこなせる）」及び「価値創造（新たな価値を生み出せる）」の 5 段階で整理した。 

次項以降にアンケート調査結果を記す。 
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図表 2.3-1 従来技術に係る IT 活用レベル 

 

  

技術/段階

活用段階０

使用なし

（使用場面がない）

活用段階１

基本操作

（基本操作ができる）

活用段階２

応用操作

（ある程度の応用操作が

できる）

活用段階３

高度活用

（高度に使いこなせる）

活用段階４

価値創造

（新たな価値を生み出

せる）

表計算ツール
（Excel等）

データを紙で保管している

計算を電卓等で行っている

指導指示の下、定められた入力欄に

対し、業務上の各種データを入力で

きる（日常定型業務等）

※マイクロソフトオフィススペシャリスト(

一般)レベル

関数やグラフを用いてデータを集計・

可視化し、その結果の示す情報を自

身で分析・考察できる

※マイクロソフトオフィスエキスパート(

上級)レベル

データの分析・考察結果から、自分の

身の回りの業務上の課題を発見し、

その解決策を示す等の改善提案がで

きる

データの分析・考察結果から、改善

提案にとどまらず、事業の売上や利益

の向上、新たな事業・施策の創出に

繋がる案を上申する等、事業全体や

経営の意思決定に役立つデータ活用

ができる

文書・資料作成

ツール

（PowerPoint、

Word等）

手書きで資料を作成している 指導指示の下、既存の雛型等を参

照しながら報告書や提案書等を作

成することができる（日常定型業務

等）

※マイクロソフトオフィススペシャリスト

(一般)レベル

要求された文書・資料の使用目的

を理解した上で、他者が理解しやす

いようグラフやデザイン等を使用した

資料を自身で作成できる

※マイクロソフトオフィスエキスパート

(上級)レベル

自分の身の回りの業務上の課題や、

その解決策を伝える資料を作成し、

関係者との議論に活用することがで

きる

改善提案にとどまらず、事業の売上

や利益の向上、新たな事業・施策の

創出に繋がる案を上申する等、事

業全体や経営の意思決定に役立つ

資料を作成することができる

コミュニケーション

ツール（電子メー

ル、ウェブサイト、

SNSサイト等）

情報発信は電話、FAXや紙媒体

（パンフレット、チラシ等）を使用し

ている

既存コミュニケーションツールをマニュ

アルを見ながら操作でき、社内外に

情報発信ができる

様々なコミュニケーションツールの特

徴を理解しており、目的に合わせて

適切な手法を選択し、社内外に情

報発信ができる

様々なコミュニケーションツールを目

的に合わせて適切に組み合わせ、解

析ツール等を活用し、効果検証を行

い、自分の身の回りの業務上の課

題の解決に活用することができる

様々なコミュニケーションツールを目

的に合わせて適切に組み合わせ、解

析ツール等を活用し、効果検証を行

い、改善提案にとどまらず、事業の売

上や利益の向上、新たな事業・施

策の創出に繋がる案を上申すること

ができる

業務システム（顧

客管理システム、

販売管理システム、

生産・製造管理

システム、教育・

訓練システム

（e-ラーニング）

等）

手書きで帳簿を管理している 定められたマニュアルに沿って、指導

指示の下、各種システム上で情報を

入力することができる（日常定型業

務等）

自身で条件を設定し、システムから

必要なデータを抽出・加工することが

できる

自分の身の回りの業務上の課題や、

その解決策を検討するために、シス

テムより抽出・加工したデータを分

析・考察し、関係者との議論に活用

することができる。

また、自分の身の回りの業務におい

てシステムの導入が適切な場面や改

修内容を検討することができる。

システムより抽出し分析・考察した

データをもとに、改善提案にとどまらず、

事業の売上や利益の向上、新たな

事業・施策の創出に繋がる案を上

申する等、事業全体や経営の意思

決定に役立つ活用ができる。

また、自社の業務においてシステムの

導入が適切な場面や改修内容を検

討することができる。

操作 活用
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図表 2.3-2 新技術の IT 活用レベル 

 

  

技術/段階

活用段階０

使用なし

（使用場面がない）

活用段階１

認知

（技術等の概要を知ってい

る）

活用段階２

操作可能

（機器等の操作ができる）

活用段階３

高度活用

（高度に使いこなせる）

活用段階４

価値創造

（新たな価値を生み出

せる）

IoT 機器同士がインターネットを介して繋

がっておらず、個々の機器が個別に

制御・作用している

IoTとは何かや具体的な活用事例・

サービス・商品名を知っており、IoTを

活用する具体的な場面やメリットを理

解している

定められたマニュアルに沿って、指導指

示の下、IoT機器の操作ができる

また、機器から収集したデータの異常

等を発見し、関係者に報告・相談す

ることができる

IoT機器から収集したデータを分析・

考察し、自分の身の回りの業務の課

題解決策や生産性向上策を示す等

の改善提案ができる

また、自分の身の回りの業務において

IoTの導入・活用が適切な場面を検

討することができる

IoT機器から収集し分析・考察した

データをもとに、改善提案にとどまらず、

事業の売上・利益や生産性向上、

新たな事業・施策の創出に繋がる案

を上申する等、事業全体や経営の意

思決定に役立つ活用ができる

また、自社の事業においてIoTの導

入・活用が適切な場面を検討するこ

とができる

ビッグデータ エクセル等で作業できる量のデータを

活用している

ビッグデータとは何かや具体的な活

用事例・サービス・関連商品名を

知っており、ビッグデータを活用する具

体的な場面やメリットを理解している

指導指示の下、BIツール（※）等

の解析ツールを使用して膨大なデー

タを集計することができる

集計データを自身で分析・考察し、

自分の身の回りの業務上の課題解

決策や効率化策を示す等の改善提

案ができる

また、自分の身の回りの業務におい

てビッグデータの活用が適切な場面

を検討することができる

分析・考察したデータをもとに、改善

提案にとどまらず、事業の売上や利

益の向上、新たな事業・施策の創

出に繋がる案を上申する等、事業

全体や経営の意思決定に役立つ活

用ができる

また、自社の事業においてビッグデー

タの活用が適切な場面を検討するこ

とができる

AI 従業員（人）により、業務上の作

業や判断を行っている

AIとは何かや具体的な活用事例・

サービス・商品名を知っており、AIを

活用する具体的な場面やメリットを

理解している

定められたマニュアルに沿って、指導

指示の下、AIが搭載された機器の

操作ができる

また、機器から収集したデータの異常

等を発見し、関係者に報告・相談す

ることができる

AIが搭載された機器から得たデータ

を分析・考察し、自分の身の回りの

業務上の課題解決策や効率化策

を示す等の改善提案ができる

また、自分の身の回りの業務におい

てAIの導入・活用が適切な場面を

検討することができる

AIが搭載された機器より得て分析・

考察したデータをもとに、改善提案に

とどまらず、事業の売上・利益や生

産性の向上、新たな事業・施策の

創出に繋がる案を上申する等、事

業全体や経営の意思決定に役立つ

活用ができる

また、自社の事業においてAIの導

入・活用が適切な場面を検討するこ

とができる

ロボット 従業員（人）により業務上の作業

を行っている

ロボットとは何かや具体的な活用事

例・サービス・商品名を知っており、ロ

ボットを活用する具体的な場面やメ

リットを理解している

定められたマニュアルに沿って、指導

指示の下、ロボット（自律的に作業

する機器）の操作ができる

また、機器そのものや、機器から収

集したデータの異常等を発見し、関

係者に報告・相談することができる

自分の身の回りの業務上における、

ロボット（自律的に作業する機器）

の働きを分析・考察し、より良い動

作案を示す等の改善提案ができる

また、自分の身の回りの業務におい

てロボットの導入・活用が適切な場

面を検討することができる

ロボットの動作等の改善提案にとどま

らず、事業の売上や利益の向上、新

たな事業・施策の創出に繋がる案を

上申する等、事業全体や経営の意

思決定に役立つ活用ができる

また、自社の事業においてロボットの

導入・活用が適切な場面を検討す

ることができる

クラウド PCや自社のサーバの中だけでデータ

を保存している

クラウドとは何かや具体的な活用事

例を知っており、クラウドを活用する

具体的な場面やメリットを理解してい

る

定められたマニュアルに沿って、指導

指示の下、クラウド上で情報の編集

や格納、共有等の操作ができる

自分の身の回りの業務において、クラ

ウドを活用した課題解決策や効率

化策を示す等の改善提案ができる

また、自分の身の回りの業務におい

てクラウドの導入・活用が適切な場

面を検討することができる

クラウドを活用した改善提案にとどま

らず、事業の売上や利益の向上、新

たな事業・施策の創出に繋がる案を

上申する等、事業全体や経営の意

思決定に役立つ活用ができる

また、自社の事業においてクラウドの

導入・活用が適切な場面を検討す

ることができる

操作 活用認知
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2.3.2 調査結果 

（１） 回答企業の基礎情報 

a） 操業年数 

アンケート回答企業の半数以上が操業 50 年未満の企業であり、50 年以上の企業は約 4 割である。 

図表 2.3-3 操業年数 

 

b） 社員数 

回答企業のうち半数以上が 50 人未満の規模の企業である。回答企業のうち「5～29 人」が 32.5％と最も

高く、次いで「50～99 人」が 22.5％、「30～49 人」が 21.9％と高い。 

図表 2.3-4 社員数 

 

10年未満

2.8 
10～29年

20.8 

30～49年

34.4 

50～69年

23.9 
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N=360
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1.9 
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32.5 

30～49人

21.9 

50～99人
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100～300
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21.1 

N=360
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c） 業種 

業種として「製造業」が 24.2％と最も高く、次いで「建設業」が 13.1％、「卸売業」が 12.5％と高い。 

図表 2.3-5 業種 

 

 

d） 最も IT を活用する職種 

最も IT を活用する職種として「事務職」が 55.3％と最も高く、全体の半分以上を占める。次いで「営業

職」が 15％、「専門・技術職」が 12.2％と高い。 

図表 2.3-6 最も IT を活用する職種 
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（２） 従来技術に係る活用状況 

現在の活用段階として、いずれの技術も「基本操作」が約 5 割と最も高く、次いで「応用操作」が約 3～

4 割と高い。業務システムについては、「使用なし」の割合が従来技術の中で最も高い。将来、到達して欲

しい姿としては、いずれの技術も「基本操作」の割合が減少し、「応用操作」の割合が増加し、約 5 割と

最も高い。また、「高度活用」の割合も約 3 割に増加しており、特に表計算ツールについては 35.3%と他

の技術に比べて高い。 

図表 2.3-7 現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 

 

 

（３） 新技術に係る活用状況 

a） 新技術の認知度合 

AI、ロボット及びクラウドについては、約 9 割が「知っている」と回答しているが、IoT 及びビッグデー

タについては約 7 割に留まり、約 3 割が「知らない」と回答している。 

図表 2.3-8 新技術の認知度合 
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（４） 新技術の活用意向・活用状況 

全体では、クラウド以外の新技術については「活用イメージがない」が約 6 割と最も高く、既に活用し

ているという企業は 1 割にも満たない。一方で、クラウドについては「活用イメージがない」という回答

は、23.1％に留まり、34.4％が「活用中」、26.9％が「活用検討中、未活用」と回答している。認知度別で

は、「知っている」と回答した企業でもクラウド以外の新技術については「活用イメージがない」という回

答が最も高く、特に AI については 59.2％が「知っている」が「活用イメージがない」と回答している。ま

た、「検討したが活用しない」「活用検討中、未活用」「活用中」回答企業において、該当技術を「知らな

い」と回答している企業もある。 

図表 2.3-9 新技術の活用意向・活用状況 

 

 

（５） 新技術の活用理由 

新技術の活用理由として、「業務合理化・迅速化」が 73.4％と最も高く、次いで「コストの削減」が

50％と高い。 
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図表 2.3-10 新技術の活用理由 

 

b） 新技術の現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 

新技術の現在の活用段階としては、クラウド以外の技術についてはいずれも「使用なし」が約 6 割と最

も高い。また、クラウド以外のいずれの技術も「認知」レベルが約 2 割、「操作可能」レベルは 1 割に満

たない。一方で、クラウドについては「使用なし」は 22.2％に留まり、「認知」レベルが 34.9％と最も高

く、次いで「操作可能」レベルが 28.6％と続く。 

図表 2.3-11 新技術の現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 
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（６） 人材確保方法、従業員育成状況 

a） 従来技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 

従来技術に関する公共職業訓練に対する受講意向として、いずれの技術も「操作レベル」が約 3～4 割と

最も高い。表計算ツール以外の技術については、「基本操作レベル」が約 2 割～3 割と次に高い。表計算ツ

ールについては、「高度活用レベル」が 20.8％と「操作レベル」の次に高い。いずれの技術も「価値創造

レベル」については、約 1 割に満たない。 

図表 2.3-12 公共職業訓練に関する受講意向（従来技術） 
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受講意向がある場合では、「操作レベル」が 28.3％と最も高く、次いで「概要レベル」が 25.3％と続く。 
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図表 2.3-13 公共職業訓練に関する受講意向（新技術） 
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と最も高く、次いで「操作レベル」が約 3 割～4 割と高い。業務システムについては、「有していなくてよ
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図表 2.3-14 中途採用者に求める従来技術の活用レベル 
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d） 中途採用者に求める新技術の活用レベル 

新技術に係る中途採用者に求める活用レベルとして、クラウド以外のいずれの技術も「有していなくてよ

い」が約 5 割と最も高く、次いで「概要レベル」が約 3 割と高い。クラウドについては、「概要レベル」

が 35％と最も高く、次いで「有していなくてよい」が 32.5％と高い。また、「操作レベル」と回答した割

合がクラウドについては 23.9％と、他技術と比べて高い。 

図表 2.3-15 中途採用者に求める新技術の活用レベル 
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 福祉 

 卸売業 

 小売業 

 サービス業（他に分類されないもの） 

 製造業 

 宿泊業 

選定した企業を対象に対面でのインタビュー形式でヒアリング調査を行った。 

 

図表 2.4-1 ハローワークにおける業種別求人数 

 

出典：労働市場分析レポート第 69 号「正社員求人の動向」（厚生労働省 2016 年 7 月 29 日） 

（３） 実施内容 

図表 2.4-2 に記すように事業内容、IT 活用状況、人材育成状況及び IT に係る人材要件についてヒアリン

グを行った。事業内容については、調査対象企業における主要事業に焦点をあてヒアリングを行った。IT

活用状況についても主要事業の展開にあたって活用している IT を中心にヒアリングを行った。また、IT に

係る人材要件については、2.3.1.（3）において設定した IT 活用レベルに基づきヒアリングを行った。 

産業名
新規求人数（平成27年度：月平均値）

正社員

医療,福祉 18.9（21.6%）※1 8.3（43.9%）※2

卸売業，小売業 13.5（15.4%） 4.8（35.2%）

サービス業（他に分類されないもの） 12.2（13.9%） 2.7（21.8%）

製造業 8.4（9.6%） 4.0（47.8%）

宿泊業，飲食サービス業 7.8（8.9%） 2.4（30.4%）

建設業 6.5（7.4%） 5.3（81.5%）

運輸業，郵便業 4.9（5.6%） 2.8（56.7%）

生活関連サービス業，娯楽業 3.6（4.1%） 1.4（37.8%）

情報通信業 2.6（3.0%） 1.7（65.3%）

学術研究，専門・技術サービス業 2.4（2.7%） 1.2（51.5%）

公務（他に分類されるものを除く）・その他 1.8（2.1%） 0.0（2.6%）

不動産業，物品賃貸業 1.7（1.9%） 0.9（52.2%）

教育，学習支援業 1.4（1.6%） 0.4（27.1%）

金融業，保険業 0.6（0.7%） 0.2（38.0%）

複合サービス事業 0.6（0.7%） 0.1（8.6%）

農，林，漁業 0.6（0.7%） 0.2（30.3%）

電気・ガス・熱供給・水道業 0.1（0.1%） 0.0（55.5%）

鉱業，採石業，砂利採取業 0.0（0.0%） 0.0（ - ）

産業計 87.6 36.3（41.5%）

• ※1の（ ）内は産業計を100とした新規求人数の割合。※2の（ ）内は新規求人数を100とした正社員求人の割合。
• 新規求人数500人未満については割合を計算せず「-」とした。

(単位：万人)
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次項以降にヒアリング結果を記す。なお、IT 活用レベルについて従来技術及び新技術とも便宜上、以下

のように記す。 

 活用段階 0：従来技術及び新技術における「使用なし（使用場面がない）」 

 活用段階 1：従来技術における「基本操作（基本操作ができる）」、新技術における「認知（技術等

の概要を知っている）」 

 活用段階 2：従来技術における「応用操作（ある程度の応用操作ができる）」、新技術における「操

作可能（機器等の操作ができる）」 

 活用段階 3：従来技術及び新技術における「高度活用（高度に使いこなせる）」 

 活用段階 4：従来技術及び新技術における「価値創造（新たな価値を生み出せる）」 

 

図表 2.4-2 ヒアリング項目及び内容 

項目 内容 

事業内容  主要事業の内容 

 主要事業における具体的な業務内容 

IT 活用状況  主要事業において活用している IT 

 各業務工程において活用している IT、具体的な活用方法 

IT に係る人材要件  従業員の現在の IT活用レベル 

 将来、従業員に到達してもらいたい IT活用レベル 

 中途採用者に求める IT活用レベル 

人材育成状況  現在、実施している人材育成の内容 

 人材育成に係る課題 

 公共職業訓練に求めること 

 

（４） 調査対象企業 

（2）で記した方法で選定した調査対象企業は、以下の 15 社である。 

 

図表 2.4-3 調査対象企業の一覧 

業種 企業名 所在地 主な事業 

製造業 A 社 東京都 金属材料の試験片製造、機械部品等の非破壊検査 

B 社 千葉県 金属の切削加工、及び金属部品の海外調達及び販売 

C 社 神奈川県 航空宇宙産業をはじめとした様々な産業向け部品の製造 

D 社 東京都 金属パイプ加工・板金加工に係る製品の開発・生産・販

売 

E 社 東京都 理化学器機製造、板金加工、機械修理、油圧機器製造 

医療・福祉業 F 社 茨城県 デイサービスやショートステイ、居宅介護支援サービス

を提供する特別養護老人ホームの運営 
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G 社 千葉県 居宅介護支援、訪問看護・介護、福祉用具貸与・販売、

住宅改修、リハビリ特化型デイサービス等の総合的な在

宅介護関連サービスの提供 

H 社 千葉県 訪問介護、通所介護（デイサービス）サービスの提供 

卸売業 I 社 千葉県 計量器の販売、検査、修理 

J 社 千葉県 住宅設備、管財、空調機器等の卸売 

サービス業 K 社 千葉県 環境プラント装置や実験装置の企画、設計、製作等 

L 社 東京都 駐車場・駐輪場施設の運営、放置自転車対策事業、フィ

ットネスジムの運営 

小売業 M 社 東京都 大手コンビニチェーンのフランチャイズ店舗の運営 

建設業 N 社 東京都 住宅の新築、リフォームの設計施工及びその他木造建築

全般の設計施工 

宿泊業 O 社 神奈川県 宿泊・日帰り施設の運営、ブライダルサービスの提供、

クラウド型旅館・ホテル管理システムの開発・販売 

 

2.4.2 IT ユーザー企業へのヒアリング調査結果 

（１） A 社（製造業/東京都） 

a） 事業内容 

A 社は、金属材料の試験片の製造及び機械部品等の検査を BtoB で行う、創業 60 年超、従業員約 40 名の

企業である。主な取引先は、金属材料の研究を行っている企業で、自動車関連や重電関連からの受注が多

い。同社は東京に本社（工場）を置き、その他東京近郊にも工場を有する。 

 

b） IT 活用状況 

同社において活用している IT は、図表 2.4-4 に記す通り、クラウド、CAD システム、生産管理システム

及び各種 Office 系ツールである。クラウドについては、従業員間のタイムリーな状況共有を目的に、使用

を開始したところである。また、同社では、自動車関連の金属部品に係る試験片の製造や検査業務を請け負

っている関係から、取引先の自動車メーカーより指定された 3D-CAD ソフトを使用している。生産管理シ

ステムについては、同社の多品種少量生産のビジネスモデルに適したものを使用している。Office 系ツール

については、メール、Word 及び Excel の使用が中心となっている。 

これらの他、試験片製造時に使用する工作機械及び非破壊検査時に使用する検査機械を有する。いずれも

コンピュータ制御されている機械は一部であり、手動で操作する形式のものが主である。 

 

図表 2.4-4 A 社において活用している IT 

活用 IT 目的 概要 

クラウド タイムリーな情報共有に

よる業務効率化及び営業

力強化 

 顧客の要望や依頼内容を営業が所定のフォー

マットに入力し、当該情報をリアルタイムに

社内メンバーに共有 

 出先でも工場（製造チーム）の稼働状況をリ

アルタイムに把握し、営業機会のロスを低減 
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CAD システム 図面作成による発注内容

の明確化、認識齟齬の解

消 

 顧客の依頼内容に沿った納品物製造のため、

認識合わせ等に図面を作成 

生産管理システム 

 

進捗状況の見える化・共

有による生産工程の管理 

 作業終了後製品に付したバーコードを読み取

り、生産進捗状況を管理 

各種 Office 系ツール 

※メール、Word、
Excel 

メールや各種ドキュメン

トによる社内外への情報

発信 

 社内外への連絡手段としてメールを使用 

 社内外への情報伝達手段として、Word や

Excel を使用し各種ドキュメントを作成 

 

c） 現在の従業員の IT 活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

同社における従業員の現在の全体的な IT 活用レベルは、タイピングやクリックといった基本的な操作方

法や業務を遂行する上で必要となる範囲の知識・スキルを有する程度である。Excel の高度な関数を用いて

データ分析ができる等、高い IT 活用スキルを有した従業員も数名いる。 

従業員に将来到達を期待するレベルとしては、「活用段階 2」程度と考えている。一方で、一部の従業員

については、IT を活用した新たなビジネスの創出や、既存事業の効率改善等の生産性向上に関する提案を

経営層に行うことができるレベルに達してもらいたい、との想いもある。これは、今後の安定した経営や事

業拡大の実現のために、そうした経営視点を有する人材の育成が一つの経営課題であることが、背景として

存在する。 

同社における従業員の現在の各 IT に対する活用レベルは、図表 2.4-5 に記すように、いずれも「活用段

階 1」から「活用段階 2」である。将来到達を期待する活用レベルは、いずれも「活用段階 2」から「活用

段階 3」の感覚を有する程度である。 

 

図表 2.4-5 活用 IT ごとの従業員の現在の活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

活用 IT 現在の活用レベル 将来到達を期待するレベル 

クラウド 活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 

CAD システム 活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 

生産管理システム 

 

活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 

各種 Office 系ツール 

※メール、Word、Excel 

活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 

 

d） 中途採用者に求める IT に係る人材要件 

同社では中途採用に関する取組として、民間企業が提供する求人サービスの利用及びハローワークの活用

を行っている。 

同社では採用時に IT に関する明確な条件は設けていないが、中途採用者に求める IT 活用レベルは「活用

段階 1」程度と考えている。 
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（２） B 社（製造業/千葉県） 

a） 事業内容 

B 社は、BtoB で NC 旋盤、マシニングセンターを中心とした金属の切削加工、及び金属部品の海外調達

及び販売を行う、創業 70 年超、従業員約 30 名の部品メーカーである。同社は千葉県に本社（工場）を置

き、食品・飲料・化粧品メーカーからインフラ関係まで、幅広い取引先を有する。 

 

b） IT 活用状況 

同社において活用している IT は、図表 2.4-6 に記す通り、CAD、販売管理システム及び各種 Office 系ツ

ールである。受注から売上までの一連の進捗はパッケージの販売管理システムにて、納期の管理は Excel に

て、それぞれ別に管理している。CAD については、部品生産に向けた加工データの作成場面で使用してい

る。Office 系ツールについては、メールの活用が主となっている。 

 

図表 2.4-6 B 社において活用している IT 

活用 IT 目的 概要 

CAD 加工データの作成 

 

 顧客より受領した紙の図面をもとに、CAD

を使って加工データを作成 

販売管理システム 販売管理 

 

 受注～売上までの一連の進捗を管理  

 パッケージソフトを導入し、帳票のフォー

マットのみカスタマイズし使用 

Excel 
 

納期管理 

 

 受注内容に応じて必要な工程を Excel に入力

し、納期を設定（計算式により必要日数が

自動反映） 

各種 Office 系ツール 

※メール、Word、

Excel、PowerPoint 

メールや各種ドキュメント

による社内外への情報発信 

 社内外への連絡手段として、メールを使用 

 社内外への情報伝達手段として、Word や

Excel、PowerPoint により各種ドキュメント

を作成（いずれも活用頻度は低い） 

 

c） 現在の従業員の IT 活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

同社における従業員の現在の全体的な IT 活用レベルは、タイピングやクリックといった基本的な操作方

法や業務を遂行する上で必要な範囲の知識・スキルを有する程度である。 

従業員に将来到達を期待するレベルとしては、全体として「活用段階 2」から「活用段階 3」の感覚を有

する程度と考えている。同社はノウハウの属人化に課題を抱えており、マニュアル作成によるノウハウの見

える化・技術伝承の促進や、社会人としての基礎となる表現能力を養う目的で、従業員には今後

PowerPoint の作成等に積極的に挑戦させていきたいと考えている。また、同社は採用力強化を目的にホー

ムページを強化し、SNS とも連動させで積極的に情報発信しており、従業員にも SNS 活用のリスクやマナ

ー等を学んでほしいと考えている。なお、同社は今後 IoT 等の新技術の活用も積極検討しており、将来的に

はそれら新技術を使いこなし生産性向上を実現できる人材へのニーズも有している。 
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同社における従業員の現在の各 IT に対する活用レベルは、図表 2.4-7 に記すように、いずれも「活用段

階 1」から「活用段階 2」である。将来到達を期待する活用レベルについては、いずれも「活用段階 2」か

ら「活用段階 3」の感覚を有する程度である。 

 

図表 2.4-7 活用 IT ごとの従業員の現在の活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

活用 IT 現在の活用レベル 将来到達を期待するレベル 

CAD 活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 

販売管理システム 活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 

Excel 
 

活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 

各種 Office 系ツール 

※メール、Word、Excel、
PowerPoint 

活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 

 

d） 中途採用者に求める IT に係る人材要件 

同社では中途採用に関する取組として、職業訓練校卒業生やハローワーク経由での採用を行っている。 

採用時に IT に関する明確な条件は設けていないが、中途採用者に求める IT 活用レベルは「活用段階 1」

～「活用段階 2」程度と考えている。将来 IoT 等の導入を検討していることもあり、それら新技術について

も、現在世の中にどのようなものが存在するのかやその活用事例等に対する知識は、入社時に有していてほ

しいと考えている。 

 

（３） C 社（製造業/神奈川県） 

a） 事業内容 

C 社は、BtoB で航空宇宙産業をはじめとした様々な産業向け部品を製造する、創業約 60 年の企業であ

る。主な取引先は、航空機や医療機器の製造企業。同社は、神奈川に本社（工場）及び設計事務所を置き、

東京、欧州にも営業拠点を有する。従業員数はパートタイマーを含め 35 名。 

 

b） IT 活用状況 

同社において活用している IT は、図表 2.4-8 に記す通り、クラウド、生産・販売管理システム、及び各

種 Office 系ツールである。クラウドについては、同社ではクラウド型グループウェアを導入しており、フ

ァイルの共有や別拠点との WEB 会議に使用している。また、受注から売上までの一連の進捗を生産・販売

管理システムで管理している。Office 系ツールについては、メール、Word、Excel、PowerPoint の使用が

中心となっているが、特に品質管理部門においては、Excel を使用して品質分析を行うため、関数やピボッ

トテーブル等の理解が必要である。これらの IT 以外にも、設計部門では図面作成時 3DCAD を使用してい

る。 
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宇宙産業等の先端領域では特に営業力と製造能力両輪での向上が重要であるため、前述のクラウドや生

産・販売管理システムの活用にて蓄積された各種データをもとに、営業部門においては提案力や収益強化に

繋がる施策を目指すとともに、製造部門においては IoT や AI の活用も視野に入れた、生産性向上の施策を

検討していくことを目指している。 

 

図表 2.4-8 C 社において活用している IT 

活用 IT 目的 概要 

クラウド タイムリーな情報共有によ

る業務効率化及び営業力強

化 

 メール、スケジュール、ファイルの共有

等、主に営業部門が全面的に活用 

 今後は蓄積された情報から敗因分析等を行

い、営業力強化や不足している設備投資の

検討に繋げる 

生産・販売管理システ

ム 

生産工程管理  受注～売上までの一連の進捗を管理 

 各社より FAX、メール、Web-EDI 等で来る

受注情報を入力し、指示書のバーコードを

手で読み込みスケジュールを消込（操作は

テンキー入力レベル） 

Excel 
 

品質分析  品質管理部門が、精緻な品質分析のため統

計処理を実施 

各種 Office 系ツール 

※メール、Word、 

Excel、PowerPoint 

メールや各種ドキュメント

による社内外への情報発信 

 社内外への連絡手段として、メールを使用 

 社内外への情報伝達手段として、Word や

Excel、PowerPoint により各種ドキュメント

を作成 

 

c） 現在の従業員の IT 活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

 同社における従業員の現在の全体的な IT 活用レベルは、タイピングやクリック、テンキーの入力といっ

た基本的な操作方法や業務を遂行する上で必要となる範囲の知識・スキルを有する程度である。 

従業員に将来到達を期待するレベルとしては、「活用段階 2」から「活用段階 3」の感覚を有する程度と

考えている。今後は改善提案等の場面で生産管理システム等から得られたデータを活用し、より定量的に上

申できる能力を身につけさせたいと考えている。 

同社における従業員の現在の各 IT に対する活用レベルは、図表 2.4-9 に記すように、いずれも「活用段

階 1」から「活用段階 2」である。将来到達を期待する活用レベルについては、いずれも「活用段階 2」か

ら「活用段階 3」の感覚を有する程度である。 

 

図表 2.4-9 活用 IT ごとの従業員の現在の活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

活用 IT 現在の活用レベル 将来到達を期待するレベル 

クラウド 活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 

生産・販売管理システム 活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 
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Excel 活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 

各種 Office 系ツール 

※メール、Word、Excel、
PowerPoint 

活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 

 

d） 中途採用者に求める IT に係る人材要件 

同社では中途採用に関する取組として、民間企業が提供する求人サービスの利用、知人からの紹介及びハ

ローワークの活用を行っている。 

同社では採用時に IT に関する明確な条件は設けていないが、中途採用者に求める IT 活用レベルは「活用段

階 1」程度と考えている。 

 

（４） D 社（製造業/東京都） 

a） 事業内容 

D 社は、BtoB で金属パイプ加工・板金加工による製品の開発・生産・販売を行う創業約 70 年企業であ

り、主な取引先は、建設機械メーカー、自動車メーカー、特殊車両メーカー等である。同社は、東京に本社

（工場）及び 2 箇所の工場を置いている他、米国にも事業拠点を有し、従業員数はパートタイマーを含め

160 名が在籍している。 

 

b） IT 活用状況 

同社において活用している IT は、図表 2.4-10 に記す通り、生産管理システム、IoT 及びビッグデータで

ある。受注から納品まで平均 2 営業日という超短納期の事業形態をとっており、生産状況をリアルタイム

に把握するとともに日々決算にも対応するため、自社開発の生産管理システムを活用している。当該システ

ムはクラウド化し、同業他社への拡販を予定している。また、作業機械に iPod Touch を接着し、取得した

機械の稼働データを前述の生産管理システムに連動させる等、IoT やビッグデータ等の新技術も積極的に活

用している。現場従業員からも新しい IT 活用のアイディアを吸い上げ、実際に作って試し、機能しなけれ

ば止める、というアジャイル開発の仕組みをとっており、IT 導入やデータ活用による働き方改革を推進し

ている。 

 

図表 2.4-10 D 社において活用している IT 

活用 IT 目的 概要 

生産管理システム 進捗状況の見える化・共有

による、生産性向上 

 生産指定～品質管理、状況分析まで一連で

管理できる自社開発システムを製造現場社

員全員がタブレットにて使用 

 自身や作業班の作業工程の実績が定量的に

把握でき、データは紙で出力し現場に置い

ておき、遅延のリカバーや改善の材料とし

て確認されている 
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※数年以内にクラウド化予定 

IoT 進捗状況の見える化・共有

による、生産性向上 

 作業機械にタブレットを付け、タブレット

の加速度センサーを活用し作業量（＝機械

の揺れ）を把握。上記生産管理システムに

データ連動させ、生産性向上に活用 

ビッグデータ 

 

生産性向上に向けた改善点

の把握 

 生産管理システムのログインが出退勤管理

と連動しており、ログイン時、自身の体調

を選択。今後は蓄積されたそれらの情報を

もとに、体調と生産性の連関等、さらなる

生産性向上や働き方改革に向けた検討に活

用予定 

 

c） 現在の従業員の IT 活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

 同社では全従業員にタブレットを配布し、勤怠管理や生産管理もそのシステム上で行っている。同社にお

ける従業員の現在の全体的な IT 活用レベルは、タイピングやクリック等の基本的な操作方法や業務を遂行

する上で必要となる範囲の知識・スキルを有する程度であるが、製造ラインの従業員は前述のタブレットを

用い、自身の生産状況をリアルタイムかつ定量的に確認し、作業改善に繋げることがすでに習慣化されてい

る。 

従業員に将来到達を期待するレベルについては、IT に関する知識・スキルは業務上必要な範囲でよく、

それ以上に得られたデータから様々なことを読み取り、業務の改善に繋げることのできる能力を有してほし

いと考えている。加えて、IT 活用の前提として、まずは自身が何を実現したいのかを考え説明できる能力

を重視している。 

同社における従業員の現在の各 IT に対する活用レベルは、図表 2.4-11 に記すように、いずれも「活用段

階 1」から「活用段階 3」であり、将来到達を期待する活用レベルは、IT を目的ではなく手段として使いこ

なしてほしいという観点から、いずれも「活用段階 1」から「活用段階 3」である。 

 

図表 2.4-11 活用 IT ごとの従業員の現在の活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

活用 IT 現在の活用レベル 将来到達を期待するレベル 

生産管理システム 活用段階 1～活用段階 3 活用段階 1～活用段階 3 

IoT 活用段階 1～活用段階 3 活用段階 1～活用段階 3 

ビッグデータ 活用段階 1～活用段階 3 活用段階 1～活用段階 3 

 

d） 中途採用者に求める IT に係る人材要件 

同社では様々なバックグラウンドを持つ中途採用者を受け入れており、ハローワークも活用している。 

同社では採用時に IT に関する明確な条件は設けていない。Excel や PowerPoint 等の Office 系ツールを使

えることは望ましいが、IT スキル以上に、コミュニケーションスキルや、業務を通じて実現したいことが

明確になっているか等、IT 活用の前提となる基礎力部分を重視している。 
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（５） E 社（製造業/東京都） 

a） 事業内容 

E 社は、主に油圧機器、板金加工、福祉機器等、少量・多品種のカスタムメイド型のものづくりサービス

を BtoB で提供している、創業 50 年超の企業である。東京都に本社と工場を置き、その他東北地方に工

場、関西地方に事業所を有する。従業員数は約 40 名。 

 

b） IT 活用状況 

同社において活用している IT は、図表 2.4-12 に記す通り、生産管理システム、CAD 及びグループウェ

アである。生産管理システムについては、顧客にタイムリーかつ正確に納期や生産状況を回答することを目

的に、各部材の生産工程の見える化を図るため使用。CAD については、顧客との納品物のイメージ合わせ

に使用し、発注内容の明確化を図っている。また、同社は事業所が都道府県を跨いで離れていることから、

事業所間／部門間コミュニケーション基盤としてグループウェアを活用し、情報共有の量・質を向上してい

る。 

 

図表 2.4-12 E 社において活用している IT 

活用 IT 目的 概要 

生産管理システム 

 

タイムリーな情報共有によ

る業務効率化及び営業力強

化 

 各部材のリードタイムあるいは需要等から

在庫を持つ／持たないを判断 

 各部材の生産工程の見える化により、顧客

とのタイムリーな対応が可能 

 少量・多品種生産型に適したもの 

CAD 図面作成による発注内容の

明確化、認識齟齬の解消 

 顧客の依頼内容に沿った納品物製造のた

め、認識合わせ等に図面を作成 

グループウェア 効率的な社内での情報共有  事業所間／部門間のファイル共有や各種連

絡事項の共有等、社内での情報共有手段と

して使用 

 

c） 現在の従業員の IT 活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

同社における従業員の現在の全体的な IT 活用レベルは、タイピングやクリックといった基本的な操作方

法や業務を遂行する上で必要となる範囲の知識・スキルを有する程度である。 

同社における従業員の現在の各 IT に対する活用レベルは、図表 2.4-13 に記すように、いずれも「活用段

階 1」である。一方、将来到達を期待する活用レベルは、いずれも「活用段階 3」の感覚を有するレベルで

ある。例えば、これまでは熟練の技術者の勘に頼っていた高品質の製品づくりについて、温度や湿度といっ

た作業環境の情報等を数値化し見える化したデータを活用することで、若い技術者に目に見える形で学ば

せ、職人力の養成に繋げていきたいとの期待を有している。 
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図表 2.4-13 活用 IT ごとの従業員の現在の活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

活用 IT 現在の活用レベル 将来到達を期待するレベル 

生産管理システム 
 

活用段階 1 活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 

CAD 活用段階 1 活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 

グループウェア 活用段階 1 活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 

 

d） 中途採用者に求める IT に係る人材要件 

同社では中途採用に関する取組として、民間企業が提供する求人サービスの利用やハローワーク、職業能

力開発施設におけるインターンシップ制度等の活用を行っている。 

同社では IT に関する明確な条件は設けていないが、中途採用者に求める IT 活用レベルは「活用段階 1」

程度と考えている。 

 

（６） F 社（医療・福祉業/茨城県） 

a） 事業内容 

F 社は、BtoC でデイサービスやショートステイ、居宅介護支援サービスを提供する特別養護老人ホーム

である。現在約 60 名の従業員を有し、茨城県で事業を展開している。 

 

b） IT 活用状況 

同社において活用している IT は、図表 2.4-14 に記す通り、IoT、ロボット及び各種 Office 系ツールであ

る。同社では介護現場の業務に見守りセンサー付きのベッドマットレスや移乗介助ロボットを導入してお

り、これらは業務負荷の軽減に留まらず、従業員満足度の向上や雇用定着にも寄与している。また、介護記

録等の介護現場業務は紙への手書き運用が中心であるが、一部会議資料等の作成では Word や Excel も使

用。 

 

図表 2.4-14 F 社において活用している IT 

活用 IT 目的 概要 

IoT ※ 

 

業務効率化、従業員向上 

  

 見守りセンサー付きのベッドマットレス

を一部導入 

 担当従業員が、センサーの感知レベル等

の設定を別添の機器で操作（タッチ操作

レベル） 

 

※ネットワークにはつながっておらずスタン

ドアローン型ではあるが、センサーにて情
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報感知時、従業員の PHS にアラートを発す

る機能有 

ロボット 

 

業務補助、ES 向上 

  

 ハンモッククレーン型の移乗介助ロボッ

トを導入 

 ウェアラブルのパワースーツも実証的に

活用経験有 

 使用感や改善意見を、メーカーへ上申 

各種 Office 系ツール 

※Word、Excel、
PowerPoint 

各種ドキュメントによる施設

内への情報発信 

 

 施設内の事故防止委員会にて、事故発生

に関するデータをグラフ化し発表。今後

は、そのデータをもとに事故予防に繋げ

る考え。 

 施設内の広報誌を作成し、掲示 

 

c） 現在の従業員の IT 活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

同社における従業員の現在の全体的な IT 活用レベルは、各種 IT 機器の基本的な操作（タッチレベル）

や、Office 系ツールを使用した文字入力等、業務を遂行する上で必要な範囲の知識・スキルを有する程度で

ある。 

従業員に将来到達を期待するレベルとしては、全体として、「活用段階 3」程度である。同社は現在、入居

者全員に同じパッケージの介護サービスを提供する“金太郎飴型”の介護から、入居者一人ひとりの生活ス

タイルやエビデンスに基づいた “カスタマイズ型”の介護への転換を目指しており、それに伴い IoT 機器

等より吸い上げた入居者のバイタルデータ等各種情報の二次使用が重要テーマとなっている。そのため、単

に IT 機器を操作することに留まらず、それらより得たデータを介護活動に活かす能力の習得にニーズがあ

る。 

同社における従業員の現在の各 IT に対する活用レベルは、図表 2.4-15 に記すように、いずれも「活用段

階 1」から「活用段階 2」である。将来到達を期待する活用レベルは、いずれも「活用段階 3」である。 

 

図表 2.4-15 活用 IT ごとの従業員の現在の活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

活用 IT 現在の活用レベル 将来到達を期待するレベル 

IoT 
 

活用段階 1～活用段階 2 活用段階 3 

 

ロボット 

 

活用段階 1～活用段階 2 活用段階 3 

 

各種 Office 系ツール 

※Word、Excel、
PowerPoint 

活用段階 1～活用段階 2 活用段階 3 

 

 

d） 中途採用者に求める IT に係る人材要件 

同社では中途採用に関する取組として、ハローワーク経由での採用を積極的に行っている。 

現場の従業員については特に、慢性的な人手不足の状況下にあることや、現段階では業務全体の中で IT

関連能力の優先順位が高くないことから、採用時の IT 経験は不問としている。一方、前述の通り、今後よ
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りデータに基づいた介護サービスの提供に移行していくにあたり、IT より得られた情報をどのように介護

活動に活かしていくか、上申できる能力を有する人材に対するニーズを有する。 

 

（７） G 社（医療・福祉業/千葉県） 

a） 事業内容 

G 社は、居宅介護支援事業、訪問看護・介護、福祉用具貸与・販売、住宅改修、リハビリ特化型デイサー

ビス等の総合的な在宅介護関連サービスを BtoC で提供している創業約 5 年の企業である。千葉県内に約

10 拠点を有し、従業員数はパートタイマーを含め約 180 名である。 

 

b） IT 活用状況 

同社において活用している IT は、図表 2.4-16 に記す通り、クラウド及びロボットである。クラウドにつ

いては、訪問介護・看護専用のクラウドシステムを導入し、患者ごとのケアプランの確認や、訪問予約確

認、サービス実施～サービス提供後の訪問記録までの一連の業務実績や患者のバイタルデータを記録。当該

システムの使用により、効率的に訪問スケジュールを組むことができるようになり、従業員の 1 日あたり

の訪問件数が増加。また、迅速な予約確定が顧客満足度の向上に繋がり、同社内の他のサービス申込に繋が

る等、売上向上に繋がっている。更に、従業員の労働時間削減にも繋がり、ES の向上も実現している。ロ

ボットについては、介護作業補助用としてパワースーツを数台用意しているが、パワースーツそのものが重

く、装着に手間もかかるため、必要な際に施設内のみで使用している。 

 

図表 2.4-16 G 社において活用している IT 

活用 IT 目的 概要 

クラウド 業務効率化、収益強化、顧客

満足度向上 

 患者ごとのケアプランに加え、予約確認

～サービス実施～サービス提供後の訪問

記録までの一連の業務実績や患者のバイ

タルデータをスマホで記録（レ点チェッ

ク、特記事項の文字入力程度） 

 訪問先にて顧客のベッドに備え付けた IC

カードをスマホで読み込み、サービス提

供実績をリアルタイム管理 

 スケジュール管理もクラウド上で実施。

従業員の位置情報と連動し、無駄のない

訪問計画を実現。 

ロボット 介護作業補助による負担軽減  ウェアラブルのパワースーツを施設にて

活用 

 

c） 現在の従業員の IT 活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

同社における従業員の現在の全体的な IT 活用レベルは、タイピングやクリックといった基本的な操作方

法や業務を遂行する上で必要となる範囲の知識・スキルを有する程度である。 
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従業員に将来到達を期待するレベルとしては、変わらず「活用段階 1」程度で十分と考えている。これ

は、クラウドシステム自体の操作を簡易に作ってあることから、操作レベルとしてはスマホの操作やブライ

ンドタッチができるレベルで十分であり、それ以上に、IT を活用することへの抵抗感のなさや、実際に業

務上で使用してみての課題感等を上申できる能力を期待している。 

同社における従業員の現在の各 IT に対する活用レベルは、図表 2.4-17 に記すように、いずれも「活用段

階 1」である。将来到達を期待する活用レベルについても、いずれも「活用段階 1」を有する程度である。 

 

図表 2.4-17 活用 IT ごとの従業員の現在の活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

活用 IT 現在の活用レベル 将来到達を期待するレベル 

クラウド 活用段階 1 活用段階 1 

ロボット 活用段階 1 活用段階 1 

 

d） 中途採用者に求める IT に係る人材要件 

同社では中途採用に関する取組として、民間企業が提供する求人サービスの利用やハローワークの活用等

を行っている。 

同社では採用時に IT に関する明確な条件は設けていないが、中途採用者に求める IT 活用レベルは「活用

段階 1」程度と考えており、操作レベル以上に IT を活用することへの抵抗感のなさを要している。 

 

（８） H 社（医療・福祉業/千葉県） 

a） 事業内容 

H 社は、訪問介護と通所介護（デイサービス）のサービスを BtoC で提供している創業約 15 年の企業で

ある。千葉県に本社（施設）を有し、従業員数はパートタイマーを含め約 50 名である。 

 

b） IT 活用状況 

同社において活用している IT は、図表 2.4-18 に記す通り、介護請求システム及び各種 Office 系ツールで

ある。介護請求システムについては、所長及び事務従業員のみが使用し、ケアマネージャー情報を含む利用

者情報や請求情報、勤務シフト、出退勤の実績等を管理している。Office 系ツールについては、メール、

Word、Excel 及び PowerPoint の使用が中心となっている。 

ヘルパー等の現場従業員については、介護記録用紙等への記入は手書きの運用が中心となっている。主任

クラスになると、訪問介護計画書等を事務所にて Word、Excel を用いて作成している。なお、これらの IT

以外にヘルパーが作業現場で作業結果を登録する仕組み（クラウド）についても導入を検討したが、システ

ムで固定された入力項目では作業内容を表現しきれないと感じたため、導入を見送っている。 
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図表 2.4-18 H 社において活用している IT 

活用 IT 目的 概要 

介護請求システム 顧客情報の管理、従業員出退

勤管理 

 

 利用者／ケアマネージャーの情報や請求

情報、介護保険証、勤務シフト、出退勤

の実績等を管理 

 本システムのデータをもとに csv ファイ

ルを出力し、必要な書類を作成（所長及

び事務従業員のみ使用） 

各種 Office 系ツール 

※メール、Word、

Excel、PowerPoint 

メールや各種ドキュメントに

よる社内外への情報発信 

 主に社内での連絡手段として、メールを

使用 

 社内外への情報伝達手段として、Word や

Excel、PowerPoint により各種ドキュメン

トを作成するが、いずれも雛型があるも

のへの修正が主な作業 

 

c） 現在の従業員の IT 活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

同社における従業員の現在の全体的な IT 活用レベルは、タイピングやクリックといった基本的な操作方

法や業務を遂行する上で必要となる範囲の知識・スキルを有する程度である。 

従業員に将来到達を期待するレベルとしては、変わらず「活用段階 1」程度で十分と考えている。これ

は、ヘルパー等の現場従業員は翌日の作業内容（シフト）をメールで確認しているのみの IT 使用状況であ

るため、現時点では基本操作ができる状態であれば十分との考えからである。 

同社における従業員の現在の各 IT に対する活用レベルは、図表 2.4-19 に記すように、いずれも「活用段

階 1」である。将来到達を期待する活用レベルについても、いずれも「活用段階 1」を有する程度である。 

 

図表 2.4-19 活用 IT ごとの従業員の現在の活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

活用 IT 現在の活用レベル 将来到達を期待するレベル 

介護請求システム 活用段階 1 活用段階 1 

各種 Office 系ツール 

※メール、Word、Excel、
Powerpoint 

活用段階 1 活用段階 1 

 

d） 中途採用者に求める IT に係る人材要件 

同社では中途採用に関する取組として、自社ホームページによる募集や介護従業員養成学校へのリーフレ

ット掲載、ハローワークの活用等を行っている。 

同社では採用時に IT に関する明確な条件は設けていないが、中途採用者に求める IT 活用レベルは「活用

段階 1」程度と考えている。特に、業務上メール連絡を行うため、携帯のメール操作経験は必須としてい

る。 
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（９） I 社（卸売業/千葉県） 

a） 事業内容 

I 社は、主に計量器の販売、検査、修理等のサービスを BtoB で提供する創業 60 年超の企業である。主な

取引先は、京葉工業地域を中心に、石油化学、機械、食品、漁業関連等多岐に亘る。千葉県に本社（事業

所）を有し、従業員数は約 20 名。 

 

b） IT 活用状況 

同社において活用している IT は、図表 2.4-20 に記す通り、クラウド、顧客管理システム、Excel 及び各

種 Office 系ツールである。社長の代替わりを契機に、これまでほぼ紙ベースで行われていた各種情報管理

の IT 化の検討・実行を進めているところ。クラウドについては、まずはスケジュール管理場面から使用を

開始している。結果、営業マンが出先でも工事スケジュール等をリアルタイムに把握し、顧客へのタイムリ

ーな問合せ回答が可能になったことに加え、スケジュール確認のための電話の応対が大幅に削減される等、

顧客満足度の向上や業務効率化の実現に繋がっている。また、顧客データや売上データ等を顧客管理システ

ムにて一元管理し、営業力強化を図っている。加えて、計算式の組み込まれた見積書の雛型を Excel にて再

作成し、サービス価格の適正化にも取り組んでいる。Office 系ツールについては、メール、Word、Excel 及

び PowerPoint の使用が中心となっている。  

 

図表 2.4-20 I 社において活用している IT 

活用 IT 目的 概要 

クラウド スケジュールのタイムリーな

共有による業務効率化及び顧

客満足度向上 

 これまで紙で管理していたスケジュール

管理部分からクラウド導入 

 出先でも工事スケジュール等をリアルタ

イムに把握し、営業機会のロスを低減 

顧客管理システム 営業力強化  これまで各営業の頭の中にありリスト化

できていなかった顧客データ、売上デー

タ等を当該システムにて一元管理開始 

 今後は顧客ごとの商品購入・メンテナン

ス履歴を把握し、先んじたフォロー営業

強化に繋げる構想 

Excel 適正なサービス価格設定の共

通化 

 これまで営業ごとに判断を任せ標準化さ

れていなかった請求額の見積を、原価や

粗利等考慮した計算式を組み込んだ Excel

に一元化 

各種 Office 系ツール 

※メール、Word、

Excel、PowerPoint 

メールや各種ドキュメントに

よる社内外への情報発信 

 社内外への連絡手段として、メールを使

用 

 社内外への情報伝達手段として、Word や

Excel、PowerPoint により各種ドキュメン

トを作成するが、いずれも雛型があるも

のへの修正が主な作業 
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c） 現在の従業員の IT 活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

同社における従業員の現在の全体的な IT 活用レベルは、タイピングやクリックといった基本的な操作方

法や業務を遂行する上で必要となる範囲の知識・スキルを有する程度である。 

従業員に将来到達を期待するレベルとしては、「活用段階 2」程度と考えている。一方で、一部の従業員

については、IT を活用した新たなビジネスの創出や、既存事業の効率の改善等の生産性向上に関する提案

を経営層に行うことができるレベルに達してもらいたいとの想いもある。これは、今後の安定した経営や事

業拡大の実現のためには、こうした経営視点を有する人材の育成が経営課題の一つであることが、背景とし

て存在する。 

同社における従業員の現在の各 IT に対する活用レベルは、図表 2.4-21 に記すように、いずれも「活用段

階 1」である。将来到達を期待する活用レベルは、クラウド、顧客管理システム、Excel（見積書）につい

ては、「活用段階 2」から「活用段階 3」の感覚を有する程度であるが、各種 Office 系ツールについては

「活用段階 2」程度である。 

 

図表 2.4-21 活用 IT ごとの従業員の現在の活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

活用 IT 現在の活用レベル 将来到達を期待するレベル 

クラウド 活用段階 1 活用段階 2～活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 

顧客管理システム 活用段階 1 活用段階 2～活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 

Excel 活用段階 1 活用段階 2～活用段階 3 

※活用段階 3 の感覚を有する程度 

各種 Office 系ツール 活用段階 1 活用段階 2 

 

d） 中途採用者に求める IT に係る人材要件 

同社では中途採用に関する取組として、民間企業が提供する求人サービスの利用や社内関係者からの紹

介、ハローワークの活用等を行っている。 

同社では採用時に IT に関する明確な条件は設けていないが、中途採用者に求める IT 活用レベルは「活用

段階 1」程度と考えている。 

 

（１０） J 社（卸売業/千葉県） 

a） 事業内容 

J 社は、主に住宅設備、管財、空調機器等の販売を BtoB で行う創業約 70 年の企業である。千葉県に本社

及び支店・営業所を計 10 箇所程度有し、従業員数は約 120 名である。 
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b） IT 活用状況 

同社において活用している IT は、図表 2.4-22 に記す通り、クラウド、インターネット、仕入・販売管理

システム及び各種 Office 系ツールである。取扱商材や顧客が増え、よりマルチタスク化してきた一方、人

材採用難の状況下にあり、生産性の向上を最優先に IT 活用を進めている。クラウドについては、顧客情報

やスケジュール、見積情報、営業活動事例等を一元管理・共有するグループウェアを試験的に導入し、業務

効率化及び営業力強化に向け試行している。インターネットについては、顧客からの要望に則した商品等の

検索手段として使用している。また、同社では、受注から売上までの一連の進捗を管理するための仕入・販

売管理システムを独自に構築・使用している。Office 系ツールについては、メール、Word、Excel 及び

PowerPoint の使用が中心となっている。  

 

図表 2.4-22 J 社において活用している IT 

活用 IT 目的 概要 

クラウド タイムリーな情報共有による

業務効率化及び営業力強化 

 顧客情報、スケジュール、見積情報、営

業活動事例等を一元管理・共有するクラ

ウド型のグループウェアを試験的に導入

中 

 同時にモバイル化を推進し、外出先から

のアクセスを試行 

インターネット 商材の情報収集  顧客の要望に即した商品等の検索 

仕入・販売管理システ

ム 

営業進捗状況の管理  受注から売上までの一連の進捗を管理 

 過去にパッケージソフトを導入したが、

臨機応変な営業活動とパッケージの型が

合わず使用を取り止め、自社の営業活動

に即したシステムを構築して活用 

各種 Office 系ツール 

※メール、Word、

Excel、PowerPoint 

メールや各種ドキュメントに

よる社内外への情報発信 

 社内外への連絡手段として、メールを使

用 

 社内外への情報伝達手段として、Word や

Excel、PowerPoint により各種ドキュメン

トを作成するが、いずれも雛型があるも

のへの修正が主な作業 

 活用が最も多いのは Excel で、仕入・販

売管理システムに登録しない情報を Excel

で管理 

 

c） 現在の従業員の IT 活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

同社における従業員の現在の全体的な IT 活用レベルは、タイピングやクリックといった基本的な操作方

法や業務を遂行する上で必要となる範囲の知識・スキルを有する程度である。 

従業員に将来到達を期待するレベルとしては、「活用段階 2」程度と考えている。上長や本社からの指示

に基づき、適切に IT を操作できる状態であれば業務上は十分であるが、それ以上に、今後もさらに IT 活用

を進めていく中で、そのような変化に対応できる姿勢を有してほしいと考えている。また、より良いサービ
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ス提供に向けた業務フロー改善に取り組むにあたり、自身の業務を客観的に記述できる能力が必要と考えて

いる。 

同社における従業員の現在の各 IT に対する活用レベルは、図表 2.4-23 に記すように、いずれも「活用段

階 1」から「活用段階 2」である。将来到達を期待する活用レベルについても、いずれも「活用段階 2」程

度である。 

 

図表 2.4-23 活用 IT ごとの従業員の現在の活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

活用 IT 現在の活用レベル 将来到達を期待するレベル 

クラウド 活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2 

インターネット 

（ホームページ） 

活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2 

仕入・販売管理システム 活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2 

各種 Office 系ツール 

※メール、Word、Excel、
PowerPoint 

活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2 

 

d） 中途採用者に求める IT に係る人材要件 

同社では中途採用に関する取組として、地元に密着した民間企業が提供する求人サービスの利用やハロー

ワーク等の活用を行っている。 

同社では採用時に IT に関する明確な条件は設けていないが、中途採用者に求める IT 活用レベルは「活用

段階 1」程度と考えている。 

 

（１１） K 社（サービス業/千葉県） 

a） 事業内容 

K 社は、主に環境プラント装置の企画、設計、製作を BtoB で行っている創業約 30 年の企業である。千

葉県に本社（事業所）を有し、従業員数は約 10 名である。 

 

b） IT 活用状況 

同社において活用している IT は、図表 2.4-24 に記す通り、クラウド、インターネット（ホームペー

ジ）、IoT 及び各種 Office 系ツールである。クラウドについては、顧客に納期や生産状況をタイムリーに回

答することを目的に使用している。インターネットについては、営業力強化を目的にホームページを強化し

ており、成果を出している。また、同社では従業員数が限られていることから、機器の高熱等の異常検知を

人の作業から自動化できないか検討しており、現在 IoT の活用を検証中。Office 系ツールについては、メー

ル、Word、Excel 及び PowerPoint の使用が中心となっている。  
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図表 2.4-24 K 社において活用している IT 

活用 IT 目的 概要 

クラウド タイムリーな情報共有によ

る業務効率化及び営業力強

化 

 これまで社内に閉じていたシステム環

境を改善し、出先からでも社内のドキ

ュメント及びメールを確認し、顧客へ

のタイムリーな対応を実現 

インターネット 

 

ホームページを通じた営業

力強化 

 顧客が求める商品等を探しやすいペー

ジ構成を工夫したホームページの作成 

IoT センサー技術を活用した適

切な設備管理 

 導入機器の温度をセンサーで検知し、

数値に異常が発生した場合に警告出力 

各種 Office 系ツール 

※メール、Word、

Excel、
PowerPoint 

メールや各種ドキュメント

による社内外への情報発信 

 社内外への連絡手段として、メールを

使用 

 社内外への情報伝達手段として、

Word や Excel、PowerPoint により各

種ドキュメントを作成するが、いずれ

も雛型があるものへの修正が主な作業 

 

c） 現在の従業員の IT 活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

同社における従業員の現在の全体的な IT 活用レベルは、タイピングやクリックといった基本的な操作方

法や業務を遂行する上で必要となる範囲の知識・スキルを有する程度である。クラウドや IoT 等の効果を理

解し、その活用を検討することのできるレベルの従業員も数名いる。 

従業員に将来到達を期待するレベルとしては、変わらず「活用段階 1」程度で十分と考えている。これ

は、業務全体の中で、配管等の実務に関するスキル習得を優先しており、現在実証中の IoT についても、定

型の範囲内の機器等の操作ができる状態であれば十分との考えからである。 

同社における従業員の現在の各 IT に対する活用レベルは、図表 2.4-25 に記すように、いずれも「活用段

階 1」である。将来到達を期待する活用レベルについても、いずれも「活用段階 1」程度である。 

 

図表 2.4-25 活用 IT ごとの従業員の現在の活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

活用 IT 現在の活用レベル 将来到達を期待するレベル 

クラウド 活用段階 1 活用段階 1 

インターネット 活用段階 1 活用段階 1 

IoT 
 

活用段階 1 活用段階 1 

各種 Office 系ツール 

※メール、Word、

Excel、PowerPoint 

活用段階 1 活用段階 1 

 

d） 中途採用者に求める IT に係る人材要件 

同社では中途採用に関する取組として、民間企業が提供する求人サービスの利用や協力会社等からの紹

介、ハローワーク、職業能力開発施設におけるインターンシップ制度の活用を行っている。 
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同社では採用時に IT に関する明確な条件は設けていないが、中途採用者に求める IT 活用レベルは「活用

段階 1」程度と考えている。 

 

（１２） L 社（サービス業/東京都） 

a） 事業内容 

L 社は、自主事業として駐車場や駐輪場の運営やフィットネスの運営、官公庁事業として放置自転車対策

事業に取り組む、創業 30 年強の企業である。駐車場や駐輪場運営の現場業務においては数百名規模でシニ

ア人材が活躍しており、東京都や千葉県を中心に事業を展開している。 

 

b） IT 活用状況 

同社において活用している IT は、図表 2.4-26 に記す通り、主にクラウド型の業務システムである。放置

自転車の撤去現場では、放置自転車の発見～撤去後の保管所での保管・管理まで一連の実績をタブレット上

で記録するクラウドシステムを、本社では、自転車保有者からのクレーム対応履歴や、売上実績管理に活用

するクラウドシステムをそれぞれ導入している。これらにより大幅な業務の効率化を実現、競合他社への強

い優位性を確保している。 

 

図表 2.4-26 L 社において活用している IT 

活用 IT 目的 概要 

クラウド（主に現場で

使われる業務システ

ム） 

 

業務効率化、クレーム抑

制、情報のリアルタイム共

有 

 
  

 放置自転車の発見、自転車の撮影、バーコ

ード付きの個体管理札の添付、撤去後の保

管所での保管・管理まで、一連の流れをク

ラウド上で記録（各操作はいずれもタブレ

ットでの写真撮影や、タッチ操作で完了） 

 該当自転車の撮影記録を含めたリストが自

動作成され、問合せには証拠を提示の上撤

去の説明をし、クレームを抑制 

 撤去時間のアラートが直接撤去トラックに

飛ぶ仕組みを整え、更なる業務効率化を実

現予定 

クラウド（主に本社で

使われる業務システ

ム） 

 

  自転車保有者からのクレーム対応履歴や、

売上実績管理に活用 

 売上実績は、天候データ等と突合し、傾向

の把握や今後の施策検討に活用。また会計

システムとも連動し、収支管理にも活用。 

 

c） 現在の従業員の IT 活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

同社における従業員の現在の全体的な IT 活用レベルは、タブレットのタッチや PC のタイピング、クリ

ックといった基本的な操作方法や業務を遂行する上で必要な範囲の知識・スキルを有する程度である。 
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また、従業員に将来到達を期待するレベルとしても、同程度で問題ないと考えている。クラウドシステム

自体の操作が簡易に作ってあることからスマートフォンの操作ができるレベルで十分であり、それ以上に、

IT を活用することへの抵抗感のなさや、実際に業務上で使用してみての課題感等を上申できる能力へのニ

ーズがある。 

同社における従業員の現在の各 IT に対する活用レベルは、図表 2.4-27 に記すように、いずれも「活用段

階 1」であり、将来到達を期待する活用レベルについても、同様である。 

 

図表 2.4-27 活用 IT ごとの従業員の現在の活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

活用 IT 現在の活用レベル 将来到達を期待するレベル 

クラウド（主に現場で使わ

れる業務システム） 

活用段階 1 活用段階 1 

クラウド（主に本社で使わ

れる業務システム） 

活用段階 1 活用段階 1 

 

d） 中途採用者に求める IT に係る人材要件 

同社では中途採用に関する取組として、ハローワークやシルバー人材センター経由での採用を行ってい

る。 

中途採用者に求める IT 活用レベルとしては、IT の活用に抵抗感のないレベルで問題ないとしている。 

 

（１３） M 社 （小売業/東京都） 

a） 事業内容 

M 社は、大手コンビニチェーンのフランチャイズ店舗を運営する、創業約 30 年の企業である。コンビニ

チェーン本部と随時連携しながら、地域に密着した多店舗経営を行っている。東京都内に 10 数店舗有し、

従業員数はパートタイマーを含め約 300 名である。 

 

b） IT 活用状況 

同社において活用している IT は、図表 2.4-28 に記す通り、クラウド、業務システム、電子メール及びビ

ッグデータである。クラウドについては、本部・店舗間での迅速な情報共有を目的に、売上や顧客情報等の

各種情報のやりとりにて使用。業務システムについては一部 AI が搭載されており、気象条件や売上実績等

過去の様々なデータをもとにした効率的な発注作業に使用している。また、売上向上施策の検討場面では、

売上や顧客情報からなるビッグデータの活用がなされている。 

なお、これらの IT の導入や各種機器の配布は、本部主導にて実施されている。慢性的に人手不足が深刻

な業態であるため、今後もロボットの活用による業務の自動化等、IT を活用した業務効率化を積極的に検

討・導入していく姿勢である。 
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図表 2.4-28 M 社において活用している IT 

活用 IT 目的 概要 

クラウド 本部との迅速な情報共有  売上や顧客情報等の各種情報を本部⇔店舗

間でやりとり 

 本部からの通達等の情報を参照 

業務システム（一部 AI

搭載） 

発注作業の効率化  気象条件や売上実績等過去の様々なデータ

をもとに組まれたロジックをもとに自動的

に提示された発注数を確認し、必要に応じ

て修正 

電子メール 社外関係者との連絡  社外との連絡手段として、メールを使用 

ビッグデータ データ活用によるマーケテ

ィング、営業力強化 

 本部が一括管理している売上や顧客情報が

クラウド上でフィードバックされ、その情

報をもとに自店舗の売上向上施策を検討 

 

c） 現在の従業員の IT 活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

同社における従業員の現在の全体的な IT 活用レベルは、タイピングやクリック、タッチパネル操作とい

った基本的な操作方法や業務を遂行する上で必要となる範囲の知識・スキルを有する程度である。 

従業員に将来到達を期待するレベルとしては、ビッグデータを除き「活用段階 1」程度で十分と考えてい

る。同社ではシニアや外国人等多様な人材が活躍する環境であることから、各機器は操作を簡易に作成され

ており、タッチ等の操作ができる状態であれば十分との考えからである。ビッグデータについては管理職以

上に求められる内容であるが、データを分析してのマーケティングや営業力強化を図る力を要している（同

社は、ハローワーク経由での正社員採用者は基本的に管理職での入社としている）。 

同社における従業員の現在の各 IT に対する活用レベルは、図表 2.4-29 に記すように、ビッグデータを除

き「活用段階 1」である。また、将来到達を期待する活用レベルについても、ビッグデータを除いては「活

用段階 1」を有する程度である。ビッグデータについては現在、将来いずれも「活用段階 4」である。 

 

図表 2.4-29 活用 IT ごとの従業員の現在の活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

活用 IT 現在の活用レベル 将来到達を期待するレベル 

クラウド 活用段階 1 活用段階 1 

業務システム（一部 AI 搭

載） 

活用段階 1 活用段階 1 

電子メール 活用段階 1 活用段階 1 

ビッグデータ 活用段階 4 活用段階 4 

 

d） 中途採用者に求める IT に係る人材要件 

同社では中途採用に関する取組として、都道府県の就労支援施設やハローワークの活用、あるいは同社内

におけるパートタイム労働者やアルバイト等の非正規社員の正規社員への登用を主に行っている。 

同社では採用時に IT に関する明確な条件は設けていないが、中途採用者に求める IT 活用レベルは全体的

には「活用段階 1」程度と考えている。なお、同社はハローワーク経由での正社員採用者は基本的に管理職
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での入社としており、入社後マーケティング業務に携わる機会があることから、ビッグデータについては

「新たな価値の創出レベル（活用段階 4）」程度のレベルを有することが望ましいと考えている。 

 

（１４） N 社 （建設業/東京都） 

a） 事業内容 

N 社は地域の工務店として、BtoC で住宅の新築、リフォームの設計施工及びその他木造建築全般の設計

施工等を行う、昨年開業の企業である。東京に本社を有し、従業員数はパートタイマーを含め 3 名であ

る。 

 

b） IT 活用状況 

同社において活用している IT は、図表 2.4-30 に記す通り、CAD、経費管理ソフト、クラウド、各種

Office 系ツールである。建設業においては現場ごとの利益管理が必要であり、通常の会計ソフトでは管理が

難しいため、資金繰りや売上、損益分岐点等の管理のできる Excel を自作し、経費管理を行っている。ま

た、Excel については、工程表の作成時にも使用しており、他の Office 系ツールに比べ、使用頻度が高い。

また、最近オンラインストレージを活用する等、クラウドを導入したばかりであり、今後、より社内の情報

共有を促進させたいと考えている。 

 

図表 2.4-30 N 社において活用している IT 

活用 IT 目的 概要 

CAD 図面の作成  設計の際、図面を作成するため、CAD を使

用 

見積ソフト 

経理ソフト 

Excel 
 

経費管理 

 

 現場の利益管理のため、資金繰り、売上、

損益分岐点の管理のできる Excel を自作 

 見積の作成、現金の管理については個別の

ソフトを使用 

クラウド 

 

外部からの情報へのアクセ

スによる業務効率化 

 営業場面等での効率的な情報活用を目的に

導入 

各種 Office 系ツール 

※メール、Excel 

メールや各種ドキュメント

による社内外への情報発信 

 社内外への連絡手段として、メールを使用 

 工程表の作成時に Excel を使用。表計算機能

ではなく絵を描くためのツールとして使

用。 

 

c） 現在の従業員の IT 活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

 同社における従業員の現在の全体的な IT 活用レベルは、タイピングやクリック等の基本的な操作方法や

業務を遂行する上で必要となる範囲の知識・スキルを有する程度である。 

従業員に将来到達を期待するレベルについても、概ね同程度でよいが、一部の従業員については、より高

度な活用レベル、特にクラウドについては「活用段階 2」や「活用段階 3」に到達してほしいと考えてい

る。特に現場の職人には IT に拒否反応がある人材も多いが、CAD データの共有や現場の状況についての情
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報共有等にて SNS やクラウドの活用の余地があると考えており、SNS の活用等に興味を持ち、積極的に提

案をしてくれる人材に対するニーズが高い。 

同社における従業員の現在の各 IT に対する活用レベルは、図表 2.4-31 に記すように、いずれも「活用段

階 1」から「活用段階 2」である。将来到達を期待する活用レベルは、いずれも「活用段階 2」から「活用

段階 3」程度である。 

 

図表 2.4-31 活用 IT ごとの従業員の現在の活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

活用 IT 現在の活用レベル 将来到達を期待するレベル 

CAD 活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

見積ソフト 

経理ソフト 

Excel 

活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

クラウド 

 

活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

各種 Office 系ツール 

※メール、Excel 

活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

 

d） 中途採用者に求める IT に係る人材要件 

同社では中途採用に関する取組として、知人からの紹介及び民間企業が提供する求人サービスの利用を行

っている。 

同社では採用時に IT に関する明確な条件は設けていない。クラウドについての理解があり、基本操作が

できれば問題ないが、工務店にはあまり PC に詳しい人がいないため、軽微なトラブルが発生した際にしか

るべき相手へ的確な問合せができる人材や、SNS の活用等に興味を持って提案をしてくれる人材であれば

より望ましい。 

 

（１５） O 社 （宿泊業/神奈川県） 

a） 事業内容 

O 社は神奈川県に位置する、創業約 100 年の老舗旅館であり、主に BtoC で宿泊・日帰り、ブライダル事

業等を展開するほか、BtoB で自社開発したクラウド型旅館・ホテル管理システムの外販や旅館業向けリソ

ース交換ネットワークサービスの展開を行っている。同社の従業員数はパートタイマーを含め約 40 名であ

る。 

 

b） IT 活用状況 

同社において活用している IT は、図表 2.4-32 に記す通り、クラウド、AI、IoT、各種 Office 系ツール等

多岐に亘る。同社では宿泊予約、接客、従業員の勤怠管理、会計、経理、経営・マーケティング、清掃・設

備管理、調理等、旅館の運営に係るあらゆる事項を一元管理するためのシステムを自社開発し、業務効率改

善や営業力強化、顧客満足度向上に繋げている。また、センサー技術を活用して設備管理を最適化してお
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り、今後もこれらのシステムから集積したデータを分析し、更なる業務効率化や顧客満足度の向上を目指し

ている。Office 系ツールについては、社内外への情報伝達手段として、Word や PowerPoint により各種ド

キュメントを作成しているが、Excel は前述の顧客情報管理システムで代用しているため、あまり使用頻度

は高くない。 

 

図表 2.4-32 O 社において活用している IT 

活用 IT 目的 概要 

クラウド、AI、IoT 

 

タイムリーな情報共有によ

る業務効率化及び営業力強

化 

 

 音声認識機能を活用したコミュニケー

ション AI ツールにより、従業員同士

の会話や顧客から得た情報をリアルタ

イムに社内メンバーと共有 

 クラウド型顧客管理システムにより予

約情報や顧客情報を一元管理 

 コミュニケーション AI ツールにより

テキスト化された音声データをクラウ

ド型顧客情報管理システムとも連携さ

せ、顧客エンゲージメントを強化 

IoT 
 

センサー技術を活用した適

切な設備管理による業務効

率化、顧客満足度の向上 

 

 風呂の温度をセンサーで検知し、適切

な温度に管理 

 浴室の入り口に人感センサーを設置

し、入浴者数を把握し、適切なタイミ

ングで効率的に清掃を実施 

各種 Office 系ツール 

※Word、PowerPoint 

各種ドキュメントによる社

内外への情報発信 

 

 社内外への情報伝達手段として、

Word や PowerPoint により各種ドキュ

メントを作成 

 

c） 現在の従業員の IT 活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

 同社では全従業員に PC、タブレット、スマホ等のデバイスを配布し、勤怠管理や業務連絡もシステム上

で行っている。従業員の現在の全体的な IT 活用レベルは、タイピングやクリック等の基本的な操作方法や

業務を遂行する上で必要となる範囲の知識・スキルを有する程度である。 

従業員に将来到達を期待するレベルも同程度で十分と考えているが、マーケティングやマネジメントを志

す正社員には、将来的には高度活用レベルまで到達してほしいと考えている。 

同社における従業員の現在の各 IT に対する活用レベルは、図表 2.4-33 に記すように、いずれも「活用段

階 1」から「活用段階 2」である。将来到達を期待する活用レベルについても、いずれも「活用段階 2」か

ら「活用段階 3」程度である。 

 

図表 2.4-33 活用 IT ごとの従業員の現在の活用レベル及び将来到達を期待するレベル 

活用 IT 現在の活用レベル 将来到達を期待するレベル 

クラウド、AI、IoT 

 

活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 



 

56 

IoT 
 

活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

各種 Office 系ツール 

※Word、PowerPoint 

活用段階 1～活用段階 2 活用段階 2～活用段階 3 

 

d） 中途採用者に求める IT に係る人材要件 

同社では社員は大学新規卒業者のみを採用しており、現在中途社員は採用していない。 

 

2.4.3 民間教育訓練機関へのヒアリング調査の概要 

（１） 目的 

民間教育訓練機関へのヒアリング調査では、昨今の IT 関連の訓練の動向を明らかにすることで、企業及

び受講者の IT 関連の訓練に対するニーズを把握する。また、現在実施している IT 関連の訓練内容を明らか

にすることで受講者（離職者／在職者）の IT 活用レベルを把握する。 

 

（２） 実施方法 

東京都内の IT 関連の訓練を提供している民間教育訓練機関を対象に、対面でのインタビュー形式にてヒ

アリング調査を行った。 

 

（３） 実施内容 

図表 2.4-34 に記す通り、IT 訓練の動向及び IT 訓練の内容について主にヒアリングを行った。IT 訓練の動

向では、企業及び受講者の訓練に対するニーズの内容やその変遷を中心にヒアリングを行った。また、IT

訓練の内容として、現在実施している訓練の目的と実施内容を調査した。 

 

図表 2.4-34 ヒアリング項目及び内容 

項目 内容 

IT 訓練の動向  受講者における訓練ニーズ 

 企業における訓練ニーズ 

IT 訓練の内容  訓練の目的（達成目標） 

 実施内容 

 

（４） 調査対象訓練機関 

 （2）に記した方法にて選定した調査対象訓練機関は、以下の 4 社である。 
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図表 2.4-35 調査対象民間訓練機関 

業種 企業名 所在地 主な事業 

情報通信業 P 社 東京都 ソフトウェアおよびクラウドサービス、デバ

イスの営業・マーケティング 

Q 社 東京都 各種通信サービスの提供、携帯端末の販売、

インターネット接続サービスの提供 

教育・研修 R 社 東京都 人材育成・研修サービスの提供、個人向けパ

ソコン教室の運営 

人材派遣業 S 社 東京都 人材派遣、委託・請負、HR コンサルティン

グ、教育研修 

 

2.4.4 訓練機関へのヒアリング調査結果 

（１） P 社（情報通信業/東京都） 

a） 事業内容 

P 社は、日本をはじめ世界各国に展開する、ソフトウェアおよびクラウドサービス、デバイスの営業・マ

ーケティングを行う企業である。同社はその製品の活用支援や認定資格取得支援等を目指した人材育成の取

組を多角的に実施しており、国内各地域において自治体等とも連携しながら、個人や企業等を対象に様々な

研修プログラムを提供している。 

 

b） 訓練等に対するニーズ 

受講者側（離職者・在職者）の動向として、近年は Excel に関する訓練へのニーズが高い傾向にある。特

にピボットテーブル等、データ分析関連の研修プログラムに対するニーズが高い。また、Excel に次いで

Power Point に関する訓練へのニーズも高いが、Word に関する訓練へのニーズは減少傾向にある。 

企業側、特に本訓練の受講者を採用することが想定される地域の中小企業の場合は、IT に関する訓練ニ

ーズが顕在化していない場合も多いが、現在の中小企業の IT 活用状況を踏まえると、潜在的には自社のウ

ェブサイトの更新等のできる人材へのニーズがあるように捉えている。 

 

c） 実施している訓練内容 

同社の実施する様々な訓練のうち、基礎的 IT リテラシーの習得に関するモデルカリキュラムの検討の参

考となると考えられるものを、図表 2.4-36 に示す。 

 

図表 2.4-36 P 社において実施している訓練の内容 

対象者 テーマ 詳細 

若者 

（13～39歳） 

 Word 

 Excel 

 Power Point 

 Access 

 1つの講座は 20時間を目安 

 PC入門と Excelの講座が特に人気が高い 

 中小企業ではホームページの更新に困っている企業も多

く、WebMatrixや HTMLを身に着けていると就業先で即
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 Web Matrix/HTML 

 PC入門 

 Excel活用 

 プログラミング入門 

戦力となれることもあり、受講者のモチベーションも高

まる 

子育て中の女性 

（離職者） 

 マインドセット（各々

の目標の意識付け、キ

ャリアデザイン等/全 6

講座） 

 ITセット（クラウドの

概念や情報セキュリテ

ィ等/全 6講座） 

 テレワーク・ビジネス

セット（共同作業の方

法/全 6講座） 

 ITスキルのみならず、目標の位置づけやチーム内での

自分の役割の理解等、協業のためのマインドセットも重

視 

 Office等、ドキュメント作成のスキルに加え、テレワ

ークによって仕事ができるための WEB会議やクラウド知

識の習得を目指す 

 中小企業の就業現場では細かい指示がなく、自分の頭で

考えて作業する機会も多いため、自分で考え、課題を発

見し、改善する力をつけることを重視した構成 

 

（２） Q 社（情報通信業/東京都） 

a） 事業内容 

Q 社は、日本全国に展開する、各種通信サービスを提供する企業である。同社は、IT を活用した働き方

改革や業務効率化を経営戦略としており、従業員の IT に係る人材育成に積極的に取り組むほか、シンギュ

ラリティ時代における次世代リーダーの発掘・育成を目指した、外部人材向けの育成プログラムも有してい

る。 

 

b） 訓練等に対するニーズ 

同社の従業員育成は、各部門より吸い上げたニーズをもとに開発したプログラムにて実施。近年は従業員

の IT 活用力向上を目的とした講座を強化しており、中でもデータ分析の領域は社内で統計検定を実施する

等、強化。講義は、エンジニアはもちろんのこと、現場営業もクライアントへの提案力強化を目指し受講。 

 

c） 実施している訓練内容 

同社の実施する様々な訓練のうち、基礎的 IT リテラシーの習得に関するモデルカリキュラムの検討の参

考となると考えられるものを、図表 2.4-37 に示す。 

 

図表 2.4-37 Q 社において実施している訓練の内容 

対象者 テーマ 詳細 

全従業員  データ分析関連  実際に自身が現場で抱えている課題をテーマに、現場の

リアルデータを使った体感型ワークショップ等 

 3ヶ月全 6回の長期型のコースも準備 

 その他  ロジカルシンキング、プロジェクトマネジメント、ビジ

ネス力強化のテーマの講義 

 1本 10分程度の e-learningコンテンツも準備 
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 AIや IoT、RPAの活用事例発表会実施 

 

（３） R 社（教育・研修/東京都） 

a） 事業内容 

R 社は、全国に展開する、企業向けの人材育成・研修サービスの提供や、個人向けパソコン教室の運営を

行う企業である。独自に約 1,000 の講座を有し、近年は地域に根差した子ども向けのプログラミング教室を

開講する等、多角的な研修プログラムを提供している。 

 

b） 訓練等に対するニーズ 

受講者側（離職者・在職者）の動向として、近年は Excel に関する訓練へのニーズが高い傾向にある。 

企業側の動向としては、大手企業中心ではあるが、最新技術の動向や潮流についての概要の講義や、IoT

やデジタルテクノロジーの入門講座、BI ツールに関する講座の他、タイムマネジメントを学ぶ半日程度の

講座へのニーズが高まっている。中小企業の場合は、現在のその IT 活用状況を踏まえると、新規事業創造

よりもまずは業務効率化を目的とした IT 活用に繋がる訓練へのニーズがあるように捉えている。 

 

c） 実施している訓練内容 

同社の実施する様々な訓練のうち、基礎的 IT リテラシーの習得に関するモデルカリキュラムの検討の参

考となると考えられるものを、図表 2.4-38 に示す。 

 

図表 2.4-38 R 社において実施している訓練の内容 

対象者 テーマ 詳細 

新入社員  ビジネスマナー 

 ロジカルシンキング 

 文書作成 

 コミュニケーション 

 プロジェクトのキホン 

 プロジェクトのキホン研修：プロジェクトの立ち上げ

（目標設定、チーム編成）→計画（スケジュール、予

算、顧客要望の確認）→実行・コントロール（提案書作

成、上司レビュー、顧客レビュー）→終結（納品、プレ

ゼンテーション、プロジェクトの評価）、というプロジ

ェクトの一連の流れを通じ、PDCAを実践する力、マイ

ンドを醸成 

デジタルビジネ

ス人材 

 作って学ぶ IoT基礎 

 デジタルテクノロジー

の勘所 

 作って学ぶ IoT基礎：IoT の一連の流れを実デバイスや

クラウドサービスを用いて簡単なプロトタイプシステム

を構築しながら学習 

 事例から学ぶデジタルテクノロジーの勘所：各種デジタ

ルテクノロジーを活用してビジネス変革を起こした事例

をもとに、デジタルテクノロジーをつなぎ合わせる知

識・観点を提供 
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（４） S 社（人材派遣業/東京都） 

a） 事業内容 

S 社は、全国に展開する、人材派遣や HR コンサルティング、教育研修等を提供する人材サービス会社で

ある。同社は、その登録人材やサービス提供先である企業向けに、Excel 等 office 系ツールの基本操作習得

から、近年需要の高まりを見せる BI や RPA、デジタルマーケティング、ブロックチェーン関連の人材育

成、新たな働き方としてのクラウドソーシング人材育成まで、IT をはじめとする様々な講座や研修を開

発・提供している。近年は女性を中心とした一般消費者向けにも社会人大学を開校し、働くすべての女性の

豊かなキャリア創りを支援している。 

 

b） 訓練等に対するニーズ 

受講者側（離職者・在職者）の動向としては、Excel や Word 等、office 系ツールに関する訓練へのニー

ズが継続して高い。特に近年は Excel に関する訓練へのニーズが高まっている。BI や RPA、デジタルマー

ケティング、ブロックチェーン等の新技術に関する訓練については、Excel 上級レベル（マクロや VBA 操

作可能レベル）の人材が中心に受講。 

企業側の動向としては、第 4 次産業革命の潮流を背景に、AI や IoT 等の新技術を活用できる能力やスキ

ルを有した人材に対するニーズが徐々に高まっている。特に直近では、RPA の仕組みや効能を理解し、業

務効率化を目的とした RPA の導入に向けた要件定義、設計や保守・運用のできる人材に対するニーズが急

増している。 

 

c） 実施している訓練内容 

同社の実施する様々な訓練のうち、基礎的 IT リテラシーの習得に関するモデルカリキュラムの検討の参

考となると考えられるものを、図表 2.4-39 に示す。 

 

図表 2.4-39 S 社において実施している訓練の内容 

対象者 テーマ 詳細 

女性を中心とし

た、派遣スタッ

フや社会人全般 

 Word 

 Excel 

 Power Point 

 Access 

 初心者～上級まで幅広いコースを提供 

 ITツールだけでなく、語学、経理アシスタント、貿易

事務アシスタント、秘書等、職種特化の講座も開設し

ている 

 RPA を用いた業務の効率

化、自動化 

 業務フロー図を作成し、RPAを用いた業務の効率化・

自動化の方法を学ぶ 

 Power BI 

 Excel2013 

 Excel2013のアドイン機能や Power BIを用いたデータ

加工、分析を行う 

 Web マーケティング 

 集客施策の検討 

 サイト内施策の検討 

 再集客施策の検討 

 アクセス解析 

 デジタルマーケティング全体を理解しつつ、課題をデ

ータで説明するための分析能力や、ウェブ制作やデザ

イン等のクリエイティブの知識、最新のマーケティン

グツールのノウハウを学ぶ 

 アドバンスコースもあり 
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 アドテクノロジー   

等 
 

 アンケート調査及びヒアリング調査結果の総括 

2.5.1 全体的な傾向 

アンケート調査及びヒアリング調査から離職者または在職者に限らず、全体的な傾向として以下の点が明

らかになった。 

 業種を問わず、生産性向上や営業力強化を目的としたデータ利活用への需要が高まっている傾向。

また、表計算ツールは将来、より高度に活用していきたいとする企業が多く、実際に民間教育訓練

機関でも近年 Excel 関連講座の受講者数が増えている。 

 業務効率化等の目的で、クラウド（グループウェア）の活用が広まっている傾向。すでに活用中の

中小企業が 3 割を超え、活用検討中企業も約 27％。また、対離職者／在職者ともにクラウドについ

ては技術の概要や活用事例を知るレベルと同等に、実際に操作ができるレベルへの訓練ニーズがあ

る。 

 企業において IT を活用した業務改善を進める際に重要となる、自身の業務を客観的に記述する能力

については、実際に課題感を抱える企業が多く、ヒアリング調査を通じてその訓練ニーズが確認で

きた。 

 操作スキル以上に、「IT は身近で便利なものであり、自分の業務を楽にしたりビジネスを良くする

ひとつの道具だ」との認識をもって日頃の業務にあたるマインドセットが重要、との声も、ヒアリ

ングを通じて多く確認された。 

 

2.5.2 離職者に関する傾向 

離職者に関する傾向として、アンケート調査及びヒアリング調査から明らかになった事項は、以下の通り

である。 

 IT（ハード／ソフト）の進化により、操作そのものは易化していることもあり、採用段階では、まず

は IT に対する抵抗感がなく基本的な操作が問題なくできれば良い、また、「IT は身近で便利なもの

であり、自分の業務を楽にしたりビジネスを良くするひとつの道具だ」との認識をもって日頃の業

務にあたるマインドを持っていてほしい、との回答が主。 

※人材不足を背景に、採用要件は最低限にしている企業が多い傾向。その中で、IT 関連能力以上

に、コミュニケーション力やビジネスマナーといった基礎力を重視したいとの回答が多い。 

 採用後、実際の業務においては、業種／職種問わず上長等の指示の下で主に定型的な作業を担当。

それに正確に応えられる入力等の基本操作（役割によっては一部応用操作）レベルの能力が必要、

との回答が主。 

 

2.5.3 在職者に関する傾向 

在職者に関する傾向として、アンケート調査及びヒアリング調査から明らかになった事項は、以下の通り

である。 
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 現在の業務においては、定型的な IT 操作が主であるが、将来的には、IT を活用し自身／自社の業務

の生産性向上や新たな価値創造に繋がる動きの取れる人材へ成長してほしい、との回答が過半。 

 その中でも特に、今後データ利活用を進めていく上で Excel 等を用いたデータ分析やその結果を踏ま

えた改善策・戦略の検討ができる人材に対する育成ニーズが伺えた。 
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3 基礎的 IT リテラシーの構成要素及び定義 

 基礎的 IT リテラシーの位置づけ 

基礎的 ITリテラシーの構成要素及び定義の検討にあたり、まずアンケート調査及びヒアリング調査より

得た示唆をもとに、基礎的 ITリテラシーと従来の ITスキル等との関係を整理した。 

アンケート調査及びヒアリング調査より、企業がその活動において ITを活用する理由は、「企業・業務

の生産性向上やビジネスチャンスの創出・拡大」であることが捉えられた。また、それに伴い、企業が従業

員に求める ITに係る人材要件も、その「企業・業務の生産性向上やビジネスチャンスの創出・拡大」に寄

与することのできる人材、へと変容していることが捉えられた。 

この絵姿を実現するにあたり従業員に必要となるのが、図表 3.1-1で示す、「基礎的 ITリテラシー」及

び「IT使用スキル」であると考えられる。IT使用スキルについては、あらゆる業種に共通する汎用的なも

のと、その上に培われる業種に特化したものの 2種類に大分される。基礎的 ITリテラシーは、さらにその

土台となるものであり、それ単体ではなく、IT使用スキルとの掛け合わせにより、この絵姿を実現でき

る、ビジネス上の IT活用場面における重要な能力の片綸であると考えられる。 

 

図表 3.1-1 基礎的 IT リテラシーと IT スキル等との関係 

 
就職基礎力、社会人基礎力・・・

基礎的ITリテラシー

汎用的IT使用スキル
（Officeツール、電子メール、グループウェア・・）

業種
特化

IT使用
スキル
（製造業
×IoT）

業種
特化

IT使用
スキル
（介護業×
ロボット）

業種
特化

IT使用
スキル
（○○業
×△△）

×

・・・

ITを活用した、企業・業務の生産性向上や
ビジネスチャンスの創出・拡大の実現

～実現したい絵姿～

実現にあたって
必要となる能力

土台となる能力
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 基礎的 IT リテラシーの構成要素 

前節にて整理した基礎的 ITリテラシーの位置づけを踏まえ、アンケート調査及びヒアリング調査より得

た企業の ITに係る人材要件に関するニーズを基に、基礎的 ITリテラシーの構成要素を検討した。 

検討に際し、図表 3.2-1の通り、ITを活用した業務遂行の一般的な流れを整理した8。本調査において検

討するモデルカリキュラムの主な受講者となる「全てのビジネスパーソン」層は、一般的には業務上の課題

等に対し、「ITを活用して解決の方向性の検討」をし、「ITを活用して解決方法を検索」し、「ITを活用

して解決方法に関する計画の立案」を行うことで、その課題解決等の一翼を担うことが、就業現場における

主な役割であると考えられる。 

これらの役割を果たすにあたり必要な土台となる能力は、「ITを活用した解決の方向性の検討」場面で

は、解決したい問題に対してどの ITを使うか選ぶために、世の中にどのような ITがあるかやその機能、活

用事例に対する「認知」、「ITを活用した解決方法の探索」場面では、問題解決に必要な情報を整理・分

析し表現するための「操作・表現」と、安全に ITを活用するための「知識」、「ITを活用した解決方法に

関する計画の立案」場面では、整理・分析した情報をもとに、身の回りの業務の生産性向上や業績向上に繋

げる「活用」、そしてこれら一連のプロセスに共通して必要な、目的に適う情報を調べ比較し適切な情報を

選択する「検索」、の計 5 つの能力であると整理できる。本調査においては、この「認知」、「操作・表

現」、「知識」、「活用」、「検索」の 5つを、基礎的 ITリテラシーを構成する要素として結論づけた。 

 

図表 3.2-1 職場で離職者・在職者が求められる役割及び必要な能力 

 

                                                   
8 高大接続システム改革会議 「中間まとめ」 を参考に弊社整理。

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shougai/033/toushin/__icsFiles/afieldfile/2015/09/15/1362096_

01_2_1.pdf      

ITを活用した
解決の方向性の検討

ITを活用した
解決方法の探索

問題解決

【選定】
解決したい問題に対して、持って
いる情報を整理し、どのITを使う
か選ぶ

左記計画を実
行、効果検証
し、問題解決
を図る。

活用
生産性向上や

業績向上に繋げること

＋

＜業務の流れ＞

問題の発見

業務上の問題
を発見する

指示・
依頼

報告・
相談

上長 上長

操作・表現
目的に適う情報を得るために

ITを操作できること認知
世の中にどのようなITがあるか
やその機能、活用事例を

知っていること

検索
目的に適う情報を調べ、比較し、適切な情報を選択すること

知識
安全にITを活用するための

情報セキュリティやコンプライアンス
を理解していること

＋

＋

ITを活用した解決方法に
関する計画の立案

【情報の取得】
問題解決に必要な情報を探す

【分析・表現】
集めた情報を整理・分析し、表現
する

【活用】
整理・分析した情報をもとに、身の
回りの業務の生産性向上や企業
の業績向上に繋がる解決策を検
討する

＋

今回の対象者が職場で求められる役割

上記プロセス
の実現に
必要な能力
（基礎的IT
リテラシーの
構成要素）
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 基礎的 IT リテラシーの定義 

3.1及び 3.2にて整理した基礎的 ITリテラシーの位置づけ及び構成要素を踏まえ、アンケート調査及び

ヒアリング調査より得た企業の ITに係る人材要件に関するニーズを基に、本調査においては、基礎的 ITリ

テラシーを以下のように定義した。 

現在入手・利用可能な ITを使いこなして、企業・業務の生産性向上やビジネスチャンスの創

出・拡大に結び付けるのに必要な土台となる能力のこと。いわゆる IT 企業で働く者だけでな

く、ITを活用する企業（ITのユーザー企業）で働く者を含め、全てのビジネスパーソンが今後

標準的に装備することを期待されるもの。 

 

具体的には、 

1. 世の中にどのような ITがあり、それぞれどのような機能・仕組みを有しているか、どの

ような場面で活用されているかについての理解。 

2. 企業・業務の課題解決場面に有用な ITを選定し、その ITを操作して目的に適う情報を取

得・分析・表現し、課題解決に繋げる能力。 

3. ITを安全に活用するための情報セキュリティやコンプライアンスの知識。 
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4 基礎的 IT リテラシーを習得するための公共職業訓練モデルカリキュラム（案） 

 モデルカリキュラムの方向性 

4.1.1 習得範囲の設定 

本モデルカリキュラムは、離職者向け、在職者向け、それぞれに構築する。そのため、離職者、在職者そ

れぞれが、職場においてどのような役割を期待されているのか、その違いを整理し、モデルカリキュラムの

習得範囲を検討することが必要である。 

企業等へのアンケート調査及びヒアリング調査結果より、在職者については、次世代のリーダーとしての

成長への期待を含め、自ら ITを活用した生産性向上や新たな価値創造に繋がる動きをとること、が期待さ

れている傾向が捉えられた。したがって、図表 4.1-1に示す「ITを活用した解決の方向性の検討」、「IT

を活用した解決方法の探索」のみならず、「ITを活用した解決方法に関する計画の立案」までできる人材

の育成が求められていると考えられる。 

一方、離職者については、まずは上長等の指示下で基本的な業務をある程度一人でこなせるようになるこ

と、が期待されている傾向が捉えられた。したがって、図表 4.1-1に示す「ITを活用した解決の方向性の

検討」及び「ITを活用した解決方法の探索」がまずは着実にできる人材の育成が求められていると考えら

れる。しかし、それらに留まらず、就業経験を積み重ねていく中で、将来「ITを活用した解決方法に関す

る計画の立案」もできる人材に成長していくことを見据え、その土台を育む必要がある。 

これらのことからモデルカリキュラムの習得範囲について、離職者については、基礎的 ITリテラシーの

構成要素における「活用」を意識しつつ、「認知」、「操作・表現」、「知識」及び「検索」能力の習得に

重点を置くこととする。在職者については、「活用」能力に重点を置き、同時に「活用」能力の習得にあた

り必要となる「認知」、「操作・表現」、「知識」及び「検索」能力も習得可能なものとする。 

 

図表 4.1-1 離職者及び在職者の習得範囲 

 

ITを活用した
解決の方向性の検討

ITを活用した
解決方法の探索

問題解決

【選定】
解決したい問題に対して、持って
いる情報を整理し、どのITを使う
か選ぶ

左記計画を実
行、効果検証
し、問題解決
を図る。

活用
生産性向上や

業績向上に繋げること

＋

＜業務の流れ＞

問題の発見

業務上の問題
を発見する

指示・
依頼

報告・
相談

上長 上長

操作・表現
目的に適う情報を得るために

ITを操作できること認知
世の中にどのようなITがあるか
やその機能、活用事例を

知っていること

検索
目的に適う情報を調べ、比較し、適切な情報を選択すること

知識
安全にITを活用するための

情報セキュリティやコンプライアンス
を理解していること

＋

＋

ITを活用した解決方法に
関する計画の立案

【情報の取得】
問題解決に必要な情報を探す

【分析・表現】
集めた情報を整理・分析し、表現
する

【活用】
整理・分析した情報をもとに、身の
回りの業務の生産性向上や企業
の業績向上に繋がる解決策を検
討する

＋

今回の対象者が職場で求められる役割

離職者

在職者

上記プロセス
の実現に
必要な能力
（仮説）

受講者別
主な

習得範囲
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4.1.2 離職者向けモデルカリキュラム（案）の方向性 

前項にて設定した習得範囲を前提とし、アンケート調査及びヒアリング調査より明らかになった企業が求

める ITに係る人材要件を踏まえ、離職者向けモデルカリキュラム（案）の方向性を検討した。 

前述の通り、離職者については、ITを「活用」できる人材になることを意識しつつ、「認知」、「操

作・表現」、「知識」、「検索」能力の習得に重点を置いたカリキュラムとする。離職者向けモデルカリキ

ュラム（案）の方向性は、図表 4.1-2 に示すとおりである。 

 

図表 4.1-2 離職者向けモデルカリキュラム（案）の方向性 

 

 

4.1.3 在職者向けモデルカリキュラム（案）の方向性 

在職者についても、離職者と同様に、前項にて設定した習得範囲を前提とし、アンケート調査及びヒアリ

ング調査より明らかになった企業が求める ITに係る人材要件を踏まえ、モデルカリキュラム（案）の方向

性を検討した。 

在職者向けモデルカリキュラム（案）の方向性は、図表 4.1-3 の通りである。在職者については、基礎的

IT リテラシーの構成要素のうち「活用」に重点を置いたカリキュラムとし、「活用」にあたり必要となる

「認知」、「操作・表現」、「知識」及び「検索」についても触れるものとする。 

また、厚生労働省では在職者を対象とした公共職業訓練として、2017年度より企業等の生産性の向上の

支援を行うことを目的とした「生産性向上支援訓練」を実施しており、同訓練との棲み分けも考慮しモデル

カリキュラム（案）を検討した。同訓練において現段階で取り扱いのないテーマのうち、アンケート調査及

・座学形式にて、ITを活用した業務遂行ができ
る人材となるにあたり必要な基礎知識を習得

認知、知識（座学）

・座学形式と演習形式を組み合わせ、実際の業務シーンを想定した例題の中で、ITの操作・表現
方法を習得

操作・表現（座学・演習）

ITを活用して業務遂行できる人材
 世の中にどのようなITがあり、それぞれどのような機能を有しているか、どのような場面で活用されているかについて概要を理解している人材
 上位者の指示の下、目的の達成に必要な情報が何か仮説を設定し、その情報を収集、整理、集計し、結果を上位者に分かりやすく伝えることができる人材
 ITを安全に活用するための基本的な情報セキュリティやコンプライアンスの知識を有する人材

実
施
方
針

・各技術の概要と、業務での具体的な活
用業務シーン（例：AI、IoT、クラウド等の
新技術を含む、様々なITの概要と実際の業
務シーンでの活用事例を知る）

・情報セキュリティ（例：主要な攻撃内容、
発生しうる被害、できる対策、情報モラル・ネッ
チケット）

・コンプライアンス（例：著作権、知的財産
権、個人情報保護）

・ITを活用した業務遂行演習（実際の業務シーンを想定した演習 例：売上向上施策を検討して
いる上長の指示の下、過去5年分の顧客ごとの売上情報を整理・集計し、その結果をまとめた資料を作
成し、上長に報告する）

～上記演習と紐付け、操作・表現に関する訓練を実施～

・データの整理・集計（例：目的達成に必要な情報を収集、整理、集計し、その結果を読み取る）

・提案資料の作成（例：上記により得た情報を上長等に報告・相談するための資料を作成する）

・クラウド上での情報共有・展開（例：作成した資料をクラウド上で周囲に共有・展開する）

・コミュニケーションツールの活用（例：ビデオ通話アプリケーションを用いて遠隔で会議を行う）

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
要
素

仕
上
が
り
像

 PCを業務／日常生活で使用したことがあり、起動方法やキーボード・マウスの使い方等、基本的な操作を知っている
 電子メールソフトやウェブブラウザなど汎用的なアプリケーションを使用したことがある

受
講
者

像
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びヒアリング調査において企業のニーズが比較的高くみられた、情報共有を目的としたクラウドの活用及び

業務効率化等を目的とした RPAの活用の 2テーマを取り扱うこととした。 

 

図表 4.1-3 在職者向けモデルカリキュラム（案）の方向性 

 

 

 離職者向けモデルカリキュラム（案） 

4.2.1 モデルカリキュラム検討における基本的な考え方 

離職者向けモデルカリキュラムの構築にあたり、前章にて整理した基礎的 ITリテラシーの構成要素及び

定義を踏まえるとともに、以下の観点も踏まえモデルカリキュラムの検討、構築を行った。次項以降で離職

者向けモデルカリキュラム（案）の具体的な内容について述べる。 

 将来的に「IT を活用した企業・業務の生産性向上やビジネスチャンスの創出・拡大の実現に寄与で

きる人材」となるにあたっての土台となる基礎的な能力を習得するものであり、単なるスキル習得

訓練ではないことを前提とすること 

 訓練を通じて就職力を高めることに留意すること 

 他の訓練と組合せ受講することもあることを留意すること 

 受講者がどのような業種や職種の業務に就業するか未定であること、また様々な就業経験値の受講

者に向けた訓練であることに留意すること 

 就職基礎力や社会人基礎力等に類する能力を習得するための科目は直接的には設けず、訓練を通じ

てそれらも副次的に習得できるよう運用で工夫すること 

・座学形式にて、 ITを活用し生産性向上や
新たな価値創造に繋げることのできる人材と
なるにあたり必要な基礎知識を習得

認知、知識（座学）

・実際の企業課題を想定した演習形式にて、ITを活用した生産性向上や新たな価値創造の手法を習得

活用（演習）実
施
方
針

・各技術の概要と、業種ごとの具体的な
活用業務シーン（例：AI、IoT、クラウド
等の新技術を含む、様々なITの概要と各業
種における実際の業務シーンでの活用事例を
知り、自社の課題解決に結び付けるイメージ
を持つ）

・業務プロセスの可視化（例：解決したい
問題の周辺業務の棚卸を行い、業務プロセス
を記述する）

・ITを活用した改善提案演習（実際の業務シーンを想定した演習 例：自社における業務上の問
題解決に必要な情報を取得、分析し、その結果から生産性向上や新たな価値創造に繋がる改善策を
立案し上申する）

～演習の中で学びを実践～

・業務プロセスの可視化（例：解決したい問題の周辺業務の棚卸を行い、業務プロセスを記述する
※再掲）

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
要
素

仕
上
が
り
像

 PCで、基本的なアプリケーション（Word、Excel、PowerPoint）の操作ができる
 業務推進や事業展開において何らかの課題意識を持っており、ITを活用してその課題を解決できないか検討している

受
講
者

像

ITを活用して生産性向上や新たな価値創造を実現できる人材
 世の中にどのようなITがあり、それぞれどのような機能を有しているか、どのような場面で活用されているかについて最新の事例を理解し、自社の課題解決に結び付
けることのできる人材

 問題の原因や解決方法に対して自ら仮説を設定、必要な情報を取得、分析し、その結果から解決策を立案し、論理的に上申できる人材
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4.2.2 モデルカリキュラム（案） 

（１） 受講者像の設定 

本訓練は、広くハローワークを利用して求職活動を行う離職者が対象となる。したがって、その平均的な

IT 活用の経験値及び本訓練の目的を踏まえ、受講者像を以下のように設定した。 

 PC を業務／日常生活で使用したことがあり、起動方法やキーボード・マウスの使い方等、基本的な

操作を知っている 

 電子メールソフトやウェブブラウザなど汎用的なアプリケーションを使用したことがある 

 

（２） 訓練目標の設定 

前章にて整理した基礎的 ITリテラシーの構成要素を踏まえ、本訓練の目標を以下のように設定した。 

 表計算ツール、文書・資料作成ツールやクラウド等、現在業務やビジネスで利用されている IT を理

解する 

 IT を使用して、社内外の関係者と適切にコミュニケーションが取れるようになる（適切なメールの

送受信ができる、スケジュール調整ができる等） 

 インターネットを使用して、必要な情報を探し出すことができるようになる 

 表計算ツールを用いたデータの集計方法を理解し、データの集計及び見える化ができるようになる 

 インターネットや社内外から取得した各種データを利用するにあたり、コンプライアンス上確認し

なければならない事項を理解し、取得したデータを適切に利用することができるようになる 

 情報セキュリティ及びコンプライアンスに関して、「してはならないこと」を理解する 

 

（３） 仕上がり像の設定 

前章にて整理した基礎的 ITリテラシーの定義を踏まえ、本訓練受講後の受講者の仕上がり像について、

以下のように設定した。これらの仕上がり像と（1）に記した訓練目標を踏まえて訓練が実施されることに

より、基礎的 ITリテラシーの習得が実現できるものと想定している。 

 世の中にどのような IT があり、それぞれどのような機能を有しているか、どのような場面で活用さ

れているかについて概要を理解している人材 

 上位者の指示の下、目的の達成に必要な情報が何か仮説を設定し、その情報を収集、整理、集計

し、結果を上位者に分かりやすく伝えることができる人材 

 IT を安全に活用するための基本的な情報セキュリティやコンプライアンスの知識を有する人材 

 

（４） モデルカリキュラム（案）の内容 
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前項にて述べた基本的な考え方、訓練目標及び仕上がり像を踏まえ、モデルカリキュラムの科目の構成及

びその具体的な内容について検討を行った。 

モデルカリキュラム（案）は、4つの学科科目及び 3つの実技科目にて構成している。学科科目では、座

学形式にて IT を活用した業務遂行の基礎となる知識・スキルの習得を行う。実技科目では、演習形式に

て、学科科目で取得した知識やスキルを活用した、就業現場さながらの実践的な IT 活用演習を行う。前述

のように本カリキュラムは、受講者が就職後業務において実際に ITを活用できるようになることを最重要

目標としており、単なるスキル習得訓練ではないことから、学科に充てる時間は最小限に留め、大半を実技

に充てることで、実際に IT の活用体験をしながら基礎的 ITリテラシーを習得する構成としている。 

各科目のねらいや実施内容の詳細について、次項以降で述べる。 

 

図表 4.2-1 離職者向けモデルカリキュラム（案） 

科目 科目の内容 

時間（日

数） 

※目安 

必須/

任意 

- 入所式、修了

式 

・訓練の目的、実施内容 

・ビジネスにおける基礎的 ITリテラシーの必要性 

- 必須 

学科

1 

ITとビジネス ・業務における ITの活用 

・ビジネスにおける ITの活用 

3時間 

（0.5日） 

必須 

学科

2 

情報セキュリ

ティ 

・情報セキュリティの重要性 

・情報セキュリティ事故の原因 

・注意すべき場面と求められる行動 

・ネチケット 

6時間 

（1日） 

必須 

学科

3 

コンプライア

ンス 

・ITに関係する法規制 

・注意すべき場面と求められる行動 

6時間 

（1日） 

必須 

学科

4 

業務改善の考

え方・コツ 

・企業における業務改善（目的と KPI） 

・業務内容の整理と改善点の抽出 

6時間 

（1日） 

必須※ 

 

実技

1 

グループウェ

アの基礎知識

と活用 

・クラウドの概要と活用メリット 

・グループウェアの概要と活用メリット 

・グループウェアへのアクセス、利用開始 

・スケジュール機能の活用 

・ドキュメント共有機能の活用 

・メール機能の活用 

・テレビ会議システムの活用 

21時間 

（3.5日） 

必須※ 

 

実技

2 

データ活用の

ためのデータ

集計と見える

化 

・Excelの概要 

・データ集計の基本 

・データの集計と見える化の実践 

54時間 

（9日） 

必須※ 
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実技

3 

ITを活用した

業務遂行の実

践 

・実際の就業現場における業務遂行さながらの演習 

演習における実施事項 

① 上長役による業務指示 

② ①に基づく ITを活用した作業遂行 

③ 上長役やグループメンバーへの資料共

有、上長役への作業状況報告依頼・調整（グルー

プウェアを活用した資料の共有・日程調整等） 

④ ②の作成物に対する上長役からの助言、

修正指示、振り返り 

（以降、②～④を繰り返し） 

⑤ 納品 

 

※演習は、業務の効率化・迅速化、コスト削減や情報活

用による営業力強化等、実際の企業が抱える課題をテ

ーマとし、それら課題の解決に係る作業（情報の検

索、取得、整理、見える化等）を実践できる内容とす

ること。 

※実際の就業現場さながらの雰囲気を作るため、講師が

上長役、受講者が部下役となり演習を進めること。 

 

96時間 

（16日） 

 

 

必須※ 

 

- その他の科目 ・その他、受託者が基礎的 ITリテラシーの習得にあた

り必要と考える科目を設定すること。なお、新たな科

目の設定ではなく、既存科目に当該科目分の時間を上

乗せする提案も可とする 

 

（科目設定例） 

・就職支援 

・Word/PowerPointの使い方 

・ロジカルシンキング入門 等 

8時間 

（1.5日） 

任意 

 

4.2.3 各科目の詳細 

各科目のねらい及び科目の具体的な内容は、図表 4.2-2 の通りである。 

「業務改善の考え方・コツ」、「グループウェアの基礎知識と活用」、「データ活用のためのデータ集計

と見える化」及び「IT を活用した業務遂行の実践」の科目については、地域の実情及び受講者の経験値等

に応じて実施レベルの調整が必要となるケースも考えられるため、受託事業者の判断にて適宜、その調整を

行うことを可としている。ただし、それにより訓練目標や仕上がり像への到達が叶わないような著しいレベ

ルの低下が発生することは望ましくない。そのため、各科目に設定した「ねらい」をの達成を前提とした実

施レベルの調整とするよう、裁量の条件を明示的に示すことと した。 

 

図表 4.2-2 各科目のねらい及び科目内容の詳細 

科目名 ねらい 科目内容詳細 

ITとビジネス  事例の紹介を通じ、IT を活用す

ることが業務のスピードアップ

【業務における ITの活用】 
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や簡素化に繋がり企業だけでな

く自身にとってもメリットのあ

る行いであることを理解してい

ただく 

 また、昨今あらゆる業種や職種

で IT の活用が進んでいることを

理解いただき、受講者にも自分

事として、自身が就職後 IT に触

れながら仕事をするイメージを

付与する 

  

 業務において IT を活用できる場面、活用方法

（業務効率化や、リモートワーク等の新しい働

き方という観点でも場面や活用方法を紹介） 

 業務において IT を活用し、業務のスピードや質

が向上した等の成果が創出された事例 

 

【ビジネスにおける ITの活用】 

 新技術（クラウドやビッグデータ、AI、IoT

等）の動向、各技術の概要 

 各種 IT を活用し、事業拡大や新たな事業創出等

ビジネスの向上につながった事例 

 

情報セキュリ

ティ 

 概論的な理解にとどまらず、受

講者が就職後、業務上「しては

ならないこと」を具体的に理解

していただく 

【情報セキュリティの重要性】 

 発生しうる事故の種類 

 情報セキュリティ事故により企業及び従業員が

被る被害 

 

【情報セキュリティ事故の原因】 

 外部からの攻撃の種類（不審な添付メール、不

正アクセス等） 

 人為的ミスによる事故の種類（紛失、誤送信

等） 

 

【注意すべき場面と求められる行動】 

 インターネット利用時の注意点と、求められる

行動（不審なページにはアクセスしない、不審

なポップアップをむやみにクリックしない等） 

 パソコン利用時の注意点と、求められる行動

（セキュリティソフトのアップデート、定期的

なパスワードの変更等） 

 社外での業務遂行時の注意点と、求められる行

動（情報機器の施錠、プライバシーシールドの

利用等） 

 

【ネチケット】 

・インターネットや SNS等を利用する際の注意点

（会社での利用制限の有無、投稿内容等） 

 

コンプライア

ンス 

 概論的な理解にとどまらず、受

講者が就職後、業務上「しては

ならないこと」を具体的に理解

していただく 

 

【ITに関係する法規制】 

 著作権、個人情報保護、知的財産権に関する法

律の概要 

 違反した場合の罰則（会社だけでなく、個人に

も罰則が発生しうることを説明） 

 

【注意すべき場面】 
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 社内外のデータ利用時に注意すべき点と、求め

られる行動（データの出所確認、利用範囲の確

認等） 

 インターネット等で提供されている画像やイラ

スト等の素材データ利用時に注意すべき点と、

求められる行動（利用範囲の確認、利用方法の

確認等） 

 文献等からのデータ引用時に注意すべき点と、

求められる行動（引用可能範囲の確認、引用方

法の確認） 

 

業務改善の考

え方・コツ 

 昨今、企業現場では業務改善等

を通じた生産性向上が求められ

ており、就職後、受講者にもそ

の一翼を担うことが期待されて

いることを理解していただく 

 受講者が就職後、自身の業務を

改善する際の業務の捉え方、及

び改善箇所の抽出にあたっての

視点を理解していただく 

  

【企業における業務改善】 

 業務改善を行うことのメリット（業務改善を行

うことで会社だけでなく個人にどのようなメリ

ットがあるのか） 

 

【業務内容の整理と改善点の抽出】 

 業務における作業の流れ、作業内容の整理 

 改善点の抽出における考え方 

 

グループウェ

の基礎知識と

活用 

 目的に応じたグループウェアの

活用方法を、特に業務効率化と

いう観点で理解していただく 

 グループウェア利用時に発生頻

度の高いトラブル及び対応方法

を理解いただき、実際に業務に

おいて同様の事象が発生した

際、自身で対応できるようにな

ることを目指す 

 情報セキュリティ/コンプライア

ンスの観点で、グループウェア

利用時に「してはならない」こ

とを理解していただく 

 また、昨今企業において各種ク

ラウドサービスの活用が広まっ

ていること、及びグループウェ

アについてもクラウド型の活用

が広まっていることから、この

科目の中で、クラウドの仕組み

や活用メリットを知っていただ

く 

 

【クラウドの概要と活用メリット】 

 クラウドの仕組み 

 企業におけるクラウド利用のメリット（コスト

面、業務改善等） 

 

【グループウェアの概要と活用メリット】 

 グループウェアの種類、各サービスの特徴（有

料サービス/無料サービス） 

 日々の業務で、グループウェアの活用により可

能になること（情報のリアルタイム共有、様々

な場所やデバイスからのアクセス等） 

 

【グループウェアへのアクセス、利用開始】 

 ログイン/ログアウト方法 

※社内外、異なるデバイスからのアクセス 

 よく発生するトラブルとその対応方法（インタ

ーネットの接続がない、VPN が接続できない、

ログインパスワードを忘れた等） 

 グループウェア利用開始場面の実践 

 

【スケジュール機能の活用】 

 スケジュールの確認方法、予定の入力方法 

 社内外、異なるデバイスからのアクセス 

 よく発生するトラブルとその対処方法（誤った

人を招待してしまった等） 

 スケジュール確認、入力の実践 
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【ドキュメント共有機能の活用】 

 ドキュメントの閲覧ドキュメントダウンロー

ド、他者へのドキュメント共有方法 

※社内外、異なるデバイスからのアクセス 

 よく発生するトラブルとその対処方法（サーバ

ーに上げたドキュメントが消えてしまった、ド

キュメントが開かない等） 

 ドキュメント共有の実践 

 

【メール機能の活用】 

 メールの機能（署名、宛先の種類、画像/ドキュ

メント添付）、各機能の操作・設定方法 

 画像やドキュメント添付時の注意点（ドキュメ

ントにパスワードを設定しているか、容量は問

題ないか、パスワードは別メールで送信してい

るか等） 

 メール送信時の注意点（宛先の入力や

To/Cc/Bcc の設定を誤っていないか等） 

 よく発生するトラブルとその対処方法（誤った

宛先にメールを送信してしまった、個人情報の

入ったドキュメントをパスワードなしで送信し

てしまった等） 

 目的別メール作成、送信の実践 

 

【テレビ会議システムの活用】 

 テレビ会議システムの機能（カメラ、ドキュメ

ント共有等）、各機能の操作方法 

 よく発生するトラブルとその対処方法（接続で

きない、音声が届かない、途中で接続が切れて

しまう等） 

 テレビ会議の実践 

 

データ活用の

ためのデータ

集計と見える

化 

 昨今、データの活用があらゆる

ビジネスにおいてさらに重要と

なっていることを理解していた

だく 

 単なる操作方法ではなく、実際

の就業現場で想定される業務場

面と紐付けてデータの集計・見

える化の方法を学ぶことを通じ

て、データに慣れ親しんでいた

だく 

 

【Excelの概要】 

 Excel の使用により実施可能になる業務（顧客

情報や在庫等の管理、業績の見える化等） 

 Excel の使用に適さない業務（プレゼンテーシ

ョン資料の作成、報告資料の作成等） 

 各機能の説明 

 

【データ集計の基本】 

 データの入力と入力時の注意点 

 関数の使い方（Sum 関数、Average 関数、

Round 関数等）と関数によるデータ集計 

 ピボットテーブルの使い方とピボットテーブル

によるデータ集計 

 

【データ集計と見える化】 
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 データ集計と見える化の演習 

 

-演習例- 

 ・利用客の属性集計、見える化 

・昨年度と本年度の売上の集計、推移の見える

化 

 ・顧客満足度調査の集計、見える化 

 

ITを活用した

業務遂行の実

践 

 実際の就業場面において、上長

からの指示に基づき IT を活用し

た様々な業務（※）を遂行する

にあたり、本訓練にて習得した

こと（学科 1～実技 2）を、どの

ように活用（単体または組み合

わせ）することができるのか/す

れば良いのか、演習を通じて理

解していただく 

 それにより、受講者が本訓練で

習得したことを、就職後、実際

の業務において実践できるよう

になることを目指す 

 また、本演習を通じて、実際の

就業現場における他者との協働

にあたり必要となるコミュニケ

ーションスキルも習得していた

だく 

 

※上長からの指示内容に対する現

状把握や、課題解決策検討に必

要となる情報の検索、取得、整

理、見える化、等 

 

 「業務の合理化・迅速化」、「コスト削減」、

「情報活用による営業力強化」等、IT の活用に

よる生産性向上やビジネスチャンスの創出等を

テーマとした、上長の指示に基づく IT を活用し

た業務遂行の演習 

 

＜演習テーマ/内容設定に際して＞ 

 演習テーマは、IT 活用目的・場面の種別×業種

×職種の 3 要素を組み合わせ設定すること 

 IT 活用目的・場面の種別については、実際の企

業におけるそれを具体的に想定し設定するこ

と。その際、企業における IT 活用ニーズ等につ

いて調査した「IT ユーザーにおける IT 利活用

に関するアンケート調査結果」等も参考とする

こと 

 業種/職種については、地域の産業特性や雇用ニ

ーズを踏まえ、設定すること。その際、各都道

府県労働局が公表する労働市場情報等の統計情

報等も参考とすること 

 なお、受講者の多くはどのような業種/職種に就

職するか未定の状況での受講であることが想定

されることからこの演習を通じて様々な業種/職

種の就業場面を体験できるよう、演習は少なく

とも 2 つ以上、可能な限り多く実施すること 

 演習の内容については、実際の就業場面で受講

者が期待される役割と想定される、IT を活用し

た「情報の検索・取得」「情報の整理」「情報

集計・分析」を実践できる構成とすること 

 

 

4.2.4 訓練機関の意見収集 

本モデルカリキュラム案構築の過程においては、その実現性を検証すべく、実際に離職者を対象とした公

共職業訓練を受託している民間教育訓練事業者複数社を対象に、意見収集を行った。 

意見収集の結果、いずれの民間教育訓練機関からも、図表 4.2-3 に示す意見を踏まえた内容・運用であれ

ば、本モデルカリキュラム案は実現可能と考えられる、との意見をいただいた。当該意見を踏まえ、案の最

終化をはかった。また、本モデルカリキュラム案に対し、従来の IT スキル訓練にはない新たな要素を備え
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た内容と捉えている旨を所感としていただき、本モデルカリキュラム案の既存の訓練との違いやねらいの打

ち出しについては、民間教育訓練機関に対しても十分に訴求することができたものと考えられる。 

モデルカリキュラム案の内容及び実現性に関する具体的な意見は、図表 4.2-3 の通りである。 

 

図表 4.2-3 訓練機関による意見内容 

項目 主な意見 

カリキュラム内容 科目の妥当性  科目の設定に関して、訓練の目的と照らし全体的によく考え

られており、スキル習得ではない新しさを感じる内容になっ

ている 

 情報セキュリティ及びコンプライアンスは、企業で働く上で

重要であり、「してはならないこと」を理解しているという

ことだけでも、企業の印象は変わる 

実施の流れ  離職者については、訓練途中での離脱も多々ある。その観点

からも、「できなかったことができるようになった」といっ

た成功体験を、訓練の中で細かく受講者に体験してもらうこ

とが重要である 

 「できなかったことができるようになった」と体感いただく

ため、知識を教えるだけでなく、実際に手を動かす時間が重

要である。また、要所要所で「振り返り」の時間を設ける

と、講座を通じて何ができるようになったのかを実感しやす

い 

 習得には、反復を行うことがポイントとなる 

実現性 運用面 【実技 3「IT を活用した業務遂行の実践」について】 

 離職者の IT スキルレベルは人によってそれなりに差が出る

ため、グループワーク形式で実技を実施すると、IT スキルが

ある人ばかりが作業し、IT スキルがない人は何もしないとい

ったことが発生する可能性が高く、満足度を低下させてしま

う可能性がある。特定の人に負担が集中しないよう講師がコ

ントロールすることがポイントとなる 

 Word や PowerPoint を触ったことがない離職者もいるた

め、演習の中で資料作成をさせるのであれば、はじめに操作

方法を簡単に教えると良いのではないか 

 IT スキルのレベルだけでなく経験業種／職種のバックグラウ

ンドも異なり、共通言語がない中、グループワーク形式で実

技を実施するのは容易でないため、実例の紹介や演習テーマ

の設定においては、なるだけ誰もがイメージできる内容にす

ることがポイントとなる 

 ビジネスシーンを想定した訓練の場合、実際に企業で働いた

ことのある講師が担当するとよりリアリティが高まると考え

られる 

 実際の業務では、訓練と異なり、複数の作業を同時並行で実

施したり突発的なトラブルが発生したり等、柔軟性が求めら

れる。講師がそれを踏まえて演習を進行できると、より実践

的な力が付くのではないか 
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環境面  演習以外の部分については、おおよそ既存の教材で実施可能

である 

 10 人以上になると最低でも講師が 2 人（一人がメイン講

師、もう一人がアシスタント）いたほうが円滑に進めること

ができるであろう 

 グループウェアについては、google 等、無料で利用できる

サービスもあるため、環境及び費用的にも問題ないであろう 

 ビジネスシーンを想定した訓練の場合、本来は企業からの講

師派遣や職場訓練があると望ましいが、優秀な人材を獲得で

きたり企業のブランド力向上につながる等、企業側にメリッ

トがなければ実現は難しく、費用も増すため、今回の枠組み

では難しいであろう 

 

 在職者向け公共職業訓練モデルカリキュラム（案） 

4.3.1 モデルカリキュラム検討における基本的な考え方 

在職者向けモデルカリキュラムの構築にあたり、前章にて整理した基礎的 ITリテラシーの構成要素及び

定義を踏まえるとともに、以下の観点も踏まえモデルカリキュラムの検討、構築を行った。次項以降で在職

者向けモデルカリキュラム（案）の具体的な内容について述べる。 

 将来的に「IT を活用した企業・業務の生産性向上やビジネスチャンスの創出・拡大の実現に寄与で

きる人材」となるにあたっての土台となる基礎的な能力を習得するものであり、単なるスキル習得

訓練ではないことを前提とすること 

 業務を離れて受講するに足る、自身／自社の業務の生産性向上等に有用な内容とすること 

 既に一定程度の教育を受け、また現在様々な業種／職種の業務に従事する受講者に向けた訓練であ

ることに留意すること 

 

4.3.2 モデルカリキュラム（案） 

（１） 受講者像の設定 

アンケート調査・ヒアリング調査及び本訓練の目的を踏まえ、受講者像を以下のように設定した。 

 Word や Excel、PowerPoint の基本的な操作（表やグラフを用いた資料作成）ができる 

 業務推進や事業展開において何らかの課題意識を持っており、IT を活用してその課題を解決できな

いか検討している 

 

（２） 訓練目標の設定 

前章にて整理した基礎的 ITリテラシーの構成要素を踏まえ、本訓練の目標を以下のように設定した。 

在職者向けモデルカリキュラム（案）については、4.1.3在職者向けモデルカリキュラム（案）の方向性

で述べた通りクラウドの活用及び RPAの 2テーマについてモデルカリキュラム（案）を構築した。訓練目標

については、両テーマ共通で下記の通り設定した。 
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 第 4 次産業革命下における新技術を中心とした最新の IT 動向や、ビジネスにおけるその活用事例を

理解する 

 業務の可視化の手法、業務改善の基本的な流れ・方法を理解する 

 クラウドまたは RPA の技術概要や活用事例、活用検討にあたってのポイントを理解し、クラウドま

たは RPA を活用した自社業務の課題解決策立案に繋げることができるようになる 

 

（３） 仕上がり像の設定 

前章にて整理した基礎的 ITリテラシーの定義を踏まえ、本訓練受講後の受講者の仕上がり像について、

両テーマ共通で以下のように設定した。これらの仕上がり像と（1）に記した訓練目標を踏まえて訓練が実

施されることにより、基礎的 ITリテラシーの習得が実現できるものと想定している。 

 世の中にどのような IT があり、それぞれどのような機能を有しているか、どのような場面で活用さ

れているかについて最新の事例を理解し、自社の課題解決に結び付けることのできる人材 

 問題の原因や解決方法に対して自ら仮説を設定し、それを裏付ける必要な情報を取得、分析し、そ

の結果から解決策を立案して論理的に上申できる人材 

 

（４） モデルカリキュラム（案）の内容 

a） クラウドを活用した情報共有能力の拡充に関するモデルカリキュラム（案） 

前項にて述べた基本的な考え方、訓練目標及び仕上がり像を踏まえ、モデルカリキュラムの科目の構成及

びその具体的な内容について検討を行った。 

離職者向けモデルカリキュラム（案）と同様に、学科科目及び実技科目にて構成している。を本訓練は、

IT を活用した自社の業務の課題解決立案手法の習得を最重要目標としており、単なるスキル習得訓練では

ないことから、実技科目中心の構成としている。 

各科目のねらいや実施内容の詳細について、次項以降で述べる。 

 

図表 4.3-1 クラウドを活用した情報共有能力の拡充に関するモデルカリキュラム（案） 

科目 科目の内容 時間 

※目安 

必須/任意 

学科 1 第 4 次産業革命の

インパクト 

・最新の IT（主に、IoT、ビッグデータ、AI、クラウド

等の新技術）の概要と活用事例 
 

 

1 時間 
 

任意※2 

学科 2 ビジネスプロセス

モデルの作成 

・現状業務の見える化、課題・解決案の作成方法 
 

2 時間 必須※3 

実技 クラウドを活用し

た情報共有能力の

拡充策立案の実践 

・クラウドの概要説明 

・ケーススタディ 

・自社業務における、クラウドを活用した課題解決策案

の検討 

9 時間 
 

必須※3 
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ケーススタディのテーマ 

クラウドを活用した共有能力の拡充 
 

ケーススタディにおける具体的な実施事項 

① 進め方及びケースの内容を講師が説明 

② ケースに従い業務フローの書き起こしを実施 

③ 業務フローの中でクラウドを活用する業務場面及び

活用する機能の検討 

（設備等の準備が可能な場合は、講師がクラウドの

基礎的な操作方法を説明し、受講者本人もクラウド

の操作を実施） 

④ 個人で検討後、受講者同士で共有・議論 

⑤ 全体発表、講師からのフィードバック 
 

 

※1. 訓練期間については、受講者の都合等を鑑み、1～2日の間で調整を可とする。1日間で実施する場

合、本カリキュラム記載時間の半数程度を目安にして各科目の実施時間を組み立てること。 

※2．科目としての実施有無を受託者にて判断することを可とする。ただし、実施しない場合には、適

宜、他の科目の中でその要素に触れること。 

※3．地域の実情及び受講者の経験値等に応じ、事業者の判断にて科目内容のレベルの調整を行うことを

可とする。ただし、別添「委託訓練モデルカリキュラム（在職者向け）補足説明資料」に記載の各科

目の「進め方のポイント」に留意の上、各科目の「ねらい」を達成することが可能な科目内容とし、

レベルが著しく下がることのないようにすること。 
 

b） RPA を活用した業務効率化・コスト削減に関するモデルカリキュラム（案） 

aと同様の考え方に基づき、RPAの活用をテーマとしたモデルカリキュラム（案）を構築した。 

各科目のねらいや実施内容の詳細について、次項以降で述べる。 

 

図表 4.3-2 RPA を活用した業務効率化・コスト削減に関するモデルカリキュラム（案） 

科目 科目の内容 時間 

※目安 

必須/任意 

学科 1 第４次産業革命の

インパクト 

・最新の IT（主に、IoT、ビッグデータ、AI、クラウ

ド等の新技術）の概要と活用事例 

1時間 

 

任意※2 

学科 2 ビジネスプロセス

モデルの作成 

・現状業務の見える化、課題・解決案の作成方法 

 

2時間 

 

必須※3 

実技 RPAを活用した業

務効率化・コスト

削減策立案の実践 

・RPAの概要説明 

・ケーススタディ 

・自社業務における、RPAを活用した課題解決策案の

検討 

 

ケーススタディのテーマ 

RPAを活用した業務効率化・コスト削減 

 

9時間 

 

必須※3 
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ケーススタディにおける具体的な実施事項 

① 進め方及びケースの内容を講師が説明 

② ケースに従い業務フローの書き起こしを実施 

③ 業務フローの中で RPAを活用する業務場面及び活

用する機能の検討 

（設備等の準備が可能な場合は、講師が RPAの基

礎的な操作方法を説明し、受講者本人も RPAの操

作を実施） 

④ 個人で検討後、受講者同士で共有・議論 

⑤ 全体発表、講師からのフィードバック 

 

※1. 訓練期間については、受講者の都合等を鑑み、1～2日の間で調整を可とする。1日間で実施する場

合、本カリキュラム記載時間の半数程度を目安にして各科目の実施時間を組み立てること。 

※2．科目としての実施有無を受託者にて判断することを可とする。ただし、実施しない場合には、適

宜、他の科目の中でその要素に触れること。 

※3．地域の実情及び受講者の経験値等に応じ、事業者の判断にて科目内容のレベルの調整を行うことを

可とする。ただし、別添「委託訓練モデルカリキュラム（在職者向け）補足説明資料」に記載の各科

目の「進め方のポイント」に留意の上、各科目の「ねらい」を達成することが可能な科目内容とし、

レベルが著しく下がることのないようにすること。 
 

4.3.3 各科目の詳細 

（１） クラウドの活用をテーマとしたモデルカリキュラム（案） 

各科目のねらい及び科目の具体的な内容は、図表 4.3-3 の通りである。 

 

図表 4.3-3 各科目のねらい及び科目内容の詳細（クラウド） 

科目名 ねらい 科目内容詳細 

第 4次産業革

命のインパク

ト 

 第 4 次産業革命下における新技

術を含めた様々な ITの活用が、

具体的にどのようなビジネスシ

ーンでどのように生産性向上や

新たな価値創造に寄与している

か、理解していただく 

【最新の IT（主に、IoT、ビッグデータ、AI、ク

ラウド等の新技術）の概要と活用事例】 

 各種新技術の概要（主な機能等） 

 各種新技術を活用し、生産性向上や新たな事業

創出等につながった事例 

ビジネスプロ

セスモデルの

作成 

 ITを活用した自社の業務の課題

解決の過程で、現状の業務プロ

セスの見える化を図り、課題を

明確化する手法を理解していた

だく 

 また、明確にした課題に対して

ITで解決できること/できないこ

とを整理する手法を理解してい

ただく 

【現状業務の見える化、課題・解決案の作成方

法】 

 論理的問題解決の手法 

 業務プロセスの可視化の手法（業務フロー/業

務量の書き方） 

 課題・解決案の作成方法（あるべき姿/問題点

からの整理、等） 

 IT活用の目的と目標、ITで解決できること/で

きないことの整理の手法 
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クラウドを活

用した情報共

有能力の拡充

策立案の実践 

 問題の原因や解決方法に対して

自ら仮説を設定し、それを裏付

ける必要な情報を取得、分析

し、その結果から解決策を起案

し、論理的に上申できる力を習

得していただく 

 クラウドの技術概要や活用事

例、活用検討にあたってのポイ

ントを理解し、クラウドを活用

した自社業務の課題解決策立案

に繋げることができる力を習得

していただく 

【クラウドの概要説明】 

 機能概要 

 製品比較（無料/有料） 

 クラウドの特徴（活用の向き/不向き） 

 活用事例 
 

【ケーススタディ】 

ケーススタディにおける具体的な実施事項 

① 進め方及びケースの内容を講師が説明 

② ケースに従い業務フローの書き起こしを実施 

③ 業務フローの中でクラウドを活用する業務場面

及び活用する機能を検討 

（設備等の準備が可能な場合は、講師がクラウ

ドの基礎的な操作方法を説明し、受講者本人も

クラウドの操作を実施） 

④ 個人で検討後、受講者同士で共有・議論 

⑤ 全体発表、講師からのフィードバック 

 
 

（２） RPA をテーマとしたモデルカリキュラム（案） 

各科目のねらい及び科目の具体的な内容は、図表 4.3-4 の通りである。なお、「第 4 次産業革命のインパ

クト」及び「ビジネスプロセスモデルの作成」の科目については、クラウドを活用したモデルカリキュラム

（案）とねらい及び科目内容の詳細が同一であるため割愛する。 

 

図表 4.3-4 各科目のねらい及び科目内容の詳細（RPA） 

科目名 ねらい 科目内容詳細 

RPAを活用した

業務効率化・

コスト削減策

の立案の実践 

 問題の原因や解決方法に対して

自ら仮説を設定し、それを裏付

ける必要な情報を取得、分析

し、その結果から解決策を起案

して論理的に上申できる力を習

得いただく。 

 RPAの技術概要や活用事例、活用

検討にあたってのポイントを理

解し、RPAを活用した自社業務の

課題解決策立案に繋げることが

できる力を習得いただく。 

【RPA の概要説明】 

・機能概要 

・製品比較 

・RPA の特徴（活用の向き／不向き） 

・活用事例 
 

【ケーススタディ】 

ケーススタディにおける具体的な実施事項 

① 進め方及びケースの内容を講師が説明 

② ケースに従い業務フローの書き起こしを実施 

③ 業務フローの中で RPAを活用する業務場面及

び活用する機能を検討 

④ （設備等の準備が可能な場合は、講師が RPA

の基礎的な操作方法を説明し、受講者本人も

RPAのロボット作成を実施） 

⑤ 個人で検討後、受講者同士で共有・議論 

⑥ 全体発表、講師からのフィードバック 
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4.3.4 訓練機関の意見収集 

離職者向けモデルカリキュラム案と同様に、本在職者向けモデルカリキュラム案構築の過程においても、

その実現性を検証すべく、実際に在職者を対象とした公共職業訓練を実施している団体を対象に、意見収集

を行った。 

意見収集の結果、いずれの民間教育訓練機関からも、図表 4.3-5 に示す意見を踏まえた内容・運用であれ

ば、本モデルカリキュラム案は実現可能と考えられる、との意見をいただいた。当該意見を踏まえ、案の最

終化をはかった。 

モデルカリキュラム案の内容及び実現性に関する具体的な意見は、図表 4.3-5 の通りである。 

 

図表 4.3-5 訓練機関による意見内容 

項目 主な意見 

カリキュラム内容 科目の妥当性、

実施の流れ 

 訓練期間は長くても 2 日間（12 時間）が妥当ではないか 

（企業から「従業員を 2 日間研修に行かせるのは難しいた

め、1 日間コースを用意して欲しい」といった声を受けてい

る状況） 

 訓練期間が限られていることから、科目内容はメリハリをつ

け絞ることが望ましい 

例えば、セキュリティやコンプライアンス等、今回学科と実

技の関連性が乏しい内容は、本カリキュラムに含まないとい

う整理 

 中小企業の IT 活用の実態を踏まえると、業務上の課題解決

には、新技術の手前でまずは既存の IT を活用することも効

果的であると考えられるため、演習には表計算ツールの活用

（より高度な分析等）のコースを設定することも検討してみ

ては 

実現性 運用面 【実技パートについて】 

 演習内で受講者より出てくる企画提案の幅・自由度が高すぎ

ると講師の対応が困難になるため、演習については、ケース

スタディ型にする等、あらかじめ演習の成果物の内容や方向

性を特定し進め、カリキュラムの PR でも何を学ぶことがで

きるか明確に示す方が望ましい 

環境面  講師設定に関して、特に最新のセキュリティやコンプライア

ンスに関する講義は講師が限られ（士業の講師等）、かつ他

の科目との兼任にしづらいことに留意 
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5 総括 

 今後に向けた課題の整理 

次年度以降、本調査にて構築した離職者及び在職者向けモデルカリキュラム（案）に基づいた訓練が全国

各地で展開される。当該訓練の着実かつ質高い実施及び更なる発展を見据え、第 4 回研究会において、今

後に向けた課題の整理や施策の検討を行った。 

今後に向けた課題は大きく、短期的な課題及び中長期的な課題の 2 つに整理される。短期的な課題につ

いては、まずは次年度、本訓練の着実なスタートを切るにあたり、以下の 2 点が想定される。 

 訓練機関の募集及び受講者の募集 

 全国の訓練機関における一定の質の確保 

また、中長期的な課題については、将来的に本モデルカリキュラムをより良いものに発展させていくにあ

たり、以下の 2 点が想定される。 

 PDCA に基づいたモデルカリキュラム改修の実施 

 「基礎的 IT リテラシー」の社会全体への浸透、定着 

次節以降、これらの課題に対する提言を述べる。 

 

 短期的な課題に対する提言 

5.2.1 訓練機関募集及び受講者募集のための、周知施策の展開 

次年度以降、全国での訓練実施にあたり課題となるのが、訓練機関及び受講者の募集である。「基礎的

IT リテラシー」という名称及び概念は新しいものであるため、それについて広く周知を図り理解を促進す

ることが、募集段階においても重要となる。周知に際しては、訴求力の高い訓練名を検討することが有効と

考えられる。 

訓練名は、受講者が訓練内容を容易に想起でき受講意欲を喚起できるもの、との観点にて検討を進めるこ

とが重要である。また、「実務」や「実践」等の言葉を付し、「単なるスキル習得ではなく、実際に業務で

IT を活用できる能力を習得する」との本モデルカリキュラム案のねらいや特長を的確に伝えることができ

るものとすることも重要である。これらの観点を踏まえ、本調査では、離職者向けの訓練名につき、以下を

訓練名案として検討した。 

 IT 活用基礎力マスター訓練 

 実践的 IT 活用力マスター訓練 

 実務に活きる IT 訓練 

 プラスワン IT 訓練 

 新たな価値を創造する IT 活用訓練 

 就職力向上 IT 訓練 
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また、訴求力を高め、親しみやすさを加えるため、訓練名にキャッチコピーを付すことも有効と考えられ

る。キャッチコピーは、就職を目指す離職者の目線を踏まえ、以下のようなものが効果的と考えられる。 

 ～今後のビジネスにおける新しい基礎力！～ 

 ～これからの就職には欠かせない！～ 

 ～あなたを強くするプラスワン訓練！～ 

 ～これを学べば安心！～ 

 ～これを学んで就職力向上！～ 

 ～どんな企業からも求められる人材へ！～ 

 

なお、在職者向け訓練についても、離職者向け訓練と同様の観点に基づいた訓練名の設定が有効と考えら

れる。 

 

名称及び概念の周知に加え、訓練を通じてどのような能力が身につくのか等、訓練の実施内容についても

周知し、認知を拡大することが重要である。認知拡大にあたっては、本訓練の受講対象者、及び本訓練の受

託実施を検討する訓練機関向けそれぞれに、周知用ツールとしてリーフレットを配布することが有効と考え

られる。本調査においては、離職者向け訓練の周知リーフレット案を作成した。 

受講者向けリーフレットについては、訓練に関心を持ってもらうきっかけや受講意欲の喚起につながるツ

ールとすることに留意し、図表 5.2-1 の通り、案を作成した。当該リーフレットは、主に全国のハローワー

クのラックへの配架が予定されている。離職者が数あるリーフレットの中からこれを手に取り、本訓練を自

分ごととして捉え、受講申込への一歩を踏み出すことができるよう、本訓練の受講必要性や特長を端的に訴

求する内容とした。なお、リーフレットを用いた周知施策は有用と考えられる一方、ハローワークを訪問し

ない離職者には当該情報に触れる機会がない、との課題も存在する。それら潜在受講者層へのリーチ方法に

ついても、ホームページでの情報発信や企業の人事担当を通じた周知等、多角的に検討する必要がある。 

訓練機関向けリーフレットについては、訓練機関に本訓練の実施イメージを付与し自機関においても実施

可能と認識していただくとともに、受託意欲を喚起するツールとすることに留意し、図表 5.2-2 の通り、案

を作成した。当該リーフレットは、主に都道府県が本訓練の受託者を募集する際の配布が予定されている。

本訓練が政府の推進する人材力強化政策の一環であることや、今後の IT 活用人材育成訓練のスタンダード

であることにも触れ、中長期的な視点でも本訓練の受託を前向きに検討いただけるよう、訴求を工夫し作成

した。 

なお、在職者向け訓練についても、離職者向け訓練と同様の観点に基づいたリーフレットの作成、配布が

有効と考えられる。 

このように、次年度以降、訓練機関及び受講者の募集力を高めるため、「基礎的 IT リテラシー」の概念

及び訓練内容の認知、理解促進に向けた取組を推進する必要がある。 
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図表 5.2-1 受講者（離職者）向けリーフレット（案） 

 

 

図表 5.2-2 訓練機関向けリーフレット（案） 

 

 

～どんな企業からも求められる人材へ！～

IT活用基礎力マスター訓練(仮称)のご案内

3
様々なITの機能・仕組みや活用方法がわかる1

ITを利用した情報収集・分析の方法を学べる2

セキュリティ・コンプライアンスの知識が得られる3

IT活用基礎力マスター訓練(仮称） つのポイント

「IT活用基礎力マスター訓練(仮称)」とは…
単なるIT操作スキルを学ぶ訓練ではなく、仕事の効率アップ、営業力の
強化、新規事業へのチャレンジにつながる「ITを使いこなす力」を、実践的に身につけられる
訓練です！

 ITで得た情報をもとに、生産量を増やす方法を一緒に考えてくれる人材を求めています。（製造業 B社）

 ITは仕事を楽にする道具と理解し、抵抗感なく使いこなせる人材を求めています。（医療・福祉業 C社）

 最近クラウド型のグループウェアを導入しました。クラウドがどのようなものか理解し、効率的な仕事の仕方が
できる人材を求めています。（卸売業 F社）

今、企業は、「ITを使いこなす人材」を求めています

どのような業種・企業からも
評価される「ITを使いこなす」
スキルが身につきます

IT活用の業務体験を通じ、
様々な職種について働くヒント
が得られます

業種を問わず必要となる
安全にITを利用するための
知識が身につきます

訓練の詳細は裏面へ！

就職したい仕事に関する訓練と合わせて受講することで、効果が一層アップします！

就職への自信につながる！
IT活用基礎力マスター訓練(仮称)受講のメリット

全業種
全職種
対応！

厚生労働省 訓練企画室 TEL:03-xxxx-xxxx

問い合わせ先

・業務改善の考え方・コツ

・安全にITを使うための知識

・クラウドの活用・グループウェアの活用

・データ集計と見える化

ある介護付き老人ホームでは、入居者の日々の状態を毎日Excelの引継書に
入力して記録しているが、様式が統一されておらず、入力負荷がかかっている。そ
こで、引継書作成を簡素化し、職員の負担軽減と業務の迅速化に取り組む。

化粧品の開発・販売を行うR社では、売上が伸び悩んでいる原因として、消費

者のニーズにあった商品の企画ができていないと考えている。そこで、会員顧客を

対象に実施している満足度調査を分析し、顧客の満足度やニーズを把握する。

自動車部品を作っているT製作所では、コスト削減の一環で、工場の稼働につ

いても見直しをすることとなった。そこで、これまでの他社の成功事例を収集すると

ともに、工場の稼働状況やコストについて、整理と集計、見える化を行う。

業務での活用イメージが湧く！だから就職力が高まる！

【IT活用演習のテーマ例】

などについて学んだ後・・・

半分の時間は、

様々な業種における

就業現場を想定したIT活用演習を実施。

福祉業

製造業

小売業

IT活用基礎力マスター訓練(仮称)では
何を学ぶの？？

レンタルサービスを展開するA社では、価格設定のルールが標準化されておらず、

営業社員の裁量によって利益を度外視した契約が多発している。そこで、各契

約における価格設定状況の見える化と競合情報の整理を行う。

サービス業

～どんな企業からも求められる人材へ！～

IT活用基礎力マスター訓練(仮称)のご案内

3
様々なITの機能・仕組みや活用方法がわかる1

ITを利用した情報収集・分析の方法を学べる2

セキュリティ・コンプライアンスの知識が得られる3

IT活用基礎力マスター訓練(仮称） つのポイント

「IT活用基礎力マスター訓練(仮称)」とは…
単なるIT操作スキルを学ぶ訓練ではなく、仕事の効率アップ、営業力の
強化、新規事業へのチャレンジにつながる「ITを使いこなす力」を、実践的に身につけられる
訓練です！

 ITで得た情報をもとに、生産量を増やす方法を一緒に考えてくれる人材を求めています。（製造業 B社）

 ITは仕事を楽にする道具と理解し、抵抗感なく使いこなせる人材を求めています。（医療・福祉業 C社）

 最近クラウド型のグループウェアを導入しました。クラウドがどのようなものか理解し、効率的な仕事の仕方が
できる人材を求めています。（卸売業 F社）

今、企業は、「ITを使いこなす人材」を求めています

どのような業種・企業からも
評価される「ITを使いこなす」
スキルが身につきます

IT活用の業務体験を通じ、
様々な職種について働くヒント
が得られます

業種を問わず必要となる
安全にITを利用するための
知識が身につきます

訓練の詳細は裏面へ！

就職したい仕事に関する訓練と合わせて受講することで、効果が一層アップします！

就職への自信につながる！
IT活用基礎力マスター訓練(仮称)受講のメリット

全業種
全職種
対応！

厚生労働省 訓練企画室 TEL:03-xxxx-xxxx

問い合わせ先

・業務改善の考え方・コツ

・安全にITを使うための知識

・クラウドの活用・グループウェアの活用

・データ集計と見える化

ある介護付き老人ホームでは、入居者の日々の状態を毎日Excelの引継書に
入力して記録しているが、様式が統一されておらず、入力負荷がかかっている。そ
こで、引継書作成を簡素化し、職員の負担軽減と業務の迅速化に取り組む。

化粧品の開発・販売を行うR社では、売上が伸び悩んでいる原因として、消費

者のニーズにあった商品の企画ができていないと考えている。そこで、会員顧客を

対象に実施している満足度調査を分析し、顧客の満足度やニーズを把握する。

自動車部品を作っているT製作所では、コスト削減の一環で、工場の稼働につ

いても見直しをすることとなった。そこで、これまでの他社の成功事例を収集すると

ともに、工場の稼働状況やコストについて、整理と集計、見える化を行う。

業務での活用イメージが湧く！だから就職力が高まる！

【IT活用演習のテーマ例】

などについて学んだ後・・・

半分の時間は、

様々な業種における

就業現場を想定したIT活用演習を実施。

福祉業

製造業

小売業

IT活用基礎力マスター訓練(仮称)では
何を学ぶの？？

レンタルサービスを展開するA社では、価格設定のルールが標準化されておらず、

営業社員の裁量によって利益を度外視した契約が多発している。そこで、各契

約における価格設定状況の見える化と競合情報の整理を行う。

サービス業

～ITに関する訓練を実施している民間教育機関の皆様へ～

IT活用基礎力マスター訓練(仮称)の
実施機関を募集しています

平成30
年度開講

カリキュラムの内容等、詳細は裏面へ！

企業ニーズが高いIT活用力の習得を目指す2

これまでのノウハウを活かした実施が可能

3IT活用基礎力マスター訓練(仮称) つのポイント

 企業ニーズを踏まえて策定されたモデルカリキュラムを基に、IT活用力（業務を構造的に把握し、
ITを用いてビジネス上の課題を解決する際の基礎となる考え方や方法）の習得を目指します

 パソコン等の基本的な操作ができる方が対象の訓練です

 貴機関の既存のノウハウやテキストも活かした訓練企画が可能です

 ITをビジネスに活用するあらゆる業種・企業から評価される「ITを使いこなす」スキルを身につけ
る人材育成のスタンダードとなる訓練です

 製造業、運輸業、建設業、医療・福祉など業務上ITを活用する幅広い業種・企業が求める人
材を育成します（従来のITベンダー企業への就職を目指す訓練とは異なります）

あらゆる企業から求められる「ITを使いこなす人材」育成のスタンダード1

3

全ての働く人に求められる「ITを使いこなす力」を習得する職業訓練を新たにスタートします。

今、企業は、「ITを使いこなす人材」を求めています！

ITを「業務を楽にしたりビジネスを良くする道具」として活用するマインドを持ち、
生産性向上を目指し積極的にIT活用に挑戦する人材を採用したい。

単に操作スキルだけを持った人材ではなく、様々なデータの整理・分析や利活用
に一緒に取り組むことのできる、実践の場で活きる体験を積んだ人材を採用し
たい。

最近導入が進んでいるクラウドがどのようなものか理解し、効率的な仕事の仕方
ができる人材を採用したい。

3

モデルカリキュラム（200時間）

科目 概要 時間(目安)

学科1 ITとビジネス ・業務・ビジネスにおけるITの活用 3時間

学科2 情報セキュリティ ・情報セキュリティ事故の原因
・注意すべき場面と求められる行動

6時間

学科3 コンプライアンス ・ITに関係する法規制
・注意すべき場面と求められる行動

6時間

学科4 業務改善の考え方・
コツ

・企業における業務改善（目的とKPI）
・業務内容の整理と改善点の抽出

6時間

実技1 グループウェアの活用 ・グループウェア・クラウドの概要と活用メリット
・スケジュール機能、ドキュメント共有機能等の活用

21時間

実技2 データ集計と見える化 ・Excelの概要、データの集計と見える化 54時間

実技3 ITを活用した業務遂
行の実践

・実際の就業現場を想定したIT活用演習
（演習テーマ：業務合理化・迅速化やコスト削減等、実際
の企業における課題）

96時間

※詳細は、「IT活用基礎力マスター訓練(仮称)モデルカリキュラム」及び「補足説明資料」をご覧ください。

訓練の概要

受講対象 ハローワークを通じて求職中の離職者（ITユーザー企業への就職を希望する求職者）
（経験レベル：パソコンを使用したことがあり、起動方法やキーボード・マウスの使い方等、基本操作可能、
および電子メールソフトやウェブブラウザなど汎用的なアプリケーションを使用したことがある程度）

訓練時間 200時間／2ヶ月程度

定員 10人～30名までを標準

運営費用 委託費、テキスト代（受講者より実費徴収）

訓練実施場所 貴施設等

※詳細は別紙をご参照ください

政府が推進する「人材力」の抜本的強化に向けた、目玉となる訓練です

政府は第４次産業革命に対応できる人材投資と労働移動の円滑化を進めるため、「IT力強化集中緊急
プラン」を策定し政策資源を集中投入することを表明しています。
（平成29年6月閣議決定「未来投資戦略2017－Society 5.0の実現に向けた改革－」）

プログラミング、数理・データサイエンスの習得を目指す

【施策】プログラミングの必修化 等

先端IT技術、専門分野に応じたIT力の習得を目指す

【施策】第4次産業革命スキル習得講座認定制度 等

基礎的ITリテラシーの習得を目指す

【施策】IT活用基礎力マスター訓練(仮称)（本訓練）

大学等と連携したIT・データスキルの見直し 等

ITトップ人材

中核的IT人材

全てのビジネスパーソン

就職前の学生
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5.2.2 全国の訓練実施機関における一定の質確保のための、各ステークホルダーの理解促進 

次年度以降、本訓練は離職者向け、在職者向けともに委託訓練としての実施が予定されている。具体的に

は、全国の訓練機関が受託者となり、仕様を踏まえ、それぞれの創意工夫の中で訓練が行われることとな

る。そのような実施フェーズにおいては、各受託訓練機関における訓練の質を担保することが重要となる。 

それにあたりポイントとなるのが、「基礎的 IT リテラシー」及び本訓練のねらい等に対する訓練機関の

理解である。「基礎的 IT リテラシー」とは何か、従来の IT スキルとは何が異なるのかや、各科目の企画意

図を、訓練機関が真に理解した上で訓練を実施することが、訓練の質を担保する上で重要と考えられる。ま

た、離職者向け訓練については、本訓練と他訓練との組み合わせ受講が就職力向上に有効と考えられること

から、本訓練のそのような活用の仕方や、業種・職種に応じて他のどの訓練との組み合わせ受講が最適か等

についても、訓練機関が理解しておくことが望ましい。そのためには、各都道府県の職員等のステークホル

ダーもこれらの内容について齟齬なく理解し、訓練機関へ正しく説明できるようになることが必要である。 

これらを踏まえ、今後は、「基礎的 IT リテラシー」や本訓練の適切な説明の仕方を示した手引き等の支

援ツール整備も検討する必要がある。当該支援ツールは、訓練機関向けに説明を行う都道府県職員等のみな

らず、離職者へ訓練を紹介するハローワークの職員や、在職者へ訓練参加を促す企業の担当者にも有効活用

いただけるものと考える。 

 

 中長期的な課題に対する提言 

5.3.1 PDCA に基づいたモデルカリキュラム改修に向けた、定期的な企業ニーズの把握 

本訓練は、生産性向上や業務効率化を目的にその時々で企業現場にて使われている様々な IT を活用する

能力を習得するものであることから、最新の技術動向等を踏まえた訓練内容にて実施されることが重要とな

る。技術は日々目まぐるしいスピードで進化しており、それに伴い企業の IT 活用に対するニーズや、その

使い手である従業員に求める人材要件も変化する。その時々の企業ニーズに合致した訓練の提供にあたり、

今後、技術動向及びそれに伴う企業の IT に係る人材要件の動向を定期的に把握し、適宜訓練内容の見直し

を行う必要がある。なお、公共職業訓練は、離職者向け訓練については職業能力の開発・向上を通じて就職

を支援することを、在職者向け訓練については高度なスキルや知識の習得を通じてスキルアップを支援する

ことを目的としており、これらの観点からも訓練内容が適切であるか、見直しを行うことが重要となる。 

本訓練が、このような公共職業訓練本来の目的を果たすことができているかを検証するため、離職者向

け、在職者向けともに、訓練の実施成果を追跡調査することが必要である。追跡調査の観点として、離職者

については、訓練受講が就職に結びついたか、中でも業種・職種ごとにどのような訓練との組合せが就職に

結びついたか等を把握すること有効と考えられる。在職者については、受講者だけでなく派遣元である在籍

企業へも、受講後の成果や訓練に対する課題点等を確認することが重要である。また、本訓練は離職者向

け、在職者向けともに、実技科目の割合を多く設計していることから、講師の運営スキルによって訓練の質

そのものが左右される可能性があることも懸念される。今後、訓練の質を高く維持し、さらに実施地域を拡

大するにあたっては、訓練の実施状況や講師のレベル等を把握し、その結果に基づき、高い質を担保するた

めの方法や仕組み化の検討も行う必要がある。 

その他にも、あらゆる人材が本訓練を受講できるよう、場所や時間に囚われない公共職業訓練の実施をテ

ーマに、e-learning 等を活用した運用を推進することも望ましい。 
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5.3.2 「基礎的 IT リテラシー」の社会全体への浸透、定着に向けた、共通言語化及びモデルカリキュラム

の多面的な活用 

「基礎的 IT リテラシー」は、第 4 次産業革命時代において、また昨今我が国においても政策検討が開始

された人生 100 年時代においても、あらゆる人材にとって不変的かつ必要不可欠な能力になり得る。その

ため、今後、その社会全体への理解浸透と定着を図る取組を推進し、全てのビジネスパーソンが学び直しを

通じて「基礎的 IT リテラシー」を標準装備する社会を実現することが重要となる。 

その過程においては、今後「基礎的 IT リテラシー」が、例えば採用時の人材要件のスタンダードとし

て、求職者や求人企業、そのマッチングを担う各機関等の各ステークホルダー間において共通言語化するよ

う、取組を進めることが重要と考える。また、従業員の評価項目や育成方針に取り込むことも重要であろ

う。そのため、まずはハローワークの求人情報の項目や、求職者の履歴書の項目にその用語が導入されるよ

う推進する等の方法の検討、実行が必要である。 

また、公共職業訓練に限らない、企業や学校教育等様々な場面での本モデルカリキュラムの活用も有効と

考える。特に離職者向けカリキュラムについては、企業の新卒研修等での活用も想定されるが、導入をより

円滑にするため、200 時間ある本カリキュラムの縮小版を準備する等の取組も有効と考えられる。学校教育

場面での活用については、早い段階から「基礎的 IT リテラシー」を有する人材の育成を行うことで、第 4

次産業革命時代を担う我が国の人材層の全体的な底上げにつながり、ひいては経済成長や国際競争力の強化

に寄与する取組になり得ると考える。 
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6 付録 

 IT のユーザー側企業を対象としたアンケート調査に係る設問票 
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 アンケート調査結果（業種・職種別集計） 

 

 

• 操業年数に関する全体の傾向として「30～49年」が34.4％と最も⾼く、次いで「50～69年」が23.9％と⾼いのに対し、業種別では情報通信産業、
小売業、飲食サービス業及び福祉業以外の業種において「30～49年」が最も⾼い傾向にある。

• 職種別では、サービス職及び建設・採掘職以外の職種において「30～49年」が最も⾼い傾向にある。
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飲食サービス業
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その他
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10年未満 10～29年 30～49年 50～69年 70～99年 100年以上

業種別操業年数 N=360 職種別操業年数 N=360

１．企業の基礎情報

１）操業年数

• 社員数に関する全体的な傾向として「5～29人」が32.5％と最も⾼く、次いで「50～99人」が22.5％と⾼いのに対し、業種別では卸売業、小売
業、不動産業、専門・技術サービス業及び複合サービス事業等において「5～29人」が最も⾼い。

• 職種別では、サービス職及び建設・採掘職において「5～29人」が最も⾼い。
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１．企業の基礎情報

２）社員数
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１．企業の基礎情報

３）業種別職種

• 上位3業種において最もITを活用する職種としては、いずれの業種も「事務職」が最も⾼い。
• 製造業では、「生産工程職」が19.5％と事務職に次いで⾼い。
• 建設業では、「建設・採掘職」が25.5％と事務職に次いで⾼い。
• 卸売業では、「営業職」が26.7％と事務職に次いで⾼い。

（％）

業種別職種

専門・技術職 11.5

専門・技術職 17.0

専門・技術職 2.2

専門・技術職 16.0

専門・技術職 52.6

専門・技術職 5.9
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生産工程職 25.0

建設・採掘職 25.5 
建設・採掘職 2.2 

運搬職 14.3 

労務職 5.9 

その他 1.1

その他 2.2
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その他 33.3

その他 33.3
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生活関連サービス業
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宿泊業

教育
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学術研究

学習支援業

その他

２．従来技術に係る活用状況

１）現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ①表計算ツール 【業種別】 1/2

• 現在の活用段階に関する全体的な傾向として「基本操作」が最も⾼く、次いで「応用操作」が⾼いのに対し、業種別では情報通信業、小売業、金
融業、不動産業、宿泊業及び複合サービス事業等においては「応用操作」が最も⾼く、次いで「基本操作」が⾼い。

• 将来、到達してほしい姿に関する全体的な傾向としては、「応用操作」が最も⾼く、次いで「⾼度活用」が⾼いのに対し、業種別では情報通信業及
び専門・技術サービス業においては「⾼度活用」が最も⾼く、次いで「応用操作」が⾼い。

表計算ツールの現在と将来の活用状況（業種別）
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

現在 使用なし 2.1 1.1 0.0 0.0 7.1 0.0 7.7 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.9 4.0 11.8

※棒グラフ 基本操作 51.1 52.9 50.0 36.4 42.9 53.3 38.5 33.3 28.6 66.7 0.0 36.8 33.3 0.0 50.0 75.0 66.7 0.0 55.6 64.7 40.0 47.1

応用操作 36.2 40.2 50.0 54.5 42.9 40.0 50.0 66.7 71.4 33.3 0.0 36.8 66.7 87.5 50.0 25.0 33.3 100.0 33.3 23.5 52.0 35.3

⾼度活用 10.6 5.7 0.0 9.1 7.1 6.7 3.8 0.0 0.0 0.0 100.0 15.8 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 5.9 4.0 5.9

価値創造 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 2.1 0.0 0.0 0.0 7.1 0.0 7.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 0.0

※折れ線 基本操作 6.4 8.0 0.0 9.1 0.0 6.7 3.8 0.0 0.0 33.3 0.0 10.5 0.0 0.0 12.5 0.0 33.3 0.0 0.0 23.5 4.0 17.6

応用操作 48.9 49.4 0.0 27.3 50.0 48.9 38.5 0.0 57.1 33.3 0.0 31.6 100.0 62.5 37.5 100.0 33.3 0.0 55.6 41.2 56.0 41.2

⾼度活用 36.2 33.3 100.0 36.4 28.6 37.8 42.3 100.0 42.9 33.3 0.0 42.1 0.0 25.0 37.5 0.0 33.3 100.0 11.1 29.4 36.0 35.3

価値創造 6.4 9.2 0.0 27.3 14.3 6.7 7.7 0.0 0.0 0.0 100.0 15.8 0.0 12.5 12.5 0.0 0.0 0.0 33.3 5.9 0.0 5.9
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２．従来技術に係る活用状況

１）現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ①表計算ツール 【職種別】 2/2

• 職種別では、現在の活用段階に関する全体的な傾向として「基本操作」が最も⾼く、次いで「応用操作」が⾼いのに対し、専門・技術職においては
「応用操作」が最も⾼く、次いで「基本操作」が⾼い。

• 将来、到達して欲しい姿については、全体的な傾向としては「応用操作」が最も⾼く、次いで「⾼度活用」が⾼いのに対し、専門・技術職においては
「⾼度活用」が最も⾼く、次いで「応用操作」が⾼い。

表計算ツールの現在と将来の活用状況（職種別）
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

現在 使用なし 0.0 2.5 0.0 22.2 14.3 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

※棒グラフ 基本操作 36.4 47.7 55.6 66.7 42.9 33.3 47.4 61.5 50.0 0.0 22.2

応用操作 50.0 43.2 40.7 11.1 28.6 0.0 47.4 23.1 50.0 100.0 66.7

⾼度活用 11.4 6.5 3.7 0.0 14.3 0.0 5.3 15.4 0.0 0.0 11.1

価値創造 2.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 0.0 0.5 0.0 22.2 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

※折れ線 基本操作 2.3 9.0 7.4 22.2 28.6 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0

応用操作 29.5 49.2 51.9 22.2 42.9 0.0 52.6 61.5 50.0 0.0 55.6

⾼度活用 52.3 32.2 38.9 33.3 28.6 0.0 36.8 30.8 50.0 0.0 22.2

価値創造 15.9 9.0 1.9 0.0 0.0 33.3 5.3 7.7 0.0 100.0 22.2
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使用なし 基本操作 応用操作 高度活用 価値創造

２．従来技術に係る活用状況

１）現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ②文書・資料作成ツール 【業種別】 1/2

文書・資料作成ツールの現在と将来の活用状況（業種別）

• 現在の活用段階に関する全体的な傾向として「基本操作」が最も⾼く、次いで「応用操作」が⾼いのに対し、業種別では情報通信業、不動産業、
飲食サービス業以外の業種において同様の傾向がみられる。

• 将来、到達してほしい姿に関する全体的な傾向としては、「応用操作」が最も⾼く、次いで「⾼度活用」が⾼いのに対し、業種別では情報通信業及
び専門・技術サービス業においては「⾼度活用」が最も⾼く、次いで「応用操作」が⾼い。

（％）

建

設

業

製

造

業

電

気

業

等

情

報

通

信

業

運

輸

業

卸

売

業

小

売

業

金

融

業

不

動

産

業

物

品

賃

貸

業

学

術

研

究

専

門

・

技

術

サ

ー

ビ

ス

業

宿

泊

業

飲

食

サ

ー

ビ

ス

業 生

活

関

連

サ

ー

ビ

ス

業

娯

楽

業

教

育

学

習

支

援

業

医

療

福

祉

複

合

サ

ー

ビ

ス

事

業

等

そ

の

他

N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

現在 使用なし 17.0 9.2 0.0 0.0 7.1 6.7 11.5 0.0 0.0 33.3 0.0 10.5 0.0 12.5 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.8 8.0 11.8

※棒グラフ 基本操作 48.9 57.5 100.0 36.4 42.9 57.8 53.8 66.7 28.6 33.3 0.0 52.6 66.7 25.0 50.0 25.0 33.3 0.0 44.4 52.9 56.0 41.2

応用操作 25.5 32.2 0.0 54.5 42.9 31.1 34.6 33.3 71.4 33.3 0.0 10.5 33.3 50.0 25.0 75.0 66.7 100.0 44.4 29.4 28.0 35.3

⾼度活用 8.5 1.1 0.0 9.1 7.1 4.4 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 21.1 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 5.9 8.0 11.8

価値創造 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 4.3 2.3 0.0 0.0 7.1 2.2 7.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 11.8

※折れ線 基本操作 23.4 16.1 0.0 0.0 21.4 6.7 15.4 0.0 0.0 0.0 0.0 15.8 33.3 37.5 12.5 25.0 33.3 0.0 0.0 35.3 4.0 11.8

応用操作 42.6 52.9 50.0 45.5 35.7 62.2 42.3 33.3 57.1 66.7 0.0 47.4 66.7 37.5 50.0 25.0 33.3 0.0 33.3 35.3 72.0 29.4

⾼度活用 23.4 24.1 50.0 27.3 21.4 24.4 30.8 66.7 42.9 33.3 0.0 26.3 0.0 25.0 12.5 50.0 33.3 100.0 55.6 17.6 20.0 41.2

価値創造 6.4 4.6 0.0 27.3 14.3 4.4 3.8 0.0 0.0 0.0 100.0 10.5 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 11.1 11.8 0.0 5.9
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２．従来技術に係る活用状況

１）現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ②文書・資料作成ツール 【職種別】 2/2

• 現在の活用段階に関する全体的な傾向として「基本操作」が最も⾼く、次いで「応用操作」が⾼いのに対し、職種別でも同様の傾向にある。
• 将来、到達してほしい姿に関する全体的な傾向としては、「応用操作」が最も⾼く、次いで「⾼度活用」が⾼いのに対し、職種別でも同様の傾向にあ
る。

文書・資料作成ツールの現在と将来の活用状況（職種別）

（％）
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

現在 使用なし 0.0 8.0 14.8 44.4 14.3 66.7 15.8 7.7 0.0 0.0 0.0

※棒グラフ 基本操作 50.0 51.8 55.6 55.6 42.9 0.0 47.4 53.8 100.0 0.0 33.3

応用操作 29.5 36.2 27.8 0.0 28.6 33.3 36.8 30.8 0.0 100.0 44.4

⾼度活用 18.2 4.0 1.9 0.0 14.3 0.0 0.0 7.7 0.0 0.0 22.2

価値創造 2.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 0.0 2.0 3.7 33.3 0.0 66.7 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0

※折れ線 基本操作 2.3 17.1 16.7 11.1 28.6 0.0 5.3 15.4 100.0 0.0 22.2

応用操作 52.3 48.2 53.7 33.3 42.9 0.0 57.9 53.8 0.0 0.0 33.3

⾼度活用 29.5 27.1 24.1 22.2 14.3 0.0 31.6 30.8 0.0 0.0 33.3

価値創造 15.9 5.5 1.9 0.0 14.3 33.3 0.0 0.0 0.0 100.0 11.1
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使用なし 基本操作 応用操作 高度活用 価値創造

２．従来技術に係る活用状況

１）現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ②コミュニケーションツール 【業種別】 1/2

コミュニケーションツールの現在と将来の活用状況（業種別）

• 現在の活用段階に関する全体的な傾向として「基本操作」が最も⾼く、次いで「応用操作」が⾼いのに対し、業種別では情報通信業、小売業、不
動産業及び飲食サービス業においては「応用操作」が最も⾼く、次いで「基本操作」が⾼い。

• 将来、到達してほしい姿に関する全体的な傾向としては、「応用操作」が最も⾼く、次いで「⾼度活用」が⾼いのに対し、業種別でも同様の傾向にあ
る。
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

現在 使用なし 10.6 1.1 50.0 0.0 7.1 4.4 15.4 33.3 0.0 33.3 0.0 5.3 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 11.1 17.6 8.0 0.0

※棒グラフ 基本操作 46.8 63.2 0.0 36.4 42.9 57.8 38.5 33.3 14.3 33.3 0.0 47.4 66.7 25.0 75.0 25.0 33.3 0.0 33.3 70.6 60.0 52.9

応用操作 29.8 32.2 50.0 45.5 35.7 31.1 46.2 33.3 85.7 33.3 100.0 21.1 33.3 62.5 12.5 75.0 66.7 100.0 44.4 11.8 24.0 41.2

⾼度活用 12.8 3.4 0.0 18.2 14.3 4.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 21.1 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 0.0 8.0 5.9

価値創造 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 4.3 0.0 0.0 0.0 7.1 2.2 7.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 0.0

※折れ線 基本操作 21.3 24.1 0.0 9.1 14.3 13.3 15.4 66.7 0.0 33.3 0.0 21.1 0.0 25.0 0.0 0.0 33.3 0.0 11.1 41.2 8.0 23.5

応用操作 40.4 47.1 0.0 36.4 42.9 51.1 34.6 0.0 57.1 33.3 0.0 42.1 66.7 37.5 75.0 75.0 33.3 0.0 22.2 41.2 72.0 35.3

⾼度活用 29.8 21.8 50.0 27.3 14.3 26.7 34.6 33.3 42.9 33.3 100.0 26.3 33.3 25.0 12.5 25.0 33.3 100.0 33.3 17.6 16.0 35.3

価値創造 4.3 6.9 50.0 27.3 21.4 6.7 7.7 0.0 0.0 0.0 0.0 10.5 0.0 12.5 12.5 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 5.9
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２．従来技術に係る活用状況

１）現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ②コミュニケーションツール 【職種別】 2/2

コミュニケーションツールの現在と将来の活用状況（職種別）

• 現在の活用段階に関する全体的な傾向として「基本操作」が最も⾼く、次いで「応用操作」が⾼いのに対し、職種別でも同様の傾向にある。
• 将来、到達してほしい姿に関する全体的な傾向としては、「応用操作」が最も⾼く、次いで「⾼度活用」が⾼いのに対し、職種別でも同様の傾向にあ
る。
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

現在 使用なし 0.0 8.0 14.8 44.4 14.3 66.7 15.8 7.7 0.0 0.0 0.0

※棒グラフ 基本操作 50.0 51.8 55.6 55.6 42.9 0.0 47.4 53.8 100.0 0.0 33.3

応用操作 29.5 36.2 27.8 0.0 28.6 33.3 36.8 30.8 0.0 100.0 44.4

⾼度活用 18.2 4.0 1.9 0.0 14.3 0.0 0.0 7.7 0.0 0.0 22.2

価値創造 2.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 0.0 2.0 3.7 33.3 0.0 66.7 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0

※折れ線 基本操作 2.3 17.1 16.7 11.1 28.6 0.0 5.3 15.4 100.0 0.0 22.2

応用操作 52.3 48.2 53.7 33.3 42.9 0.0 57.9 53.8 0.0 0.0 33.3

⾼度活用 29.5 27.1 24.1 22.2 14.3 0.0 31.6 30.8 0.0 0.0 33.3

価値創造 15.9 5.5 1.9 0.0 14.3 33.3 0.0 0.0 0.0 100.0 11.1
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使用なし 基本操作 応用操作 高度活用 価値創造

２．従来技術に係る活用状況

１）現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ②業務システム 【業種別】 1/2

業務システムの現在と将来の活用状況（業種別）

• 現在の活用段階に関する全体的な傾向として「基本操作」が最も⾼く、次いで「応用操作」が⾼いのに対し、業種別では飲食サービス業においては
「応用操作」が最も⾼く、また、生活関連サービス業では「使用なし」が最も⾼い。

• 将来、到達してほしい姿に関する全体的な傾向としては、「応用操作」が最も⾼く、次いで「⾼度活用」が⾼いのに対し、業種別では情報通信業、
運輸業、不動産業及び専門・技術サービス業においては「⾼度活用」が最も⾼く、次いで「応用操作」が⾼い。
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医

療

福

祉

複

合

サ

ー

ビ

ス

事

業

等

そ

の

他

N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

現在 使用なし 25.5 6.9 0.0 0.0 14.3 8.9 11.5 33.3 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 25.0 33.3 0.0 0.0 35.3 20.0 5.9

※棒グラフ 基本操作 40.4 51.7 50.0 45.5 57.1 53.3 38.5 66.7 42.9 66.7 0.0 63.2 66.7 25.0 12.5 50.0 66.7 100.0 55.6 58.8 48.0 58.8

応用操作 27.7 39.1 50.0 36.4 14.3 35.6 34.6 0.0 42.9 33.3 100.0 21.1 33.3 50.0 37.5 25.0 0.0 0.0 22.2 5.9 32.0 29.4

⾼度活用 6.4 2.3 0.0 9.1 14.3 2.2 11.5 0.0 0.0 0.0 0.0 15.8 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 22.2 0.0 0.0 5.9

価値創造 0.0 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 3.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 10.6 4.6 0.0 0.0 14.3 4.4 3.8 33.3 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 23.5 20.0 0.0

※折れ線 基本操作 31.9 11.5 0.0 18.2 14.3 13.3 7.7 0.0 0.0 33.3 0.0 15.8 0.0 25.0 25.0 75.0 66.7 0.0 11.1 23.5 12.0 23.5

応用操作 31.9 43.7 50.0 18.2 28.6 53.3 34.6 33.3 28.6 33.3 0.0 36.8 100.0 37.5 25.0 25.0 33.3 100.0 33.3 41.2 44.0 47.1

⾼度活用 21.3 33.3 50.0 27.3 35.7 20.0 30.8 33.3 57.1 0.0 100.0 42.1 0.0 25.0 12.5 0.0 0.0 0.0 22.2 11.8 24.0 17.6

価値創造 4.3 6.9 0.0 36.4 7.1 8.9 23.1 0.0 0.0 33.3 0.0 5.3 0.0 12.5 12.5 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 11.8
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２．従来技術に係る活用状況

１）現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ②業務システム 【職種別】 2/2

業務システムの現在と将来の活用状況（職種別）

• 現在の活用段階に関する全体的な傾向として「基本操作」が最も⾼く、次いで「応用操作」が⾼いのに対し、職種別でも同様の傾向にある。
• 将来、到達してほしい姿に関する全体的な傾向としては、「応用操作」が最も⾼く、次いで「⾼度活用」が⾼いのに対し、職種別では専門・技術職及
び生産工程職においては「⾼度活用」が最も⾼く、次いで「応用操作」が⾼い。

（％）

専

門

・

技

術

職

事

務

職

営

業

職

販

売

職

サ

ー

ビ

ス

職

輸

送

・

機

械

運

転

職

生

産

工

程

職

建

設

・

採

掘

職

運

搬

職

労

務

職

そ

の

他

N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

現在 使用なし 13.6 14.1 7.4 33.3 14.3 66.7 5.3 15.4 0.0 0.0 0.0

※棒グラフ 基本操作 36.4 48.7 57.4 66.7 57.1 33.3 57.9 46.2 100.0 0.0 44.4

応用操作 36.4 31.2 29.6 0.0 28.6 0.0 36.8 38.5 0.0 0.0 55.6

⾼度活用 11.4 5.5 5.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

価値創造 2.3 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 6.8 9.0 3.7 22.2 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

※折れ線 基本操作 6.8 18.1 14.8 11.1 57.1 0.0 15.8 38.5 50.0 0.0 11.1

応用操作 31.8 39.7 57.4 44.4 0.0 0.0 21.1 46.2 0.0 0.0 66.7

⾼度活用 40.9 25.1 18.5 11.1 42.9 33.3 52.6 7.7 50.0 0.0 0.0

価値創造 13.6 8.0 5.6 11.1 0.0 0.0 10.5 7.7 0.0 100.0 22.2

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0
使用なし 基本操作 応用操作 高度活用 価値創造

３．新技術に係る活用状況

１）新技術の認知度合 ①IoT

• IoTの認知度に関する全体的な傾向としては、「知っている」が約6割、「知らない」が約3割であるのに対して、業種別でみても「知っている」という回答
の割合が⾼い。小売業においては、「知らない」という回答が約2割以下と他業種に比べて低い。

• 職種別では、建設・採掘職以外の職種においては「知っている」という回答の割合が⾼い。建設・採掘職においては、「知らない」という回答が約6割と
他職種と比べて⾼い。

IoTに係る認知度（業種別）

（％）

IoTに係る認知度（職種別）

25.0

34.2

37.0

44.4

28.6

33.3

10.5

61.5

100.0

22.2

75.0 

65.8 

63.0 

55.6 

71.4 

66.7 

89.5 

38.5 

100.0 

77.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門・技術職

事務職

営業職

販売職

サービス職

輸送・機械運転職

生産工程職

建設・採掘職

運搬職

労務職

その他

知らない 知っている

40.4 

26.4 

27.3 

42.9 

31.1 

19.2 

42.9 

33.3 

31.6 

66.7 

50.0 

50.0 

50.0 

33.3 

41.2 

44.0 

41.2 

59.6 

73.6 

100.0 

72.7 

57.1 

68.9 

80.8 

100.0 

57.1 

66.7 

100.0 

68.4 

33.3 

50.0 

50.0 

50.0 

100.0 

100.0 

66.7 

58.8 

56.0 

58.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

電気業等

情報通信業

運輸業

卸売業

小売業

金融業

不動産業

物品賃貸業

学術研究

専門・技術サービス業

宿泊業

飲食サービス業

生活関連サービス業

娯楽業

教育

学習支援業

医療

福祉

複合サービス事業等

その他

知らない 知っている （％）
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３．新技術に係る活用状況

１）新技術の認知度合 ②ビッグデータ

ビッグデータに係る認知度（業種別） ビッグデータに係る認知度（職種別）

31.9

32.2

50.0

9.1

35.7

28.9

23.1

28.6

36.8

66.7

12.5

37.5

50.0

11.1

29.4

32.0

47.1

68.1

67.8

50.0

90.9

64.3

71.1

76.9

100.0

71.4

100.0

100.0

63.2

33.3

87.5

62.5

50.0

100.0

100.0

88.9

70.6

68.0

52.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

電気業等

情報通信業

運輸業

卸売業

小売業

金融業

不動産業

物品賃貸業

学術研究

専門・技術サービス業

宿泊業

飲食サービス業

生活関連サービス業

娯楽業

教育

学習支援業

医療

福祉

複合サービス事業等

その他

知らない 知っている

31.8

30.2

16.7

55.6

28.6

33.3

36.8

38.5

100.0

33.3

68.2

69.8

83.3

44.4

71.4

66.7

63.2

61.5

100.0

66.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門・技術職

事務職

営業職

販売職

サービス職

輸送・機械運転職

生産工程職

建設・採掘職

運搬職

労務職

その他

知らない 知っている

（％）

（％）

• ビッグデータの認知度に関する全体的な傾向としては、「知っている」が約7割、「知らない」が3割であるのに対して、業種別でみても「知っている」という
回答の割合が⾼い。情報通信業においては、約9割が「知っている」と回答している。

• 職種別では、販売職以外の職種においては「知っている」という回答の割合が⾼い。販売職においては、「知らない」という回答が約6割と他職種と比
べて⾼い。

３．新技術に係る活用状況

１）新技術の認知度合 ③AI

AIに係る認知度（業種別） AIに係る認知度（職種別）

8.5

8.0

9.1

21.4

13.3

3.8

10.5

25.0

5.9

4.0

11.8

91.5

92.0

100.0

90.9

78.6

86.7

96.2

100.0

100.0

100.0

100.0

89.5

100.0

100.0

75.0

100.0

100.0

100.0

100.0

94.1

96.0

88.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

電気業等

情報通信業

運輸業

卸売業

小売業

金融業

不動産業

物品賃貸業

学術研究

専門・技術サービス業

宿泊業

飲食サービス業

生活関連サービス業

娯楽業

教育

学習支援業

医療

福祉

複合サービス事業等

その他

知らない 知っている

4.5

9.0

7.4

22.2

33.3

5.3

7.7

11.1

95.5

91.0

92.6

77.8

100.0

66.7

94.7

92.3

100.0

100.0

88.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門・技術職

事務職

営業職

販売職

サービス職

輸送・機械運転職

生産工程職

建設・採掘職

運搬職

労務職

その他

知らない 知っている

• AIの認知度に関する全体的な傾向としては、「知っている」が約9割、「知らない」が約1割であるのに対して、業種別では運輸業及び生活関連サービ
ス業以外の業種においては同様の傾向がみられる。運輸業及び生活関連サービスについては、「知らない」という回答の割合が他業種に比べて⾼い。

• 職種別では、販売職以外の職種においては同様の傾向がみられる。販売職については、「知らない」という回答の割合が他職種に比べて⾼い。

（％）

（％）
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３．新技術に係る活用状況

１）新技術の認知度合 ④ロボット

ロボットに係る認知度（業種別） ロボットに係る認知度（職種別）

6.8

10.1

3.7

11.1

33.3

7.7

11.1

93.2

89.9

96.3

88.9

100.0

66.7

100.0

92.3

100.0

100.0

88.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門・技術職

事務職

営業職

販売職

サービス職

輸送・機械運転職

生産工程職

建設・採掘職

運搬職

労務職

その他

知らない 知っている

8.5

9.2

7.1

15.6

3.8

10.5

11.1

5.9

8.0

11.8

91.5

90.8

100.0

100.0

92.9

84.4

96.2

100.0

100.0

100.0

100.0

89.5

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

88.9

94.1

92.0

88.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

電気業等

情報通信業

運輸業

卸売業

小売業

金融業

不動産業

物品賃貸業

学術研究

専門・技術サービス業

宿泊業

飲食サービス業

生活関連サービス業

娯楽業

教育

学習支援業

医療

福祉

複合サービス事業等

その他

知らない 知っている

• ロボットの認知度に関する全体的な傾向としては、「知っている」が約9割、「知らない」が約1割であるのに対して、業種別でも同様の傾向がみられる。
卸売業については、他業種に比べて「知らない」という回答がやや⾼い。

• 職種別でも全体と同様の傾向がみられる。

（％）

（％）

３．新技術に係る活用状況

１）新技術の認知度合 ⑤クラウド

クラウドに係る認知度（業種別） クラウドに係る認知度（職種別）

10.6

6.9

8.9

11.5

15.8

12.5

5.9

8.0

17.6

89.4

93.1

100.0

100.0

100.0

91.1

88.5

100.0

100.0

100.0

100.0

84.2

100.0

87.5

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

94.1

92.0

82.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

電気業等

情報通信業

運輸業

卸売業

小売業

金融業

不動産業

物品賃貸業

学術研究

専門・技術サービス業

宿泊業

飲食サービス業

生活関連サービス業

娯楽業

教育

学習支援業

医療

福祉

複合サービス事業等

その他

知らない 知っている

9.1

9.0

33.3

5.3

7.7

11.1

90.9

91.0

100.0

66.7

100.0

100.0

94.7

92.3

100.0

100.0

88.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門・技術職

事務職

営業職

販売職

サービス職

輸送・機械運転職

生産工程職

建設・採掘職

運搬職

労務職

その他

知らない 知っている

• クラウドの認知度に関する全体的な傾向としては、「知っている」が約9割、「知らない」が約1割であるのに対して、業種別では専門・技術サービス業
以外の業種については、全体と同様の傾向がみられる。専門・技術サービス業においては「知らない」という回答の割合が他業種に比べてやや⾼い。

• 職種別でも全体と同様の傾向がみられる。

（％）

（％）
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３．新技術に係る活用状況

２）新技術の活用意向・活用状況 ①IoT

IoTに係る活用意向・活用状況（業種別）

57.4

59.8

50.0

45.5

78.6

84.4

69.2

66.7

71.4

66.7

100.0

47.4

66.7

87.5

50.0

100.0

66.7

100.0

66.7

70.6

64.0

70.6

12.8

12.6

50.0

18.2

7.1

6.7

33.3

10.5

37.5

5.9

8.0

19.1

24.1

36.4

7.1

4.4

30.8

28.6

33.3

31.6

33.3

12.5

12.5

33.3

33.3

11.8

24.0

5.9

10.6

3.4

7.1

4.4

10.5

11.8

4.0

23.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

電気業等

情報通信業

運輸業

卸売業

小売業

金融業

不動産業

物品賃貸業

学術研究

専門・技術サービス業

宿泊業

飲食サービス業

生活関連サービス業

娯楽業

教育

学習支援業

医療

福祉

複合サービス事業等

その他

活用イメージがない 検討したが活用しない 活用検討中、未活用 活用中

IoTに係る活用意向・活用状況（職種別）

45.5

73.4

64.8

77.8

57.1

100.0

47.4

61.5

50.0

44.4

6.8

8.5

13.0

11.1

15.8

15.4

34.1

15.6

16.7

11.1

28.6

36.8

7.7

50.0

33.3

13.6

2.5

5.6

14.3

15.4

100.0

22.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門・技術職

事務職

営業職

販売職

サービス職

輸送・機械運転職

生産工程職

建設・採掘職

運搬職

労務職

その他

活用イメージがない 検討したが活用しない 活用検討中、未活用 活用中

• IoTの活用意向・活用状況に関する全体的な傾向としては、「活用イメージがない」が約7割と最も⾼く、次いで「活用検討中、未活用」が約2割と
⾼い傾向にあり、業種別でも「活用イメージがない」がいずれの業種においても最も⾼い。建設業、製造業、運輸業、卸売業、専門・技術サービス業、
福祉及び複合サービス事業等においては、「活用中」という回答が約1割ある。

• 職種別でも「活用イメージがない」がいずれの職種においても最も⾼い。専門・技術職、サービス職及び建設・採掘職においては、1割以上が「活用
中」と回答している。

（％）

（％）

３．新技術に係る活用状況

２）新技術の活用意向・活用状況 ②ビッグデータ

ビッグデータに係る活用意向・活用状況（業種別） ビッグデータに係る活用意向・活用状況（職種別）

63.8

66.7

100.0

27.3

71.4

73.3

61.5

66.7

85.7

33.3

68.4

66.7

62.5

37.5

100.0

100.0

100.0

22.2

76.5

64.0

70.6

14.9

10.3

27.3

7.1

6.7

11.5

10.5

25.0

22.2

5.9

20.0

5.9

19.1

20.7

36.4

21.4

13.3

23.1

33.3

14.3

33.3

100.0

15.8

33.3

37.5

37.5

44.4

17.6

12.0

17.6

2.1

2.3

9.1

6.7

3.8

33.3

5.3

11.1

4.0

5.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

電気業等

情報通信業

運輸業

卸売業

小売業

金融業

不動産業

物品賃貸業

学術研究

専門・技術サービス業

宿泊業

飲食サービス業

生活関連サービス業

娯楽業

教育

学習支援業

医療

福祉

複合サービス事業等

その他

活用イメージがない 検討したが活用しない 活用検討中、未活用 活用中

54.5

69.8

61.1

66.7

71.4

100.0

57.9

61.5

50.0

55.6

13.6

9.0

14.8

22.2

21.1

7.7

20.5

18.1

22.2

11.1

28.6

21.1

30.8

50.0

100.0

33.3

11.4

3.0

1.9

11.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門・技術職

事務職

営業職

販売職

サービス職

輸送・機械運転職

生産工程職

建設・採掘職

運搬職

労務職

その他

活用イメージがない 検討したが活用しない 活用検討中、未活用 活用中

• ビッグデータの活用意向・活用状況に関する全体的な傾向としては、「活用イメージがない」が約7割と最も⾼く、次いで「活用検討中、未活用」が約
2割と⾼い傾向にあり、業種別では情報通信業及び医療以外の業種については「活用イメージがない」が最も⾼い。情報通信業及び医療において
は、「活用検討中、未活用」が最も⾼い。

• 職種別でも「活用イメージがない」がいずれの職種においても最も⾼い。専門・技術職においては、1割以上が「活用中」と回答している。

（％）

（％）
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３．新技術に係る活用状況

２）新技術の活用意向・活用状況 ③AI

AIに係る活用意向・活用状況（業種別） AIに係る活用意向・活用状況（職種別）

70.2

63.2

100.0

45.5

78.6

73.3

76.9

66.7

57.1

66.7

42.1

33.3

62.5

25.0

100.0

100.0

100.0

44.4

64.7

60.0

70.6

10.6

16.1

9.1

7.1

13.3

11.5

33.3

10.5

33.3

12.5

25.0

22.2

11.8

16.0

14.9

20.7

45.5

14.3

13.3

11.5

42.9

33.3

100.0

42.1

33.3

25.0

37.5

33.3

23.5

20.0

23.5

4.3

5.3

12.5

4.0

5.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

電気業等

情報通信業

運輸業

卸売業

小売業

金融業

不動産業

物品賃貸業

学術研究

専門・技術サービス業

宿泊業

飲食サービス業

生活関連サービス業

娯楽業

教育

学習支援業

医療

福祉

複合サービス事業等

その他

活用イメージがない 検討したが活用しない 活用検討中、未活用 活用中

52.3

70.9

61.1

77.8

42.9

66.7

52.6

61.5

50.0

55.6

9.1

12.6

14.8

11.1

21.1

15.4

11.1

38.6

15.1

20.4

11.1

57.1

33.3

26.3

15.4

50.0

100.0

33.3

1.5

3.7

7.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門・技術職

事務職

営業職

販売職

サービス職

輸送・機械運転職

生産工程職

建設・採掘職

運搬職

労務職

その他

活用イメージがない 検討したが活用しない 活用検討中、未活用 活用中

• AIの活用意向・活用状況に関する全体的な傾向としては、「活用イメージがない」が約6割と最も⾼く、次いで「活用検討中、未活用」が約2割と⾼
い傾向にあり、業種別では生活関連サービス業以外については「活用イメージがない」が最も⾼い。生活関連サービス業については、「活用検討中、
未活用」が最も⾼い。

• 職種別では、サービス職以外については「活用イメージがない」が最も⾼い。サービス職では、「活用検討中、未活用」が最も⾼い。

（％）

（％）

３．新技術に係る活用状況

２）新技術の活用意向・活用状況 ④ロボット

ロボットに係る活用意向・活用状況（業種別） ロボットに係る活用意向・活用状況（職種別）

70.2

47.1

100.0

45.5

71.4

84.4

69.2

66.7

71.4

100.0

100.0

52.6

66.7

50.0

25.0

100.0

100.0

100.0

44.4

41.2

76.0

70.6

12.8

13.8

27.3

21.4

13.3

7.7

33.3

15.8

12.5

37.5

33.3

5.9

8.0

14.9

26.4

27.3

7.1

2.2

23.1

28.6

31.6

33.3

25.0

12.5

22.2

52.9

12.0

23.5

2.1

12.6

12.5

25.0

4.0

5.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

電気業等

情報通信業

運輸業

卸売業

小売業

金融業

不動産業

物品賃貸業

学術研究

専門・技術サービス業

宿泊業

飲食サービス業

生活関連サービス業

娯楽業

教育

学習支援業

医療

福祉

複合サービス事業等

その他

活用イメージがない 検討したが活用しない 活用検討中、未活用 活用中

47.7

70.4

61.1

66.7

28.6

100.0

36.8

61.5

50.0

55.6

20.5

9.5

16.7

11.1

15.8

23.1

22.2

27.3

17.1

16.7

22.2

71.4

21.1

7.7

50.0

100.0

22.2

4.5

3.0

5.6

26.3

7.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門・技術職

事務職

営業職

販売職

サービス職

輸送・機械運転職

生産工程職

建設・採掘職

運搬職

労務職

その他

活用イメージがない 検討したが活用しない 活用検討中、未活用 活用中

• ロボットの活用意向・活用状況に関する全体的な傾向としては、「活用イメージがない」が約6割と最も⾼く、次いで「活用検討中、未活用」が約2割
と⾼い傾向にあり、業種別では生活関連サービス業以外については「活用イメージがない」が最も⾼い。生活関連サービス業については、「検討したが
活用しない」が最も⾼い。

• 職種別では、サービス職以外については「活用イメージがない」が最も⾼い。サービス職では、「活用検討中、未活用」が最も⾼い。

（％）

（％）
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３．新技術に係る活用状況

２）新技術の活用意向・活用状況 ⑤クラウド

クラウドに係る活用意向・活用状況（業種別） クラウドに係る活用意向・活用状況（職種別）

27.7

20.7

28.6

20.0

23.1

33.3

28.6

33.3

26.3

37.5

12.5

75.0

29.4

24.0

35.3

17.0

19.5

7.1

20.0

15.4

14.3

33.3

15.8

37.5

33.3

23.5

4.0

17.6

25.5

31.0

100.0

9.1

28.6

24.4

23.1

33.3

14.3

33.3

100.0

36.8

33.3

12.5

12.5

33.3

100.0

22.2

11.8

40.0

23.5

29.8

28.7

90.9

35.7

35.6

38.5

33.3

42.9

21.1

66.7

50.0

37.5

25.0

33.3

77.8

35.3

32.0

23.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

電気業等

情報通信業

運輸業

卸売業

小売業

金融業

不動産業

物品賃貸業

学術研究

専門・技術サービス業

宿泊業

飲食サービス業

生活関連サービス業

娯楽業

教育

学習支援業

医療

福祉

複合サービス事業等

その他

活用イメージがない 検討したが活用しない 活用検討中、未活用 活用中

6.8

27.6

16.7

44.4

28.6

66.7

15.8

30.8

11.1

15.9

17.6

11.1

11.1

21.1

15.4

11.1

34.1

21.6

37.0

22.2

14.3

42.1

23.1

50.0

44.4

43.2

33.2

35.2

22.2

57.1

33.3

21.1

30.8

50.0

100.0

33.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門・技術職

事務職

営業職

販売職

サービス職

輸送・機械運転職

生産工程職

建設・採掘職

運搬職

労務職

その他

活用イメージがない 検討したが活用しない 活用検討中、未活用 活用中

• クラウドの活用意向・活用状況に関する全体的な傾向としては、「活用中」が約3割と最も⾼く、次いで「活用検討中、未活用」が約3割弱と⾼い傾
向にあり、業種別では建設業、製造業、運輸業、卸売業、小売業、不動産業、飲食サービス業、生活関連サービス業、医療、福祉及び複合サー
ビス事業において約3割が「活用中」と回答している。

• 職種別では、販売職及び生産工程職以外については約3割以上が「活用中」と回答している。

（％）

（％）

３．新技術に係る活用状況

３）新技術の活用理由 ①業種別

活用理由（業種別） ※複数回答

（％）

• 新技術の活用理由に関する全体的な傾向として、「業務合理化・迅速化」が最も⾼く、次いで「コストの削減」「共有能力の拡充」が⾼い。
• 業種別でみても同様の傾向がみられる。特に情報通信業、飲食サービス業及び医療においては、「業務合理化・迅速化」という回答が約7～8割あ
り、他業種に比べて⾼い。

業務合理化・迅速化 コストの削減
共有能力の拡充 情報活用による営業力強化
顧客満足度の向上 顧客・市場分析力強化
差別化・⾼付加価値化 情報連携による商機拡大
新規顧客の開拓 新たな市場への参入
新規事業の創出 在庫の圧縮

業務合理化・迅速化 コストの削減
共有能力の拡充 情報活用による営業力強化
顧客満足度の向上 顧客・市場分析力強化
差別化・⾼付加価値化 情報連携による商機拡大
新規顧客の開拓 新たな市場への参入
新規事業の創出 在庫の圧縮

建

設

業

製

造

業

電

気

業

等

情

報

通

信

業

運

輸

業

卸

売

業

小

売

業

金

融

業

不

動

産

業

物

品

賃

貸

業

学

術

研

究

専

門

・

技

術

サ

ー

ビ

ス

業

宿

泊

業

飲

食

サ

ー

ビ

ス

業 生

活

関

連

サ

ー

ビ

ス

業

娯

楽

業

教

育

学

習

支

援

業

医

療

福

祉

複

合

サ

ー

ビ

ス

事

業

等

そ

の

他

N 33 58 2 11 10 29 19 2 4 2 1 13 3 6 5 1 2 1 9 11 20 10

業務合理化・迅速化 75.8 75.9 100.0 72.7 70.0 65.5 73.7 100.0 50.0 50.0 0.0 61.5 100.0 83.3 60.0 100.0 100.0 100.0 88.9 90.9 75.0 50.0

コストの削減 51.5 55.2 50.0 36.4 40.0 44.8 52.6 50.0 75.0 50.0 100.0 53.8 33.3 50.0 40.0 0.0 0.0 0.0 44.4 45.5 45.0 80.0

共有能力の拡充 30.3 46.6 100.0 36.4 20.0 31.0 36.8 0.0 25.0 50.0 0.0 15.4 33.3 33.3 20.0 0.0 50.0 100.0 55.6 54.5 25.0 30.0

情報活用による営業力強化 27.3 25.9 100.0 27.3 10.0 48.3 47.4 0.0 50.0 100.0 0.0 38.5 33.3 50.0 60.0 0.0 0.0 100.0 11.1 27.3 25.0 30.0

顧客満足度の向上 18.2 20.7 0.0 27.3 30.0 37.9 42.1 0.0 0.0 100.0 0.0 53.8 33.3 16.7 20.0 0.0 0.0 0.0 44.4 9.1 25.0 20.0

顧客・市場分析力強化 15.2 17.2 50.0 18.2 0.0 20.7 42.1 0.0 50.0 50.0 0.0 30.8 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 44.4 9.1 25.0 20.0

差別化・⾼付加価値化 18.2 19.0 50.0 27.3 10.0 17.2 26.3 0.0 25.0 50.0 0.0 30.8 33.3 0.0 60.0 0.0 0.0 0.0 33.3 18.2 20.0 10.0

情報連携による商機拡大 15.2 3.4 0.0 27.3 10.0 20.7 21.1 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 11.1 9.1 20.0 30.0

新規顧客の開拓 6.1 10.3 0.0 18.2 0.0 17.2 21.1 50.0 0.0 100.0 0.0 23.1 33.3 16.7 20.0 0.0 0.0 0.0 22.2 9.1 5.0 0.0

新たな市場への参入 6.1 13.8 0.0 18.2 0.0 6.9 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 23.1 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 22.2 18.2 5.0 20.0

新規事業の創出 3.0 8.6 0.0 18.2 0.0 0.0 10.5 0.0 0.0 0.0 0.0 23.1 0.0 16.7 20.0 0.0 0.0 0.0 11.1 27.3 15.0 10.0

在庫の圧縮 0.0 15.5 50.0 18.2 0.0 3.4 15.8 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 33.3 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0

知名度・ブランド力の強化 3.0 1.7 0.0 18.2 0.0 10.3 15.8 0.0 25.0 0.0 0.0 23.1 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 11.1 0.0 5.0 0.0

取引環境・取引条件等への対応 3.0 3.4 0.0 9.1 20.0 6.9 10.5 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 10.0

その他 0.0 3.4 0.0 0.0 0.0 3.4 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 0.0 0.0 0.0

0.0

10.0

20.0

30.0
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50.0
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100.0
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３．新技術に係る活用状況

３）新技術の活用理由 ②職種別

活用理由（職種別） ※複数回答

（％）

業務合理化・迅速化 コストの削減
共有能力の拡充 情報活用による営業力強化
顧客満足度の向上 顧客・市場分析力強化
差別化・⾼付加価値化 情報連携による商機拡大
新規顧客の開拓 新たな市場への参入
新規事業の創出 在庫の圧縮

業務合理化・迅速化 コストの削減
共有能力の拡充 情報活用による営業力強化
顧客満足度の向上 顧客・市場分析力強化
差別化・⾼付加価値化 情報連携による商機拡大
新規顧客の開拓 新たな市場への参入
新規事業の創出 在庫の圧縮

• 新技術の活用理由に関する全体的な傾向として、「業務合理化・迅速化」が最も⾼く、次いで「コストの削減」「共有能力の拡充」が⾼い。
• 職種別では、建設・採掘職以外の職種においては同様の傾向がみられる。
• 建設・採掘職においては、「コストの削減」が約9割と最も⾼い。

専

門

・

技

術

職

事

務

職

営

業

職

販

売

職

サ

ー

ビ

ス

職

輸

送

・

機

械

運

転

職

生

産

工

程

職

建

設

・

採

掘

職

運

搬

職

労

務

職

そ

の

他

N 40 128 41 4 5 2 14 8 2 1 7

業務合理化・迅速化 70.0 74.2 70.7 75.0 100.0 50.0 85.7 62.5 50.0 100.0 71.4

コストの削減 40.0 46.9 43.9 50.0 100.0 100.0 64.3 87.5 50.0 100.0 71.4

共有能力の拡充 40.0 34.4 31.7 25.0 60.0 50.0 42.9 12.5 0.0 100.0 57.1

情報活用による営業力強化 32.5 30.5 51.2 25.0 20.0 0.0 7.1 25.0 0.0 100.0 42.9

顧客満足度の向上 32.5 22.7 24.4 50.0 0.0 50.0 28.6 62.5 50.0 0.0 28.6

顧客・市場分析力強化 20.0 17.2 29.3 50.0 0.0 0.0 28.6 25.0 0.0 100.0 28.6

差別化・⾼付加価値化 30.0 19.5 17.1 0.0 40.0 50.0 14.3 12.5 0.0 0.0 28.6

情報連携による商機拡大 10.0 14.8 7.3 0.0 20.0 0.0 7.1 25.0 50.0 0.0 28.6

新規顧客の開拓 12.5 10.2 17.1 25.0 20.0 0.0 7.1 12.5 0.0 0.0 42.9

新たな市場への参入 15.0 7.8 7.3 0.0 40.0 0.0 7.1 0.0 0.0 100.0 42.9

新規事業の創出 15.0 5.5 12.2 0.0 40.0 0.0 7.1 0.0 0.0 0.0 28.6

在庫の圧縮 0.0 7.0 9.8 0.0 20.0 0.0 28.6 0.0 0.0 100.0 28.6

知名度・ブランド力の強化 5.0 6.3 7.3 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 42.9

取引環境・取引条件等への対応 2.5 5.5 2.4 0.0 0.0 0.0 7.1 0.0 100.0 0.0 28.6

その他 5.0 2.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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（回答対象者252社のうち19社が未回答）

３．新技術に係る活用状況

４）新技術の現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ①IoT 【業種別】 1/2

• IoTの現在の活用段階に関する全体的な傾向として「使用なし」が約6割と最も⾼く、次いで「認知」が約2割と⾼い傾向にあるのに対し、業種別で
は情報通信業及び福祉以外の業種において同様の傾向がみられる。

• 情報通信業及び福祉においては、「使用なし」が最も⾼く、次いで「操作可能」が⾼い。
• 将来の活用段階に関する全体的な傾向として「操作可能」の割合が増えるものの「使用なし」が変わらず最も⾼い傾向にあるのに対し、業種別では
情報通信業、運輸業、卸売業、小売業、専門・技術サービス業、生活関連サービス業、医療及び福祉以外の業種において「使用なし」が最も⾼い。

• また、職種別でも全体的に「操作可能」の割合が増加している。

IoTの現在と将来の活用状況（業種別）

（％）（回答対象者252社のうち19社が未回答）
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N 33 58 2 11 10 29 19 2 4 2 1 13 3 6 5 1 2 1 9 11 20 10

現在 使用なし 48.5 67.2 100.0 45.5 60.0 58.6 52.6 100.0 100.0 50.0 0.0 46.2 66.7 83.3 80.0 100.0 100.0 100.0 66.7 45.5 60.0 30.0

※棒グラフ 認知 24.2 24.1 0.0 18.2 10.0 17.2 31.6 0.0 0.0 0.0 100.0 30.8 33.3 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 22.2 18.2 30.0 20.0

操作可能 12.1 3.4 0.0 27.3 10.0 6.9 5.3 0.0 0.0 50.0 0.0 7.7 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 27.3 0.0 30.0

⾼度活用 3.0 1.7 0.0 9.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 15.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.0 10.0

価値創造 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 30.3 31.0 0.0 27.3 10.0 24.1 31.6 100.0 25.0 0.0 0.0 30.8 66.7 50.0 0.0 100.0 50.0 100.0 11.1 18.2 40.0 20.0

※折れ線 認知 27.3 24.1 50.0 18.2 20.0 37.9 15.8 0.0 25.0 50.0 100.0 15.4 33.3 16.7 60.0 0.0 0.0 0.0 33.3 27.3 30.0 10.0

操作可能 15.2 27.6 50.0 0.0 50.0 20.7 36.8 0.0 25.0 0.0 0.0 15.4 0.0 33.3 20.0 0.0 50.0 0.0 33.3 27.3 20.0 20.0

⾼度活用 15.2 5.2 0.0 36.4 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 50.0 0.0 30.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 18.2 0.0 40.0

価値創造 0.0 8.6 0.0 18.2 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 7.7 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.0 0.0
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３．新技術に係る活用状況

４）新技術の現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ①IoT 【職種別】 2/2

• IoTの現在の活用段階に関する全体的な傾向として「使用なし」が約6割と最も⾼く、次いで「認知」が約2割と⾼い傾向にあり、職種別でも同様の
傾向がみられる。

• 専門・技術職、サービス職及び建設・採掘職においては、約1割強が「操作可能」と回答している。
• 将来の活用段階に関する全体的な傾向として「操作可能」の割合が増えるものの「使用なし」が変わらず最も⾼い傾向にあるのに対し、職種別では
専門・技術職及びサービス職以外の業種において「使用なし」が最も⾼い。

• また、職種別でも全体的に「操作可能」の割合が増加している。

IoTの現在と将来の活用状況（職種別）

（％）（回答対象者252社のうち19社が未回答）
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N 40 128 41 4 5 2 14 8 2 1 7

現在 使用なし 45.0 58.6 70.7 75.0 60.0 100.0 64.3 75.0 100.0 0.0 28.6

※棒グラフ 認知 27.5 21.1 17.1 25.0 20.0 0.0 35.7 0.0 0.0 100.0 28.6

操作可能 15.0 8.6 2.4 0.0 20.0 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 28.6

⾼度活用 7.5 1.6 2.4 0.0 0.0 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0

価値創造 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 20.0 28.9 31.7 75.0 20.0 50.0 28.6 50.0 0.0 0.0 28.6

※折れ線 認知 15.0 28.9 31.7 0.0 40.0 0.0 28.6 25.0 50.0 0.0 0.0

操作可能 30.0 21.9 22.0 25.0 20.0 50.0 21.4 12.5 50.0 0.0 28.6

⾼度活用 20.0 7.0 4.9 0.0 20.0 0.0 7.1 12.5 0.0 100.0 28.6

価値創造 10.0 3.1 2.4 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0
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３．新技術に係る活用状況

４）新技術の現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ②ビッグデータ 【業種別】 1/2

• ビッグデータの現在の活用段階に関する全体的な傾向として「使用なし」が約6割と最も⾼く、次いで「認知」が約3割と⾼い傾向にあるのに対し、業
種別では情報通信業及び医療以外の業種において同様の傾向がみられる。

• 情報通信業及び医療においては、「認知」が最も⾼く、情報通信については「認知」及び「操作可能」、医療については「認知」が次いで⾼い。
• 将来の活用段階に関する全体的な傾向として「操作可能」の割合が増えるものの「使用なし」が変わらず最も⾼い傾向にあるのに対し、業種別では
情報通信業、運輸業、卸売業、小売業、飲食サービス業及び医療以外の業種において「使用なし」が最も⾼い。

• また、職種別でも全体的に「操作可能」の割合が増加している。

ビッグデータの現在と将来の活用状況（業種別）

（％）（回答対象者252社のうち19社が未回答）
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N 33 58 2 11 10 29 19 2 4 2 1 13 3 6 5 1 2 1 9 11 20 10

現在 使用なし 63.6 75.9 100.0 18.2 70.0 44.8 52.6 50.0 100.0 0.0 0.0 61.5 66.7 50.0 60.0 100.0 100.0 100.0 33.3 63.6 75.0 50.0

※棒グラフ 認知 18.2 20.7 0.0 54.5 10.0 27.6 31.6 50.0 0.0 100.0 100.0 23.1 33.3 50.0 20.0 0.0 0.0 0.0 44.4 27.3 15.0 30.0

操作可能 3.0 0.0 0.0 18.2 0.0 10.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⾼度活用 3.0 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 15.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 0.0 5.0 10.0

価値創造 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 33.3 37.9 0.0 9.1 20.0 20.7 15.8 50.0 25.0 0.0 0.0 46.2 66.7 16.7 40.0 0.0 50.0 100.0 0.0 36.4 30.0 40.0

※折れ線 認知 30.3 24.1 50.0 27.3 30.0 34.5 26.3 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 33.3 33.3 20.0 100.0 0.0 0.0 22.2 27.3 40.0 20.0

操作可能 15.2 13.8 50.0 9.1 20.0 17.2 26.3 50.0 50.0 100.0 0.0 23.1 0.0 16.7 20.0 0.0 50.0 0.0 33.3 18.2 15.0 20.0

⾼度活用 9.1 15.5 0.0 18.2 10.0 6.9 10.5 0.0 25.0 0.0 0.0 23.1 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 9.1 10.0 10.0

価値創造 0.0 5.2 0.0 36.4 0.0 3.4 10.5 0.0 0.0 0.0 0.0 7.7 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 22.2 0.0 0.0 0.0
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３．新技術に係る活用状況

４）新技術の現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ②ビッグデータ 【職種別】 2/2

• ビッグデータの現在の活用段階に関する全体的な傾向として「使用なし」が約6割と最も⾼く、次いで「認知」が約3割と⾼い傾向にあり、職種別でも
同様の傾向がみられる。

• 将来の活用段階に関する全体的な傾向として「操作可能」の割合が増えるものの「使用なし」が変わらず最も⾼い傾向にあるのに対し、職種別では
専門・技術職、生産工程職及び建設・採掘職において「使用なし」が最も⾼い。

• また、職種別でも全体的に「操作可能」及び「⾼度活用」の割合が増加している。

ビッグデータの現在と将来の活用状況（職種別）

（％）（回答対象者252社のうち19社が未回答）
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N 40 128 41 4 5 2 14 8 2 1 7

現在 使用なし 60.0 56.3 61.0 100.0 60.0 100.0 92.9 75.0 100.0 0.0 42.9

※棒グラフ 認知 22.5 28.1 29.3 0.0 40.0 0.0 7.1 12.5 0.0 100.0 28.6

操作可能 2.5 3.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3

⾼度活用 10.0 1.6 2.4 0.0 0.0 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0

価値創造 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 30.0 27.3 24.4 25.0 20.0 50.0 57.1 37.5 0.0 0.0 42.9

※折れ線 認知 15.0 28.9 34.1 25.0 40.0 50.0 7.1 37.5 100.0 0.0 0.0

操作可能 17.5 18.8 19.5 50.0 20.0 0.0 14.3 12.5 0.0 100.0 28.6

⾼度活用 20.0 9.4 12.2 0.0 20.0 0.0 21.4 12.5 0.0 0.0 0.0

価値創造 12.5 5.5 2.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3
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３．新技術に係る活用状況

４）新技術の現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ③AI 【業種別】 1/2

• AIの現在の活用段階に関する全体的な傾向として「使用なし」が約6割と最も⾼く、次いで「認知」が約2割と⾼い傾向にあり、業種別でも同様の傾
向がみられる。

• 将来の活用段階に関する全体的な傾向として「操作可能」の割合が増えるものの「使用なし」が変わらず最も⾼い傾向にあり、業種別では運搬業、
卸売業、小売業、専門・技術サービス業、生活関連サービス業、医療及び福祉以外の業種において「使用なし」が最も⾼い。

• また、職種別でも全体的に「操作可能」の割合が増加している。

AIの現在と将来の活用状況（業種別）

（％）（回答対象者252社のうち19社が未回答）
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N 33 58 2 11 10 29 19 2 4 2 1 13 3 6 5 1 2 1 9 11 20 10

現在 使用なし 63.6 74.1 100.0 63.6 70.0 62.1 73.7 100.0 50.0 0.0 0.0 38.5 66.7 50.0 60.0 100.0 50.0 100.0 44.4 54.5 70.0 50.0

※棒グラフ 認知 18.2 22.4 0.0 27.3 10.0 20.7 15.8 0.0 25.0 100.0 100.0 30.8 33.3 50.0 20.0 0.0 50.0 0.0 44.4 36.4 25.0 10.0

操作可能 3.0 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 15.4 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 30.0

⾼度活用 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 15.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

価値創造 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 33.3 34.5 0.0 27.3 20.0 24.1 31.6 100.0 0.0 0.0 0.0 15.4 33.3 33.3 20.0 0.0 50.0 100.0 0.0 18.2 45.0 40.0

※折れ線 認知 33.3 32.8 50.0 18.2 20.0 44.8 36.8 0.0 0.0 0.0 100.0 15.4 33.3 33.3 0.0 100.0 0.0 0.0 33.3 54.5 20.0 0.0

操作可能 15.2 12.1 0.0 18.2 40.0 10.3 10.5 0.0 75.0 50.0 0.0 30.8 33.3 33.3 40.0 0.0 0.0 0.0 44.4 9.1 30.0 30.0

⾼度活用 6.1 8.6 50.0 18.2 0.0 3.4 5.3 0.0 25.0 50.0 0.0 30.8 0.0 0.0 20.0 0.0 50.0 0.0 11.1 9.1 0.0 20.0

価値創造 0.0 8.6 0.0 18.2 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 7.7 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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３．新技術に係る活用状況

４）新技術の現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ③AI 【職種別】 2/2

• AIの現在の活用段階に関する全体的な傾向として「使用なし」が約6割と最も⾼く、次いで「認知」が約2割と⾼い傾向にあるのに対し、職種別では
サービス職以外の職種においては「使用なし」という回答が最も⾼く、次いで「認知」が⾼い。

• 将来の活用段階に関する全体的な傾向として「操作可能」の割合が増えるものの「使用なし」が変わらず最も⾼い傾向にあるのに対し、職種別では
生産工程職及び建設・採掘職以外の職種において「認知」が最も⾼い。

• また、職種別でも全体的に「操作可能」及び「⾼度活用」の割合が増加している。

AIの現在と将来の活用状況（職種別）

（％）（回答対象者252社のうち19社が未回答）
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N 40 128 41 4 5 2 14 8 2 1 7

現在 使用なし 57.5 63.3 63.4 100.0 40.0 100.0 78.6 75.0 100.0 0.0 57.1

※棒グラフ 認知 27.5 22.7 24.4 0.0 60.0 0.0 21.4 12.5 0.0 100.0 28.6

操作可能 7.5 3.1 4.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⾼度活用 2.5 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0

価値創造 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 22.5 28.9 26.8 25.0 0.0 50.0 50.0 50.0 50.0 0.0 42.9

※折れ線 認知 27.5 29.7 39.0 25.0 60.0 50.0 21.4 12.5 0.0 0.0 14.3

操作可能 22.5 21.1 12.2 50.0 20.0 0.0 14.3 25.0 50.0 0.0 14.3

⾼度活用 20.0 7.0 9.8 0.0 20.0 0.0 0.0 12.5 0.0 100.0 0.0

価値創造 2.5 3.1 4.9 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 14.3
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３．新技術に係る活用状況

４）新技術の現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ④ロボット 【業種別】 1/2

• ロボットの現在の活用段階に関する全体的な傾向として「使用なし」が約6割と最も⾼く、次いで「認知」が約2割と⾼い傾向にあるのに対し、医療及
び福祉以外の業種においては同様の傾向がみられる。

• 将来の活用段階に関する全体的な傾向として「操作可能」の割合が増えるものの引き続き「使用なし」が最も⾼い傾向にあるのに対し、業種別では、
卸売業以外の業種においては「使用なし」が最も⾼い。

• また、職種別でも全体的に「操作可能」の割合が増加している。

ロボットの現在と将来の活用状況（業種別）

（％）（回答対象者252社のうち19社が未回答）
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N 33 58 2 11 10 29 19 2 4 2 1 13 3 6 5 1 2 1 9 11 20 10

現在 使用なし 63.6 46.6 100.0 81.8 80.0 69.0 73.7 100.0 75.0 0.0 0.0 61.5 66.7 50.0 60.0 100.0 100.0 100.0 33.3 36.4 75.0 50.0

※棒グラフ 認知 21.2 31.0 0.0 18.2 0.0 13.8 10.5 0.0 25.0 100.0 100.0 7.7 33.3 33.3 20.0 0.0 0.0 0.0 55.6 54.5 20.0 30.0

操作可能 0.0 17.2 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 15.4 0.0 16.7 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0

⾼度活用 3.0 1.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 15.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

価値創造 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 36.4 20.7 50.0 36.4 40.0 31.0 47.4 100.0 25.0 0.0 0.0 30.8 66.7 33.3 40.0 0.0 100.0 100.0 11.1 9.1 60.0 30.0

※折れ線 認知 36.4 19.0 50.0 36.4 10.0 34.5 21.1 0.0 25.0 0.0 100.0 23.1 33.3 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 33.3 18.2 20.0 20.0

操作可能 9.1 24.1 0.0 18.2 20.0 17.2 15.8 0.0 50.0 50.0 0.0 15.4 0.0 66.7 20.0 0.0 0.0 0.0 44.4 45.5 15.0 20.0

⾼度活用 6.1 29.3 0.0 0.0 10.0 0.0 5.3 0.0 0.0 50.0 0.0 23.1 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 18.2 0.0 20.0

価値創造 0.0 3.4 0.0 9.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.7 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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３．新技術に係る活用状況

４）新技術の現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ④ロボット 【職種別】 2/2

• ロボットの現在の活用段階に関する全体的な傾向としては、「使用なし」が約6割と最も⾼く、次いで「認知」が約2割と⾼い傾向にあるのに対し、職
種別ではサービス職以外の職種においては「使用なし」という回答が最も⾼く、次いで「認知」が⾼い。

• サービス職においては、「認知」が最も⾼く、次いで「使用なし」が続く。
• 将来の活用段階に関する全体的な傾向として「操作可能」の割合が増えるものの「使用なし」が変わらず最も⾼い傾向にあるのに対し、職種別では
生産工程職及び建設・採掘職以外の職種において「認知」が最も⾼い。

• また、職種別でも全体的に「操作可能」及び「⾼度活用」の割合が増加している。

ロボットの現在と将来の活用状況（職種別）

（％）（回答対象者252社のうち19社が未回答）

専

門

・

技

術

職

事

務

職

営

業

職

販

売

職

サ

ー

ビ

ス

職

輸

送

・

機

械

運

転

職

生

産

工

程

職

建

設

・

採

掘

職

運

搬

職

労

務

職

そ

の

他

N 40 128 41 4 5 2 14 8 2 1 7

現在 使用なし 57.5 63.3 63.4 100.0 40.0 100.0 78.6 75.0 100.0 0.0 57.1

※棒グラフ 認知 27.5 22.7 24.4 0.0 60.0 0.0 21.4 12.5 0.0 100.0 28.6

操作可能 7.5 3.1 4.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⾼度活用 2.5 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0

価値創造 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 22.5 28.9 26.8 25.0 0.0 50.0 50.0 50.0 50.0 0.0 42.9

※折れ線 認知 27.5 29.7 39.0 25.0 60.0 50.0 21.4 12.5 0.0 0.0 14.3

操作可能 22.5 21.1 12.2 50.0 20.0 0.0 14.3 25.0 50.0 0.0 14.3

⾼度活用 20.0 7.0 9.8 0.0 20.0 0.0 0.0 12.5 0.0 100.0 0.0

価値創造 2.5 3.1 4.9 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 14.3
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３．新技術に係る活用状況

４）新技術の現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ⑤クラウド 【業種別】 1/2

• クラウドの現在の活用段階に関する全体的な傾向として「認知」が約3割と最も⾼く、次いで「操作可能」が約2割強と⾼い傾向にあるのに対し、業種
別では情報通信業及び卸売業以外の業種においては同様の傾向がみられる。

• 情報通信業及び卸売業については、「操作可能」が最も⾼く、次いで「認知」が⾼い。
• 将来の活用段階に関する全体的な傾向として「⾼度活用」及び「価値創造」の割合が増加しており、業種別でも同様の傾向がみられる。

クラウドの現在と将来の活用状況（業種別）

（％）（回答対象者252社のうち19社が未回答）
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N 33 58 2 11 10 29 19 2 4 2 1 13 3 6 5 1 2 1 9 11 20 10

現在 使用なし 30.3 27.6 0.0 0.0 30.0 20.7 15.8 0.0 25.0 0.0 0.0 23.1 0.0 16.7 0.0 0.0 50.0 0.0 11.1 18.2 30.0 30.0

※棒グラフ 認知 30.3 39.7 50.0 27.3 30.0 17.2 47.4 50.0 25.0 50.0 100.0 30.8 33.3 50.0 60.0 100.0 0.0 100.0 33.3 36.4 35.0 30.0

操作可能 21.2 25.9 50.0 54.5 20.0 41.4 15.8 50.0 25.0 50.0 0.0 23.1 66.7 16.7 40.0 0.0 50.0 0.0 33.3 36.4 25.0 20.0

⾼度活用 6.1 3.4 0.0 18.2 0.0 3.4 10.5 0.0 25.0 0.0 0.0 15.4 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 0.0 5.0 10.0

価値創造 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 12.1 6.9 0.0 0.0 10.0 10.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.7 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.0 20.0

※折れ線 認知 18.2 24.1 0.0 0.0 10.0 6.9 15.8 0.0 0.0 0.0 0.0 15.4 0.0 0.0 20.0 100.0 0.0 0.0 11.1 18.2 15.0 0.0

操作可能 27.3 25.9 50.0 27.3 30.0 24.1 42.1 100.0 50.0 50.0 100.0 30.8 100.0 33.3 60.0 0.0 50.0 100.0 44.4 45.5 50.0 40.0

⾼度活用 30.3 32.8 50.0 18.2 30.0 34.5 15.8 0.0 25.0 0.0 0.0 23.1 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 22.2 18.2 25.0 30.0

価値創造 0.0 6.9 0.0 54.5 0.0 6.9 15.8 0.0 25.0 50.0 0.0 23.1 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 11.1 9.1 0.0 0.0
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３．新技術に係る活用状況

４）新技術の現在の活用段階及び将来、到達して欲しい姿 ⑤クラウド 【職種別】 2/2

クラウドの現在と将来の活用状況（職種別）

（％）

• クラウドの現在の活用段階に関する全体的な傾向として「認知」が約3割と最も⾼く、次いで「操作可能」が約2割強と⾼い傾向にあるのに対し、職種
別では専門・技術職及び建設・採掘職以外の業種において同様の傾向がみられる。

• 専門・技術職については、「操作可能」が最も⾼く、建設・採掘職については「使用なし」が最も⾼い。
• 将来の活用段階に関する全体的な傾向として「⾼度活用」及び「価値創造」の割合が増加しており、職種別でも同様の傾向がみられる。

（回答対象者252社のうち19社が未回答）
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N 40 128 41 4 5 2 14 8 2 1 7

現在 使用なし 15.0 20.3 22.0 50.0 20.0 100.0 42.9 37.5 50.0 0.0 0.0

※棒グラフ 認知 32.5 35.2 34.1 25.0 40.0 0.0 42.9 12.5 50.0 100.0 57.1

操作可能 35.0 28.1 34.1 25.0 40.0 0.0 14.3 25.0 0.0 0.0 14.3

⾼度活用 10.0 6.3 2.4 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 14.3

価値創造 2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

将来 使用なし 5.0 8.6 4.9 0.0 0.0 50.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0

※折れ線 認知 12.5 14.1 12.2 25.0 20.0 0.0 28.6 12.5 50.0 0.0 0.0

操作可能 30.0 34.4 36.6 75.0 40.0 0.0 50.0 25.0 0.0 0.0 57.1

⾼度活用 30.0 25.0 34.1 0.0 20.0 50.0 21.4 37.5 50.0 100.0 0.0

価値創造 17.5 7.8 4.9 0.0 20.0 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 28.6
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３．人材確保方法、従業員育成状況

１）従来技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ①表計算ツール 【業種別】 1/2

• 表計算ツールに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として「操作レベル」が約4割と最も⾼く、次いで「⾼度活用レベル」が約2
割と⾼い傾向にあるのに対し、業種別では情報通信業、運輸業、不動産業、専門・技術サービス業、飲食サービス業及び福祉以外の業種において
は同様の傾向がみられる。

• 情報通信業、不動産業、専門・技術サービス業、飲食サービス業については、「⾼度活用レベル」が最も⾼い。
• 運輸業及び福祉については、「基本操作レベル」が最も⾼い。

表計算ツールに係る公共職業訓練の受講意向（業種別）

（％）
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

受講意向なし 19.1 17.2 0.0 18.2 14.3 20.0 30.8 33.3 0.0 0.0 0.0 21.1 0.0 25.0 25.0 0.0 33.3 0.0 0.0 11.8 20.0 17.6

基本操作レベル 23.4 12.6 0.0 9.1 35.7 15.6 19.2 33.3 0.0 0.0 0.0 10.5 66.7 12.5 0.0 25.0 0.0 0.0 33.3 47.1 4.0 11.8

応用操作レベル 42.6 47.1 100.0 27.3 28.6 46.7 30.8 33.3 42.9 66.7 0.0 21.1 0.0 25.0 62.5 75.0 66.7 0.0 55.6 23.5 48.0 47.1

⾼度活用レベル 12.8 21.8 0.0 36.4 14.3 17.8 7.7 0.0 57.1 33.3 100.0 36.8 33.3 37.5 12.5 0.0 0.0 100.0 11.1 17.6 28.0 23.5

価値創造レベル 2.1 1.1 0.0 9.1 7.1 0.0 11.5 0.0 0.0 0.0 0.0 10.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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３．人材確保方法、従業員育成状況

１）従来技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ①表計算ツール 【職種別】 2/2

表計算ツールに係る公共職業訓練の受講意向（職種別）

（％）

• 表計算ツールに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として「操作レベル」が約4割と最も⾼く、次いで「⾼度活用レベル」が約2
割と⾼い傾向にあるのに対し、職種別ではサービス職以外の職種において同様の傾向がみられる。

• サービス職については、「基本操作レベル」が最も⾼い。
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

受講意向なし 22.7 16.6 13.0 33.3 0.0 33.3 21.1 30.8 50.0 0.0 22.2

基本操作レベル 6.8 18.6 13.0 11.1 42.9 66.7 15.8 23.1 50.0 0.0 11.1

応用操作レベル 36.4 41.2 53.7 44.4 28.6 0.0 36.8 38.5 0.0 100.0 44.4

⾼度活用レベル 29.5 20.6 18.5 11.1 28.6 0.0 26.3 7.7 0.0 0.0 22.2

価値創造レベル 4.5 3.0 1.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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受講意向なし 基本操作レベル 応用操作レベル ⾼度活用レベル 価値創造レベル

３．人材確保方法、従業員育成状況

１）従来技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ②文書・資料作成ツール 【業種別】 1/2

文書・資料作成ツールに係る公共職業訓練の受講意向（業種別）

（％）

• 文書・資料作成ツールに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として「操作レベル」が約4割と最も⾼く、次いで「基本操作レベ
ル」が約2割と⾼い傾向にあるのに対し、業種別では建設業、製造業及び卸売業においては同様の傾向がみられる。
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

受講意向なし 23.4 20.7 0.0 27.3 28.6 22.2 38.5 33.3 14.3 0.0 0.0 21.1 0.0 25.0 12.5 0.0 33.3 0.0 0.0 5.9 24.0 17.6

基本操作レベル 27.7 28.7 0.0 9.1 28.6 28.9 15.4 33.3 14.3 33.3 0.0 10.5 66.7 25.0 12.5 25.0 0.0 0.0 33.3 47.1 24.0 29.4

応用操作レベル 34.0 35.6 50.0 27.3 21.4 35.6 30.8 33.3 14.3 33.3 100.0 42.1 0.0 12.5 50.0 25.0 33.3 100.0 44.4 29.4 36.0 35.3

⾼度活用レベル 10.6 14.9 50.0 27.3 21.4 13.3 7.7 0.0 42.9 0.0 0.0 15.8 33.3 12.5 12.5 50.0 33.3 0.0 22.2 11.8 16.0 11.8

価値創造レベル 4.3 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 7.7 0.0 14.3 33.3 0.0 10.5 0.0 25.0 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0 5.9 0.0 5.9
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３．人材確保方法、従業員育成状況

１）従来技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ②文書・資料作成ツール 【職種別】 2/2

文書・資料作成ツールに係る公共職業訓練の受講意向（職種別）

• 文書・資料作成ツールに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として「操作レベル」が約4割と最も⾼く、次いで「基本操作レベ
ル」が約2割と⾼い傾向にあるのに対し、職種別では事務職及び生産工程職において同様の傾向がみられる。

（％）
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

受講意向なし 22.7 18.6 18.5 33.3 0.0 66.7 15.8 30.8 50.0 0.0 22.2

基本操作レベル 9.1 26.1 18.5 22.2 42.9 33.3 31.6 23.1 50.0 0.0 11.1

応用操作レベル 43.2 37.7 50.0 44.4 42.9 0.0 47.4 46.2 0.0 100.0 44.4

⾼度活用レベル 22.7 16.1 11.1 0.0 14.3 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 22.2

価値創造レベル 2.3 1.5 1.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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３．人材確保方法、従業員育成状況

１）従来技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ③コミュニケーションツール 【業種別】 1/2

コミュニケーションツールに係る公共職業訓練の受講意向（業種別）

• コミュニケーションツールに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として「操作レベル」が約3割と最も⾼く、次いで「基本操作レベル」
が約2割強と⾼い傾向にあるのに対し、業種別では製造業及び卸売業において同様の傾向がみられる。

（％）
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

受講意向なし 23.4 19.5 0.0 18.2 28.6 22.2 34.6 33.3 0.0 0.0 0.0 21.1 0.0 25.0 25.0 0.0 33.3 0.0 0.0 11.8 20.0 11.8

基本操作レベル 23.4 25.3 0.0 0.0 28.6 28.9 19.2 33.3 0.0 0.0 0.0 10.5 66.7 25.0 12.5 50.0 0.0 0.0 44.4 41.2 16.0 17.6

応用操作レベル 40.4 44.8 100.0 45.5 28.6 37.8 34.6 33.3 57.1 66.7 0.0 47.4 0.0 12.5 50.0 50.0 33.3 0.0 44.4 29.4 44.0 52.9

⾼度活用レベル 10.6 9.2 0.0 27.3 14.3 11.1 7.7 0.0 42.9 33.3 100.0 15.8 33.3 37.5 12.5 0.0 33.3 100.0 11.1 17.6 20.0 17.6

価値創造レベル 2.1 1.1 0.0 9.1 0.0 0.0 3.8 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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３．人材確保方法、従業員育成状況

１）従来技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ③コミュニケーションツール 【職種別】 2/2

（％）

• コミュニケーションツールに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として 「操作レベル」が約3割と最も⾼く、次いで「基本操作レベ
ル」が約2割強と⾼い傾向にあるのに対し、職種別では事務職及び営業職において同様の傾向がみられる。

コミュニケーションツールに係る公共職業訓練の受講意向（職種別）
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

受講意向なし 22.7 20.6 22.2 33.3 0.0 66.7 10.5 30.8 50.0 0.0 11.1

基本操作レベル 15.9 27.6 22.2 33.3 57.1 0.0 31.6 23.1 50.0 0.0 22.2

応用操作レベル 27.3 36.2 37.0 11.1 14.3 0.0 26.3 46.2 0.0 100.0 44.4

⾼度活用レベル 27.3 11.6 14.8 11.1 28.6 33.3 31.6 0.0 0.0 0.0 22.2

価値創造レベル 6.8 4.0 3.7 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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３．人材確保方法、従業員育成状況

２）従来技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ③業務システム 【業種別】 1/2

業務システムに係る公共職業訓練の受講意向（業種別）

• 業務システムに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として「操作レベル」が約3割と最も⾼く、次いで「基本操作レベル」が約2割
強と⾼い傾向にあるのに対し、業種別では建設業、卸売業及び複合サービス事業等において同様の傾向がみられる。

（％）
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

受講意向なし 25.5 13.8 0.0 27.3 35.7 22.2 38.5 33.3 14.3 33.3 0.0 15.8 33.3 25.0 37.5 0.0 33.3 0.0 0.0 11.8 24.0 11.8

基本操作レベル 29.8 20.7 0.0 27.3 21.4 28.9 19.2 33.3 0.0 0.0 0.0 10.5 33.3 25.0 37.5 50.0 0.0 100.0 33.3 35.3 28.0 29.4

応用操作レベル 36.2 40.2 50.0 18.2 35.7 33.3 19.2 33.3 57.1 0.0 100.0 26.3 0.0 25.0 12.5 25.0 66.7 0.0 33.3 29.4 40.0 35.3

⾼度活用レベル 8.5 24.1 50.0 18.2 7.1 15.6 7.7 0.0 28.6 33.3 0.0 47.4 33.3 12.5 12.5 25.0 0.0 0.0 33.3 11.8 8.0 17.6

価値創造レベル 0.0 1.1 0.0 9.1 0.0 0.0 15.4 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.8 0.0 5.9
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３．人材確保方法、従業員育成状況

１）従来技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ④業務システム 【職種別】 2/2

業務システムに係る公共職業訓練の受講意向（職種別）

（％）

• 業務システムに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として「操作レベル」が約3割と最も⾼く、次いで「基本操作レベル」が約2割
強と⾼い傾向にあるのに対し、職種別では事務職及び営業職において同様の傾向がみられる。
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

受講意向なし 20.5 20.6 24.1 33.3 0.0 66.7 5.3 23.1 50.0 0.0 22.2

基本操作レベル 13.6 28.6 25.9 33.3 28.6 0.0 10.5 23.1 50.0 0.0 11.1

応用操作レベル 31.8 31.2 31.5 22.2 42.9 33.3 47.4 53.8 0.0 100.0 55.6

⾼度活用レベル 31.8 16.6 14.8 0.0 14.3 0.0 36.8 0.0 0.0 0.0 11.1

価値創造レベル 2.3 3.0 3.7 11.1 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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３．人材確保方法、従業員育成状況

２）新技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ①IoT 【業種別】 1/2

IoTに係る公共職業訓練の受講意向（業種別）

（％）

• IoTに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として「受講意向なし」が約4割と最も⾼く、次いで「概要レベル」が約3割と⾼い傾向
にあるのに対し、業種別では情報通信業以外の業種において「受講意向なし」が最も⾼い。

• 情報通信業については、「概要レベル」が最も⾼く、次いで「受講意向なし」が⾼い。
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

受講意向なし 42.6 39.1 50.0 27.3 50.0 42.2 46.2 66.7 42.9 33.3 0.0 31.6 66.7 50.0 62.5 0.0 66.7 100.0 33.3 41.2 40.0 23.5

概要レベル 21.3 29.9 0.0 36.4 28.6 42.2 34.6 33.3 14.3 33.3 0.0 10.5 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 22.2 29.4 36.0 29.4

操作レベル 23.4 19.5 50.0 18.2 14.3 13.3 11.5 0.0 14.3 33.3 100.0 26.3 33.3 37.5 37.5 50.0 0.0 0.0 33.3 29.4 24.0 29.4

⾼度活用レベル 12.8 10.3 0.0 0.0 7.1 2.2 7.7 0.0 28.6 0.0 0.0 31.6 0.0 12.5 0.0 0.0 33.3 0.0 11.1 0.0 0.0 11.8

価値創造レベル 0.0 1.1 0.0 18.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.9
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３．人材確保方法、従業員育成状況

２）新技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ①IoT 【職種別】 2/2

IoTに係る公共職業訓練の受講意向（職種別）

（％）

• IoTに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として「受講意向なし」が約4割と最も⾼く、次いで「概要レベル」が約3割と⾼い傾向
にあるのに対し、職種別では営業職及び生産工程職以外の職種において「受講意向なし」が最も⾼い。

• 特に販売職においては、「受講意向なし」が約8割と他の職種に比べて⾼い。
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

受講意向なし 31.8 43.7 33.3 77.8 42.9 66.7 26.3 46.2 0.0 0.0 44.4

概要レベル 18.2 27.1 38.9 11.1 28.6 33.3 26.3 30.8 50.0 0.0 33.3

操作レベル 25.0 20.1 24.1 0.0 28.6 0.0 31.6 23.1 50.0 100.0 11.1

⾼度活用レベル 22.7 8.0 3.7 11.1 0.0 0.0 10.5 0.0 0.0 0.0 11.1

価値創造レベル 2.3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0
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受講意向なし 概要レベル 操作レベル ⾼度活用レベル 価値創造レベル

３．人材確保方法、従業員育成状況

２）新技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ②ビッグデータ 【業種別】 1/2

ビッグデータに係る公共職業訓練の受講意向（業種別）

（％）
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

受講意向なし 51.1 50.6 50.0 27.3 50.0 42.2 50.0 33.3 57.1 33.3 0.0 57.9 66.7 37.5 62.5 0.0 66.7 100.0 33.3 35.3 32.0 29.4

概要レベル 21.3 29.9 0.0 27.3 35.7 35.6 26.9 33.3 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 12.5 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 35.3 40.0 35.3

操作レベル 23.4 11.5 50.0 18.2 7.1 20.0 23.1 33.3 28.6 0.0 0.0 21.1 33.3 0.0 25.0 25.0 0.0 0.0 33.3 23.5 24.0 23.5

⾼度活用レベル 4.3 8.0 0.0 0.0 7.1 2.2 0.0 0.0 14.3 66.7 0.0 21.1 0.0 50.0 12.5 0.0 33.3 0.0 33.3 0.0 4.0 5.9

価値創造レベル 0.0 0.0 0.0 27.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 5.9 0.0 5.9
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• ビッグデータに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として「受講意向なし」が約5割と最も⾼く、次いで「概要レベル」が約3割と⾼
い傾向にあるのに対し、業種別では情報通信業、専門・技術サービス業、飲食サービス業、福祉及び複合サービス事業等以外の業種において「受
講意向なし」が最も⾼い。

• 情報通信業については、「価値創造レベル」が「受講意向なし」及び「概要レベル」と同程度の回答がある。
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３．人材確保方法、従業員育成状況

２）新技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ②ビッグデータ 【職種別】 2/2

ビッグデータに係る公共職業訓練の受講意向（職種別）

（％）

• ビッグデータに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として「受講意向なし」が約5割と最も⾼く、次いで「概要レベル」が約3割と⾼
い傾向にあるのに対し、職種別では営業職以外の職種において「受講意向なし」が最も⾼い。

• 特に販売職においては、「受講意向なし」が約8割と他の職種に比べて⾼い。
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

受講意向なし 45.5 46.7 33.3 77.8 42.9 66.7 47.4 46.2 0.0 0.0 55.6

概要レベル 9.1 26.6 38.9 0.0 28.6 33.3 26.3 38.5 50.0 0.0 22.2

操作レベル 25.0 17.1 22.2 22.2 28.6 0.0 10.5 15.4 50.0 100.0 11.1

⾼度活用レベル 15.9 8.5 5.6 0.0 0.0 0.0 10.5 0.0 0.0 0.0 0.0

価値創造レベル 4.5 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 11.1
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受講意向なし 概要レベル 操作レベル ⾼度活用レベル 価値創造レベル

３．人材確保方法、従業員育成状況

２）新技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ③AI 【業種別】 1/2

AIに係る公共職業訓練の受講意向（業種別）

（％）

• AIに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として「受講意向なし」が約4割と最も⾼く、次いで「概要レベル」が約3割と⾼い傾向
にあるのに対し、業種別では情報通信業、卸売業、医療、福祉及び複合サービス事業等以外の業種において「受講意向なし」が最も⾼い。

• 情報通信業については、「価値創造レベル」が「受講意向なし」及び「概要レベル」と同程度の回答がある。
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

受講意向なし 53.2 43.7 50.0 27.3 50.0 37.8 50.0 66.7 57.1 33.3 0.0 36.8 33.3 50.0 50.0 25.0 66.7 100.0 33.3 29.4 40.0 23.5

概要レベル 23.4 33.3 0.0 27.3 28.6 51.1 34.6 33.3 0.0 33.3 100.0 10.5 33.3 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 35.3 48.0 29.4

操作レベル 17.0 11.5 50.0 9.1 14.3 8.9 15.4 0.0 14.3 0.0 0.0 21.1 33.3 12.5 50.0 25.0 0.0 0.0 55.6 29.4 12.0 35.3

⾼度活用レベル 6.4 10.3 0.0 9.1 7.1 2.2 0.0 0.0 28.6 33.3 0.0 31.6 0.0 37.5 0.0 0.0 33.3 0.0 11.1 0.0 0.0 5.9

価値創造レベル 0.0 1.1 0.0 27.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.9 0.0 5.9
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３．人材確保方法、従業員育成状況

２）新技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ③AI 【職種別】 2/2

AIに係る公共職業訓練の受講意向（職種別）

（％）

• AIに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として「受講意向なし」が約4割と最も⾼く、次いで「概要レベル」が約3割と⾼い傾向
にあるのに対し、職種別では営業職以外の職種において「受講意向なし」が最も⾼い。

• 特に販売職においては、「受講意向なし」が約8割と他の職種に比べて⾼い。
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

受講意向なし 38.6 42.7 37.0 77.8 42.9 66.7 47.4 53.8 0.0 0.0 33.3

概要レベル 18.2 32.7 38.9 11.1 14.3 33.3 26.3 30.8 50.0 0.0 33.3

操作レベル 20.5 16.1 16.7 11.1 28.6 0.0 10.5 15.4 50.0 100.0 22.2

⾼度活用レベル 18.2 7.0 7.4 0.0 14.3 0.0 15.8 0.0 0.0 0.0 0.0

価値創造レベル 4.5 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1
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３．人材確保方法、従業員育成状況

２）新技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ④ロボット 【業種別】 1/2

ロボットに係る公共職業訓練の受講意向（業種別）

（％）

• ロボットに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として「受講意向なし」が約5割と最も⾼く、次いで「概要レベル」が約3割と⾼い
傾向にあるのに対し、業種別では卸売業医療及び福祉以外の業種において「受講意向なし」が最も⾼い。

• 福祉については、「操作レベル」が約半数と最も⾼い。
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

受講意向なし 53.2 43.7 100.0 36.4 57.1 44.4 61.5 66.7 71.4 33.3 0.0 42.1 66.7 50.0 62.5 25.0 100.0 100.0 33.3 29.4 52.0 35.3

概要レベル 23.4 21.8 0.0 27.3 21.4 44.4 23.1 33.3 0.0 66.7 100.0 15.8 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 22.2 17.6 40.0 35.3

操作レベル 19.1 23.0 0.0 9.1 7.1 8.9 15.4 0.0 0.0 0.0 0.0 26.3 33.3 12.5 25.0 25.0 0.0 0.0 33.3 47.1 4.0 17.6

⾼度活用レベル 4.3 9.2 0.0 9.1 14.3 2.2 0.0 0.0 28.6 0.0 0.0 15.8 0.0 37.5 12.5 0.0 0.0 0.0 11.1 0.0 4.0 11.8

価値創造レベル 0.0 2.3 0.0 18.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.9 0.0 0.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

受講意向なし 概要レベル 操作レベル ⾼度活用レベル 価値創造レベル



 

133 

３．人材確保方法、従業員育成状況

２）新技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ④ロボット 【職種別】 2/2

ロボットに係る公共職業訓練の受講意向（職種別）

（％）

• ロボットに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として「受講意向なし」が約5割と最も⾼く、次いで「概要レベル」が約3割と⾼い
傾向にあるのに対し、職種別では営業職以外の職種において「受講意向なし」が最も⾼い。

• 専門・技術職及び生産工程職については、「価値創造レベル」という回答がそれぞれ約1割ある。
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

受講意向なし 43.2 49.2 40.7 77.8 42.9 66.7 47.4 61.5 0.0 0.0 44.4

概要レベル 20.5 26.1 40.7 0.0 14.3 33.3 0.0 23.1 50.0 0.0 33.3

操作レベル 25.0 17.1 13.0 22.2 28.6 0.0 21.1 15.4 0.0 100.0 11.1

⾼度活用レベル 6.8 7.0 5.6 0.0 14.3 0.0 21.1 0.0 50.0 0.0 11.1

価値創造レベル 4.5 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 10.5 0.0 0.0 0.0 0.0
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３．人材確保方法、従業員育成状況

２）新技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ⑤クラウド 【業種別】 1/2

クラウドに係る公共職業訓練の受講意向（業種別）

（％）
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

受講意向なし 29.8 25.3 0.0 9.1 35.7 26.7 34.6 66.7 57.1 33.3 0.0 36.8 0.0 25.0 37.5 0.0 66.7 0.0 11.1 23.5 20.0 17.6

概要レベル 21.3 33.3 0.0 0.0 21.4 40.0 19.2 33.3 0.0 0.0 0.0 5.3 33.3 0.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 35.3 36.0 29.4

操作レベル 31.9 23.0 100.0 45.5 28.6 22.2 30.8 0.0 0.0 33.3 100.0 31.6 33.3 0.0 25.0 75.0 0.0 100.0 44.4 35.3 28.0 35.3

⾼度活用レベル 17.0 18.4 0.0 18.2 14.3 11.1 7.7 0.0 28.6 33.3 0.0 26.3 33.3 62.5 12.5 0.0 33.3 0.0 44.4 5.9 16.0 17.6

価値創造レベル 0.0 0.0 0.0 27.3 0.0 0.0 7.7 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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• クラウドに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として「操作レベル」が約2割強と最も⾼く、次いで「受講意向なし」が約3割と⾼
い傾向にあるのに対し、業種別では建設業及び情報通信業において「操作レベル」が最も⾼い。
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３．人材確保方法、従業員育成状況

２）新技術に関する公共職業訓練に関する受講意向 ⑤クラウド 【職種別】 2/2

クラウドに係る公共職業訓練の受講意向（職種別）

（％）

• クラウドに関する公共職業訓練に対する受講意向の全体的な傾向として「操作レベル」が約2割強と最も⾼く、次いで「受講意向なし」が約3割と⾼
い傾向にあるのに対し、職種別では事務職及び生産工程職において「操作レベル」が最も⾼い。

• 販売職及び建設・採掘職については、「受講意向なし」が最も⾼い。
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

受講意向なし 25.0 28.6 22.2 55.6 28.6 66.7 5.3 38.5 0.0 0.0 22.2

概要レベル 18.2 22.1 38.9 11.1 14.3 33.3 36.8 23.1 50.0 0.0 44.4

操作レベル 27.3 30.2 18.5 33.3 28.6 0.0 42.1 30.8 0.0 100.0 22.2

⾼度活用レベル 27.3 16.6 20.4 0.0 28.6 0.0 15.8 7.7 50.0 0.0 0.0

価値創造レベル 2.3 2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1
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３．人材確保方法、従業員育成状況

３）中途採用者に求める従来技術の活用レベル ①表計算ツール 【業種別】 1/2

• 表計算ツールに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「基本操作レベル」が約5割と最も⾼く、次いで「操作レベル」が約
4割と⾼い傾向にあるのに対し、業種別には情報通信業、運輸業、小売業、不動産業及び専門・技術サービス業以外の業種において同様の傾向
がみられる。

• 卸売業、小売業及び専門・技術サービス業については、「価値創造レベル」が約1割と、他業種に比べて⾼い。

表計算ツールに係る中途採用者の活用レベル（業種別）

（％）
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

有していなくてよい 6.4 2.3 0.0 0.0 0.0 2.2 7.7 0.0 0.0 0.0 0.0 10.5 0.0 12.5 12.5 25.0 0.0 0.0 11.1 5.9 8.0 5.9

基本操作レベル 53.2 52.9 0.0 27.3 42.9 53.3 42.3 33.3 14.3 33.3 0.0 31.6 66.7 50.0 50.0 25.0 33.3 0.0 55.6 58.8 48.0 35.3

応用操作レベル 36.2 33.3 100.0 36.4 50.0 37.8 42.3 66.7 71.4 33.3 100.0 36.8 33.3 37.5 37.5 50.0 66.7 100.0 33.3 23.5 44.0 47.1

⾼度活用レベル 4.3 11.5 0.0 36.4 7.1 4.4 3.8 0.0 14.3 33.3 0.0 15.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.8 0.0 11.8

価値創造レベル 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.2 3.8 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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３．人材確保方法、従業員育成状況

３）中途採用者に求める従来技術の活用レベル ①表計算ツール 【職種別】 2/2

表計算ツールに係る中途採用者の活用レベル（職種別）

（％）

• 表計算ツールに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「基本操作レベル」が約5割と最も⾼く、次いで「操作レベル」が約
4割と⾼い傾向にあるのに対し、職種別には専門・技術職以外の職種において同様の傾向がみられる。

• 専門・技術職については、「操作レベル」が最も⾼く、次いで「基本操作レベル」が⾼い。
• また、専門・技術職及び事務職については、わずかではあるが「価値創造レベル」も一部企業において求められている。
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

有していなくてよい 4.5 3.5 3.7 22.2 14.3 33.3 5.3 15.4 0.0 0.0 0.0

基本操作レベル 34.1 50.8 48.1 33.3 57.1 66.7 42.1 46.2 0.0 0.0 44.4

応用操作レベル 45.5 38.7 37.0 33.3 14.3 0.0 42.1 38.5 100.0 100.0 44.4

⾼度活用レベル 13.6 6.0 11.1 11.1 14.3 0.0 10.5 0.0 0.0 0.0 11.1

価値創造レベル 2.3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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有していなくてよい 基本操作レベル 応用操作レベル ⾼度活用レベル 価値創造レベル

３．人材確保方法、従業員育成状況

３）中途採用者に求める従来技術の活用レベル ②文書・資料作成ツール 【業種別】 1/2

文書・資料作成ツールに係る中途採用者の活用レベル（業種別）

（％）

• 文書・資料作成ツールに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「基本操作レベル」が約5割と最も⾼く、次いで「操作レベ
ル」が約4割と⾼い傾向にあるのに対し、業種別に情報通信業及び小売業以外においては同様の傾向がみられる。

• 情報通信業については、「操作レベル」と同程度の割合で「⾼度活用レベル」と回答した企業がいる。
• 小売業については、「操作レベル」と同程度の割合で「基本操作レベル」と回答した企業がいる。
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

有していなくてよい 10.6 4.6 0.0 0.0 0.0 4.4 15.4 0.0 0.0 0.0 0.0 10.5 0.0 12.5 12.5 25.0 0.0 0.0 11.1 5.9 8.0 11.8

基本操作レベル 55.3 59.8 0.0 27.3 50.0 55.6 42.3 33.3 14.3 33.3 0.0 36.8 66.7 50.0 50.0 25.0 33.3 0.0 55.6 58.8 52.0 41.2

応用操作レベル 29.8 28.7 100.0 36.4 42.9 35.6 42.3 66.7 71.4 33.3 100.0 31.6 33.3 37.5 37.5 50.0 66.7 100.0 33.3 23.5 40.0 35.3

⾼度活用レベル 4.3 6.9 0.0 36.4 7.1 2.2 0.0 0.0 14.3 33.3 0.0 15.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.8 0.0 11.8

価値創造レベル 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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３．人材確保方法、従業員育成状況

３）中途採用者に求める従来技術の活用レベル ②文書・資料作成ツール 【職種別】 2/2

文書・資料作成ツールに係る中途採用者の活用レベル（職種別）

（％）

• 文書・資料作成ツールに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「基本操作レベル」が約5割と最も⾼く、次いで「操作レベ
ル」が約4割と⾼い傾向にあるのに対し、職種別では専門・技術職及び販売職以外の職種においては同様の傾向がみられる。

• 専門・技術職及び販売職については、「操作レベル」が最も⾼く、次いで「基本操作レベル」が⾼い。
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

有していなくてよい 4.5 6.0 5.6 22.2 14.3 33.3 10.5 23.1 0.0 0.0 0.0

基本操作レベル 34.1 53.3 53.7 33.3 57.1 66.7 52.6 61.5 0.0 0.0 44.4

応用操作レベル 45.5 34.7 35.2 44.4 14.3 0.0 31.6 15.4 100.0 100.0 44.4

⾼度活用レベル 13.6 5.5 5.6 0.0 14.3 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 11.1

価値創造レベル 2.3 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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有していなくてよい 基本操作レベル 応用操作レベル ⾼度活用レベル 価値創造レベル

３．人材確保方法、従業員育成状況

３）中途採用者に求める従来技術の活用レベル ③コミュニケーションツール 【業種別】 1/2

コミュニケーションツールに係る中途採用者の活用レベル（業種別）

（％）

• コミュニケーションツールに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「基本操作レベル」が約5割と最も⾼く、次いで「操作レベ
ル」が約3割と⾼い傾向にあるのに対し、業種別に運輸業、小売業、不動産業、生活関連サービス業及び医療以外の業種において同様の傾向が
みられる。

• 建設業、小売業、不動産業、専門・技術サービス業及び医療については、「有していなくてよい」という回答が約1割いる。
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

有していなくてよい 14.9 3.4 0.0 0.0 7.1 4.4 15.4 0.0 14.3 0.0 0.0 10.5 0.0 12.5 0.0 25.0 0.0 0.0 22.2 5.9 8.0 5.9

基本操作レベル 51.1 65.5 50.0 27.3 42.9 66.7 34.6 33.3 14.3 33.3 100.0 36.8 66.7 62.5 37.5 50.0 33.3 0.0 33.3 58.8 68.0 64.7

応用操作レベル 29.8 25.3 0.0 36.4 42.9 24.4 42.3 66.7 57.1 33.3 0.0 31.6 33.3 25.0 50.0 25.0 66.7 100.0 44.4 23.5 24.0 23.5

⾼度活用レベル 4.3 5.7 50.0 36.4 7.1 2.2 7.7 0.0 14.3 33.3 0.0 15.8 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0 11.8 0.0 5.9

価値創造レベル 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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３．人材確保方法、従業員育成状況

３）中途採用者に求める従来技術の活用レベル ③コミュニケーションツール 【職種別】 2/2

コミュニケーションツールに係る中途採用者の活用レベル（職種別）

（％）

• コミュニケーションツールに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「基本操作レベル」が約5割と最も⾼く、次いで「操作レベ
ル」が約3割と⾼い傾向にあるのに対し、職種別では専門・技術職及び販売職以外の職種において同様の傾向がみられる。

• 専門・技術職については、「操作レベル」が最も⾼い。
• 販売職については、「基本操作レベル」と同程度の割合で「基本操作レベル」と回答している企業がいる。
• 建設・採掘職については、「有していなくてよい」という回答が約2割と他職種に比べて⾼い。
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

有していなくてよい 6.8 6.5 7.4 22.2 14.3 66.7 0.0 23.1 0.0 0.0 0.0

基本操作レベル 36.4 59.3 55.6 33.3 57.1 33.3 57.9 69.2 0.0 0.0 33.3

応用操作レベル 40.9 27.6 31.5 33.3 14.3 0.0 36.8 7.7 100.0 100.0 55.6

⾼度活用レベル 13.6 6.0 5.6 11.1 14.3 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 11.1

価値創造レベル 2.3 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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有していなくてよい 基本操作レベル 応用操作レベル ⾼度活用レベル 価値創造レベル

３．人材確保方法、従業員育成状況

３）中途採用者に求める従来技術の活用レベル ④業務システム 【業種別】 1/2

業務システムに係る中途採用者の活用レベル（業種別）

（％）

• 業務システムに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「基本操作レベル」が約5割と最も⾼く、次いで「操作レベル」が約3
割と⾼い傾向にあるのに対し、業種別に不動産業、専門・技術サービス業及び飲食サービス業以外の業種において同様の傾向がみられる。

• 建設業、製造業、不動産業、専門・技術サービス業、飲食サービス業、生活関連サービス業、医療及び複合サービス事業等については、「有してい
なくてよい」という回答が約2割ある。
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

有していなくてよい 21.3 17.2 0.0 9.1 7.1 15.6 15.4 33.3 28.6 0.0 0.0 21.1 33.3 25.0 62.5 75.0 66.7 0.0 22.2 11.8 28.0 29.4

基本操作レベル 48.9 49.4 50.0 36.4 57.1 64.4 53.8 0.0 14.3 33.3 100.0 31.6 33.3 37.5 0.0 25.0 0.0 0.0 44.4 52.9 52.0 29.4

応用操作レベル 25.5 27.6 0.0 18.2 35.7 15.6 19.2 66.7 42.9 0.0 0.0 31.6 33.3 37.5 25.0 0.0 33.3 100.0 22.2 23.5 20.0 29.4

⾼度活用レベル 4.3 4.6 50.0 36.4 0.0 2.2 7.7 0.0 14.3 33.3 0.0 15.8 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 11.1 11.8 0.0 11.8

価値創造レベル 0.0 1.1 0.0 0.0 0.0 2.2 3.8 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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３．人材確保方法、従業員育成状況

３）中途採用者に求める従来技術の活用レベル ④業務システム 【職種別】 2/2

業務システムに係る中途採用者の活用レベル（職種別）

（％）

• 業務システムに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「基本操作レベル」が約5割と最も⾼く、次いで「操作レベル」が約3
割と⾼い傾向にあるのに対し、職種別では専門・技術職以外の職種において同様の傾向がみられる。

• 専門・技術職については、「操作レベル」が最も⾼い。
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

有していなくてよい 22.7 18.6 20.4 22.2 28.6 66.7 26.3 23.1 0.0 0.0 22.2

基本操作レベル 29.5 50.8 51.9 44.4 42.9 33.3 36.8 61.5 0.0 0.0 22.2

応用操作レベル 34.1 23.1 22.2 22.2 14.3 0.0 26.3 15.4 100.0 100.0 44.4

⾼度活用レベル 13.6 6.0 5.6 11.1 14.3 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 11.1

価値創造レベル 0.0 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0
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有していなくてよい 基本操作レベル 応用操作レベル ⾼度活用レベル 価値創造レベル

３．人材確保方法、従業員育成状況

４）中途採用者に求める新技術の活用レベル ①IoT 【業種別】 1/2

IoTに係る中途採用者の活用レベル（業種別）

（％）

• IoTに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「有していなくてよい」が約5割と最も⾼く、次いで「概要レベル」が約3割と⾼
い傾向にあるのに対し、業種別では、情報通信業、運輸業、卸売業及び飲食サービス業以外の業種において同様の傾向がみられる。

• 情報通信業、運輸業、卸売業及び飲食サービス業については「概要レベル」が最も⾼い。
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

有していなくてよい 48.9 52.9 0.0 18.2 28.6 37.8 46.2 66.7 85.7 33.3 0.0 31.6 66.7 37.5 62.5 75.0 33.3 100.0 33.3 29.4 56.0 35.3

概要レベル 27.7 29.9 50.0 36.4 50.0 51.1 42.3 0.0 0.0 0.0 0.0 21.1 0.0 62.5 25.0 25.0 33.3 0.0 55.6 35.3 36.0 23.5

操作レベル 17.0 13.8 50.0 18.2 14.3 6.7 3.8 33.3 14.3 66.7 100.0 26.3 33.3 0.0 12.5 0.0 33.3 0.0 11.1 23.5 8.0 17.6

⾼度活用レベル 6.4 3.4 0.0 27.3 7.1 2.2 7.7 0.0 0.0 0.0 0.0 21.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.8 0.0 23.5

価値創造レベル 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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３．人材確保方法、従業員育成状況

４）中途採用者に求める新技術の活用レベル ①IoT 【職種】 2/2

IoTに係る中途採用者の活用レベル（職種別）

（％）

• IoTに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「有していなくてよい」が約5割と最も⾼く、次いで「概要レベル」が約3割と⾼
い傾向にあるのに対し、職種別では専門・技術職及び生産工程職以外の職種において同様の傾向がみられる。

• 専門・技術職については、「概要レベル」が最も⾼い。
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

有していなくてよい 29.5 50.3 42.6 44.4 57.1 66.7 36.8 53.8 0.0 0.0 22.2

概要レベル 34.1 31.7 40.7 33.3 28.6 33.3 36.8 30.8 0.0 0.0 55.6

操作レベル 25.0 12.1 11.1 11.1 0.0 0.0 21.1 15.4 100.0 0.0 22.2

⾼度活用レベル 11.4 5.5 5.6 11.1 14.3 0.0 5.3 0.0 0.0 100.0 0.0

価値創造レベル 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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有していなくてよい 概要レベル 操作レベル ⾼度活用レベル 価値創造レベル

３．人材確保方法、従業員育成状況

４）中途採用者に求める新技術の活用レベル ②ビッグデータ 【業種別】 1/2

ビッグデータに係る中途採用者の活用レベル（業種別）

（％）

• ビッグデータに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「有していなくてよい」が約5割と最も⾼く、次いで「概要レベル」が約3
割と⾼い傾向にあるのに対し、業種別では、情報通信業、運輸業、卸売業、飲食サービス業及び福祉以外の業種において同様の傾向がみられる。

• 情報通信業、運輸業、卸売業、飲食サービス業及び福祉については「概要レベル」が最も⾼い。
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

有していなくてよい 55.3 55.2 0.0 18.2 28.6 35.6 46.2 33.3 71.4 33.3 0.0 52.6 66.7 37.5 62.5 100.0 33.3 100.0 44.4 29.4 48.0 52.9

概要レベル 23.4 29.9 50.0 27.3 50.0 51.1 42.3 0.0 14.3 0.0 100.0 15.8 0.0 62.5 12.5 0.0 33.3 0.0 22.2 35.3 44.0 23.5

操作レベル 21.3 13.8 0.0 18.2 14.3 8.9 11.5 66.7 0.0 0.0 0.0 10.5 33.3 0.0 25.0 0.0 33.3 0.0 22.2 23.5 8.0 5.9

⾼度活用レベル 0.0 1.1 50.0 27.3 7.1 2.2 0.0 0.0 14.3 66.7 0.0 21.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 11.8 0.0 17.6

価値創造レベル 0.0 0.0 0.0 9.1 0.0 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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３．人材確保方法、従業員育成状況

４）中途採用者に求める新技術の活用レベル ②ビッグデータ 【職種別】 2/2

ビッグデータに係る中途採用者の活用レベル（職種別）

（％）

• ビッグデータに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「有していなくてよい」が約5割と最も⾼く、次いで「概要レベル」が約3
割と⾼い傾向にあるのに対し、職種別では営業職以外の職種において同様の傾向がみられる。

• 営業職については、「概要レベル」が最も⾼い。
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

有していなくてよい 43.2 50.3 38.9 44.4 42.9 66.7 52.6 69.2 0.0 0.0 33.3

概要レベル 27.3 31.7 40.7 33.3 42.9 33.3 31.6 23.1 0.0 0.0 44.4

操作レベル 18.2 13.6 11.1 22.2 0.0 0.0 15.8 7.7 100.0 0.0 11.1

⾼度活用レベル 11.4 4.0 9.3 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

価値創造レベル 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1
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有していなくてよい 概要レベル 操作レベル ⾼度活用レベル 価値創造レベル

３．人材確保方法、従業員育成状況

４）中途採用者に求める新技術の活用レベル ③AI 【業種別】 1/2

AIに係る中途採用者の活用レベル（業種別）

（％）

• AIに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「有していなくてよい」が約5割と最も⾼く、次いで「概要レベル」が約3割と⾼い
傾向にあるのに対し、業種別では、情報通信業、運輸業、卸売業、小売業、飲食サービス業、医療及び福祉以外の業種において同様の傾向がみ
られる。

• 情報通信業、運輸業、卸売業、小売業、飲食サービス業、医療及び福祉については「概要レベル」が最も⾼い。
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

有していなくてよい 59.6 56.3 0.0 18.2 35.7 40.0 46.2 66.7 71.4 33.3 0.0 36.8 66.7 50.0 50.0 100.0 33.3 100.0 33.3 29.4 56.0 52.9

概要レベル 23.4 28.7 50.0 36.4 50.0 46.7 46.2 0.0 0.0 33.3 100.0 15.8 0.0 50.0 37.5 0.0 33.3 0.0 55.6 35.3 40.0 11.8

操作レベル 17.0 12.6 0.0 18.2 7.1 8.9 3.8 33.3 28.6 0.0 0.0 26.3 33.3 0.0 12.5 0.0 33.3 0.0 11.1 23.5 4.0 17.6

⾼度活用レベル 0.0 2.3 50.0 18.2 7.1 2.2 3.8 0.0 0.0 33.3 0.0 21.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.8 0.0 17.6

価値創造レベル 0.0 0.0 0.0 9.1 0.0 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

有していなくてよい 概要レベル 操作レベル ⾼度活用レベル 価値創造レベル



 

141 

３．人材確保方法、従業員育成状況

４）中途採用者に求める新技術の活用レベル ③AI 【職種別】 2/2

AIに係る中途採用者の活用レベル（職種別）

（％）

• AIに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「有していなくてよい」が約5割と最も⾼く、次いで「概要レベル」が約3割と⾼い
傾向にあるのに対し、職種別でも同様の傾向がみられる。
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

有していなくてよい 36.4 52.3 42.6 44.4 42.9 66.7 52.6 69.2 50.0 0.0 44.4

概要レベル 31.8 32.2 37.0 44.4 28.6 33.3 31.6 23.1 0.0 0.0 33.3

操作レベル 25.0 10.1 16.7 11.1 14.3 0.0 10.5 7.7 50.0 0.0 11.1

⾼度活用レベル 6.8 5.0 3.7 0.0 14.3 0.0 5.3 0.0 0.0 100.0 0.0

価値創造レベル 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1
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３．人材確保方法、従業員育成状況

４）中途採用者に求める新技術の活用レベル ④ロボット 【業種別】 1/2

ロボットに係る中途採用者の活用レベル（業種別）

（％）

• ロボットに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「有していなくてよい」が約5割と最も⾼く、次いで「概要レベル」が約3割と
⾼い傾向にあるのに対し、業種別では、福祉以外の業種において同様の傾向がみられる。

• 福祉については「有していなくてよい」「概要レベル」及び「操作レベル」が同程度の割合ある。
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

有していなくてよい 63.8 51.7 50.0 36.4 42.9 44.4 53.8 66.7 85.7 33.3 0.0 42.1 66.7 62.5 62.5 100.0 66.7 100.0 55.6 29.4 72.0 52.9

概要レベル 19.1 29.9 50.0 27.3 42.9 42.2 38.5 0.0 0.0 66.7 100.0 21.1 0.0 37.5 12.5 0.0 33.3 0.0 22.2 29.4 24.0 17.6

操作レベル 17.0 16.1 0.0 18.2 7.1 11.1 7.7 33.3 14.3 0.0 0.0 15.8 33.3 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 22.2 29.4 4.0 17.6

⾼度活用レベル 0.0 1.1 0.0 18.2 7.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 21.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.8 0.0 11.8

価値創造レベル 0.0 1.1 0.0 0.0 0.0 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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有していなくてよい 概要レベル 操作レベル ⾼度活用レベル 価値創造レベル
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３．人材確保方法、従業員育成状況

４）中途採用者に求める新技術の活用レベル ④ロボット 【職種別】 2/2

ロボットに係る中途採用者の活用レベル（職種別）

（％）

• ロボットに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「有していなくてよい」が約5割と最も⾼く、次いで「概要レベル」が約3割と
⾼い傾向にあり、職種別でも同様の傾向がみられる。
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

有していなくてよい 40.9 57.3 53.7 55.6 42.9 66.7 42.1 69.2 50.0 0.0 44.4

概要レベル 34.1 26.1 31.5 33.3 28.6 33.3 31.6 23.1 0.0 0.0 33.3

操作レベル 18.2 13.1 14.8 11.1 14.3 0.0 15.8 7.7 50.0 0.0 22.2

⾼度活用レベル 6.8 3.0 0.0 0.0 14.3 0.0 5.3 0.0 0.0 100.0 0.0

価値創造レベル 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0
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有していなくてよい 概要レベル 操作レベル ⾼度活用レベル 価値創造レベル

３．人材確保方法、従業員育成状況

４）中途採用者に求める新技術の活用レベル ⑤クラウド 【業種別】 1/2

クラウドに係る中途採用者の活用レベル（業種別）

（％）

• クラウドに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「概要レベル」が約4割と最も⾼く、次いで「有していなくてよい」が約3割と
⾼い傾向にあるのに対し、業種別では、建設業及び専門・技術サービス業以外の業種において同様の傾向がみられる。
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N 47 87 2 11 14 45 26 3 7 3 1 19 3 8 8 4 3 1 9 17 25 17

有していなくてよい 40.4 36.8 0.0 9.1 14.3 20.0 34.6 66.7 71.4 33.3 0.0 26.3 33.3 25.0 50.0 75.0 33.3 0.0 22.2 23.5 36.0 35.3

概要レベル 25.5 37.9 50.0 18.2 50.0 48.9 38.5 0.0 0.0 0.0 0.0 26.3 33.3 37.5 50.0 25.0 0.0 0.0 33.3 35.3 48.0 23.5

操作レベル 29.8 19.5 50.0 45.5 28.6 24.4 19.2 33.3 14.3 33.3 100.0 26.3 33.3 37.5 0.0 0.0 33.3 100.0 33.3 23.5 16.0 17.6

⾼度活用レベル 4.3 4.6 0.0 18.2 7.1 4.4 3.8 0.0 14.3 33.3 0.0 15.8 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0 11.1 17.6 0.0 23.5

価値創造レベル 0.0 1.1 0.0 9.1 0.0 2.2 3.8 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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有していなくてよい 概要レベル 操作レベル ⾼度活用レベル 価値創造レベル
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３．人材確保方法、従業員育成状況

４）中途採用者に求める新技術の活用レベル ⑤クラウド 【職種別】 2/2

クラウドに係る中途採用者の活用レベル（職種別）

（％）

• クラウドに係る中途採用者に求める活用レベルに関する全体的な傾向として「概要レベル」が約4割と最も⾼く、次いで「有していなくてよい」が約3割と
⾼い傾向にあるのに対し、職種別では営業職及び生産工程職において同様の傾向がみられる。
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N 44 199 54 9 7 3 19 13 2 1 9

有していなくてよい 20.5 36.2 27.8 44.4 28.6 66.7 31.6 38.5 0.0 0.0 22.2

概要レベル 31.8 34.7 42.6 33.3 28.6 33.3 42.1 23.1 0.0 0.0 33.3

操作レベル 31.8 21.6 22.2 22.2 28.6 0.0 21.1 30.8 100.0 0.0 33.3

⾼度活用レベル 15.9 6.0 7.4 0.0 14.3 0.0 0.0 7.7 0.0 100.0 0.0

価値創造レベル 0.0 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 11.1
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 離職者向けモデルカリキュラム（案） 
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 離職者向けモデルカリキュラム（案）補足説明資料 
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 在職者向けモデルカリキュラム（案） 

6.5.1 クラウドを活用した情報共有能力の拡充 
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6.5.2 RPA を活用した業務効率化・コスト削減 
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 在職者向けモデルカリキュラム（案）補足説明資料 

6.6.1 クラウドを活用した情報共有能力の拡充 
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6.6.2 RPA を活用した業務効率化・コスト削減 
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 離職者向けリーフレット 

 

～どんな企業からも求められる人材へ！～

IT活用基礎力マスター訓練(仮称)のご案内

3
様々なITの機能・仕組みや活用方法がわかる1

ITを利用した情報収集・分析の方法を学べる2

セキュリティ・コンプライアンスの知識が得られる3

IT活用基礎力マスター訓練(仮称） つのポイント

「IT活用基礎力マスター訓練(仮称)」とは…
単なるIT操作スキルを学ぶ訓練ではなく、仕事の効率アップ、営業力の
強化、新規事業へのチャレンジにつながる「ITを使いこなす力」を、実践的に身につけられる
訓練です！

 ITで得た情報をもとに、生産量を増やす方法を一緒に考えてくれる人材を求めています。（製造業 B社）

 ITは仕事を楽にする道具と理解し、抵抗感なく使いこなせる人材を求めています。（医療・福祉業 C社）

 最近クラウド型のグループウェアを導入しました。クラウドがどのようなものか理解し、効率的な仕事の仕方が
できる人材を求めています。（卸売業 F社）

今、企業は、「ITを使いこなす人材」を求めています

どのような業種・企業からも
評価される「ITを使いこなす」
スキルが身につきます

IT活用の業務体験を通じ、
様々な職種について働くヒント
が得られます

業種を問わず必要となる
安全にITを利用するための
知識が身につきます

訓練の詳細は裏面へ！

就職したい仕事に関する訓練と合わせて受講することで、効果が一層アップします！

就職への自信につながる！
IT活用基礎力マスター訓練(仮称)受講のメリット

全業種
全職種
対応！
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厚生労働省 訓練企画室 TEL:03-xxxx-xxxx

問い合わせ先

・業務改善の考え方・コツ

・安全にITを使うための知識

・クラウドの活用・グループウェアの活用

・データ集計と見える化

ある介護付き老人ホームでは、入居者の日々の状態を毎日Excelの引継書に
入力して記録しているが、様式が統一されておらず、入力負荷がかかっている。そ
こで、引継書作成を簡素化し、職員の負担軽減と業務の迅速化に取り組む。

化粧品の開発・販売を行うR社では、売上が伸び悩んでいる原因として、消費

者のニーズにあった商品の企画ができていないと考えている。そこで、会員顧客を

対象に実施している満足度調査を分析し、顧客の満足度やニーズを把握する。

自動車部品を作っているT製作所では、コスト削減の一環で、工場の稼働につ

いても見直しをすることとなった。そこで、これまでの他社の成功事例を収集すると

ともに、工場の稼働状況やコストについて、整理と集計、見える化を行う。

業務での活用イメージが湧く！だから就職力が高まる！

【IT活用演習のテーマ例】

などについて学んだ後・・・

半分の時間は、

様々な業種における

就業現場を想定したIT活用演習を実施。

福祉業

製造業

小売業

IT活用基礎力マスター訓練(仮称)では
何を学ぶの？？

レンタルサービスを展開するA社では、価格設定のルールが標準化されておらず、

営業社員の裁量によって利益を度外視した契約が多発している。そこで、各契

約における価格設定状況の見える化と競合情報の整理を行う。

サービス業



 

169 

 訓練事業者向けリーフレット 

 

～ITに関する訓練を実施している民間教育機関の皆様へ～

IT活用基礎力マスター訓練(仮称)の
実施機関を募集しています

平成30
年度開講

カリキュラムの内容等、詳細は裏面へ！

企業ニーズが高いIT活用力の習得を目指す2

これまでのノウハウを活かした実施が可能

3IT活用基礎力マスター訓練(仮称) つのポイント

 企業ニーズを踏まえて策定されたモデルカリキュラムを基に、IT活用力（業務を構造的に把握し、
ITを用いてビジネス上の課題を解決する際の基礎となる考え方や方法）の習得を目指します

 パソコン等の基本的な操作ができる方が対象の訓練です

 貴機関の既存のノウハウやテキストも活かした訓練企画が可能です

 ITをビジネスに活用するあらゆる業種・企業から評価される「ITを使いこなす」スキルを身につけ
る人材育成のスタンダードとなる訓練です

 製造業、運輸業、建設業、医療・福祉など業務上ITを活用する幅広い業種・企業が求める人
材を育成します（従来のITベンダー企業への就職を目指す訓練とは異なります）

あらゆる企業から求められる「ITを使いこなす人材」育成のスタンダード1

3

全ての働く人に求められる「ITを使いこなす力」を習得する職業訓練を新たにスタートします。

今、企業は、「ITを使いこなす人材」を求めています！

ITを「業務を楽にしたりビジネスを良くする道具」として活用するマインドを持ち、
生産性向上を目指し積極的にIT活用に挑戦する人材を採用したい。

単に操作スキルだけを持った人材ではなく、様々なデータの整理・分析や利活用
に一緒に取り組むことのできる、実践の場で活きる体験を積んだ人材を採用し
たい。

最近導入が進んでいるクラウドがどのようなものか理解し、効率的な仕事の仕方
ができる人材を採用したい。

3
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モデルカリキュラム（200時間）

科目 概要 時間(目安)

学科1 ITとビジネス ・業務・ビジネスにおけるITの活用 3時間

学科2 情報セキュリティ ・情報セキュリティ事故の原因
・注意すべき場面と求められる行動

6時間

学科3 コンプライアンス ・ITに関係する法規制
・注意すべき場面と求められる行動

6時間

学科4 業務改善の考え方・
コツ

・企業における業務改善（目的とKPI）
・業務内容の整理と改善点の抽出

6時間

実技1 グループウェアの活用 ・グループウェア・クラウドの概要と活用メリット
・スケジュール機能、ドキュメント共有機能等の活用

21時間

実技2 データ集計と見える化 ・Excelの概要、データの集計と見える化 54時間

実技3 ITを活用した業務遂
行の実践

・実際の就業現場を想定したIT活用演習
（演習テーマ：業務合理化・迅速化やコスト削減等、実際
の企業における課題）

96時間

※詳細は、「IT活用基礎力マスター訓練(仮称)モデルカリキュラム」及び「補足説明資料」をご覧ください。

訓練の概要

受講対象 ハローワークを通じて求職中の離職者（ITユーザー企業への就職を希望する求職者）
（経験レベル：パソコンを使用したことがあり、起動方法やキーボード・マウスの使い方等、基本操作可能、
および電子メールソフトやウェブブラウザなど汎用的なアプリケーションを使用したことがある程度）

訓練時間 200時間／2ヶ月程度

定員 10人～30名までを標準

運営費用 委託費、テキスト代（受講者より実費徴収）

訓練実施場所 貴施設等

※詳細は別紙をご参照ください

政府が推進する「人材力」の抜本的強化に向けた、目玉となる訓練です

政府は第４次産業革命に対応できる人材投資と労働移動の円滑化を進めるため、「IT力強化集中緊急
プラン」を策定し政策資源を集中投入することを表明しています。
（平成29年6月閣議決定「未来投資戦略2017－Society 5.0の実現に向けた改革－」）

プログラミング、数理・データサイエンスの習得を目指す

【施策】プログラミングの必修化 等

先端IT技術、専門分野に応じたIT力の習得を目指す

【施策】第4次産業革命スキル習得講座認定制度 等

基礎的ITリテラシーの習得を目指す

【施策】IT活用基礎力マスター訓練(仮称)（本訓練）

大学等と連携したIT・データスキルの見直し 等

ITトップ人材

中核的IT人材

全てのビジネスパーソン

就職前の学生


